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先進サービス事業者の生産性向上事例
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電子カルテの共同活用で地域医療連携を飛躍的に推進

相相相澤澤澤病病病院院院（（（長長長野野野県県県）））【【【急急急性性性期期期総総総合合合病病病院院院】】】

相澤病院は、長野県松本市にある急性期病院である。20 万人規模の人口の急性期の新入院患

者は 1日 60 件程度である。現在の地方の急性期医療体制は、患者数に対して明らかに病床数が

過剰という状態だ。地域の医療の再生には供給過剰になった医療体制を見直し、地域が必要とす

る真のニーズに合わせて医療機関の機能を役割分担することが必要である。

相澤院長は、1994 年に相澤病院の理事長に就任すると、まず医療サービスの内容を見直し、

救急医療をコアとした急性期医療に特化した病院にすることを決めた。そのためには、急性期患

者を紹介してくれる地域の診療所との前方連携、そして長期療養やリハビリを必要とする患者の

ために相澤病院の患者を受け入れてくれる医療機関との後方連携が必要になる。前方・後方連携

を進めるために、相澤病院は地域医療連携室を立ち上げ、連携を可能とする地域の医療機関との

関係性を地道に構築していった。そして、機能分担によって医療機関の間で医療サービスの重複

が生じたり、サービスのレベル・質の差が生じたりすることがないように、相澤病院が率先して

地域連携のための電子カルテシステムを導入し、連携医療機関がそれを活用し、情報共有できる

サービスを築き上げていった。

こうした取り組みが功を奏し、相澤病院は、赤字体質であった自らの経営環境を改善し、現在

では全国でも有数の「地域医療連携に成功した医療拠点」になっている。相澤病院の事例を参考

にした地域医療再生の処方箋が、地域医療の問題解決にいま求められている。

○サービスの概要

相澤病院は救急医療機関であるとともに、

内科、外科、形成外科、小児科、産婦人科、

精神神経科、リハビリテーション科などを備

える総合病院である。

病床数は 471 床、職員数は 1439 人であり、

地域がん診療連携拠点病院、地域医療支援病

院などの地域医療の連携拠点に指定されてい

る。

現在の院長である相澤孝夫氏が 1994 年に

院長に就任すると、6 期連続で赤字経営の続

く病院経営を立て直すため急性期医療に特化

する方針を明確に打ち出した。そして救急医

療に取り組むために、地域医療連携の中核を

担うことを相澤病院の役割とした。

サービスコンセプト

相澤病院では、急性期医療を担う地域の中

核的病院として新しく良質な医療を行うため

に、機能的で活力のあるチーム医療を常に心

掛け、地域から信頼される病院づくりに取り

組んでいる。「病院を自己実現の場として、職

員一人一人が生き生きと仕事を行い、そのエ

ネルギーを結集することで、夢と感動と輝き

に満ちた病院にする」ことが院長の掲げる理

念である。

地域における相澤病院の役割

相澤病院は、地域の中核病院、医療ネット

ワークの中心的存在として全人的医療を目指

している。全人的医療とは、会社や家族とい



30

った環境を含めて、患者が地域でより良く生

活できるようにしていくことである。

相澤病院の救急医療は、救急患者を断らず

に必ず診る。その後、その人に必要な医療を

展開していく。いわゆる北米型 ER 方式である。

相澤病院で治療が終わったらそれで終わりと

いうのではなく、その次の段階までしっかり

とレールを引く。それが相澤病院の考える急

性期病院の扱う範囲である。

○生産性向上の課題

地域医療の連携

急性期病院として地域医療の中核を担うに

は、紹介されてきた患者をどう受けるか（前

方連携）と同時に、同院での治療後に後遺症

や障害が残り、すぐには社会復帰ができない

患者を次にどのようにしていくか（後方連携）

を考えていかなければならない。また、地域

医療の連携を進めるには、中核病院としての

ビジョンを連携先に提示し、医療機関として

の機能分担を円滑に進められるように調整す

る必要がある。

一つの病院ですべての治療を行おうとする

のは、地域医療の効率化に反する。互いの役

割分担や、医療機関の強み弱みを明らかにし

て、互いに助け合うことが地域連携では重要

になる。たとえば、相澤病院は他の診療科に

比べて小児科が非常に弱いので、小児科の患

者は救急時の応急手当に限り、あとは他の連

携医療機関に任せる。その際、情報伝達と互

いの役回りの調整が重要になる。

「相澤病院が地域の病院の連携を率先して

構築してくことが、医療崩壊を防ぐ方法であ

る」と院長は自負している。

急性期病院の患者の奪い合いをなくす

急性期病院に入院する患者の数は減少傾向

にある。一日に新たに入院してくる患者数は

人口 10 万人に対して 2008 年が 29 人、09 年

が 28.9 人であった。二つの病院が自分たちで

最後まで診ようとして患者を取り合えば、患

者数は 29 人の半分になる。一つの病院が最後

まで患者を診るのは、非効率で、地域医療機

関とって大きなマイナスだと相澤院長はいう。

「一人の患者を 7～10 日ほど急性期病院で

診て、引き続き治療が必要な場合は、次の病

院（亜急性期）へと引き渡し、情報も引き継

ぎ、『安心して下さいね』と患者に言えるよう

な形にする」のが、医療界の生き残りの道だ

と院長は考えている。

ｊ

転院先への搬送

相澤病院の患者が転院する際は、搬送車に

必ず看護師１名とケースワーカー１名が同行

し、移送先の病院ですべて説明して引き継ぎ

をする。搬送は無料であり、付き添い職員の

労働力は病院の持ち出しになるが、その損失

よりも連携体制を構築するメリットの方が大

きい。持ち出しを覚悟しても専門職員を同行

させ、充分に説明を尽くすことが急性期病院

の役割であり、そのことによって転院先の病

院と信頼関係を構築できる。

連携を創る上での課題

医療機関と連携する上でもっとも難しいの

は連携体制を作ることだという。連携先に「う

ちは相澤病院の下請けではない」と反発され

ないように時間をかけて相澤病院のシステム

と医療連携の考え方を説明し、理解を得るこ

とが肝要である。

連携医療機関間の医療水準に著しい格差が

ないことも速やかな連携を行う上で欠かせな

い条件だ。たとえば、患者が転院した際、転

院前と転院後の医療技術にレベルの差があれ
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ば、ギャップを感じて患者は不安になる。そ

こで転院後も患者が安心して医療を受けられ

るようにできるだけサポートを行う。

治療・リハビリ方針についても連携先と認

識を共有する必要がある。

理学療法（PT）・作業療法（OT）・言語聴覚

療法（ST）の考え方と、受け入れ先のスタッ

フの考え方が異なると、最初から食い違いが

生じる。リハビリの提供態勢についても受け

入れ先と当院の差があるとクレームがくる。

たとえば、相澤病院では 365 日リハビリを行

うが、転院先では、休祭日はリハビリをしな

いということになるとクレームが生じる。

連携の初期にはトラブルがつきものだが、

連携を継続するうちにノウハウが身につき、

問題点も改善されていく。さらに連携を深め

ることで精度と密度が濃くなり、患者も転院

先で違和感を抱かないようになってくる。こ

こまでくれば地域連携は成功する。

亜急性期病棟の借り受け

亜急性期の患者とは、急性期病院での治療

が終わった後、さらに入院が必要な状態の患

者のことである。相澤病院が地域連携を進め

るにあたって問題になったのは、亜急性期の

患者を受け入れてくれる病院が少ないことで

あった。そこで同院は、医師・看護師不足で

閉鎖した一般病棟のある病院と交渉し、相澤

病院からその病院に医師を派遣して病棟を管

理させ、亜急性期の患者にはその病棟に転院

してもらうようにした。いわば病棟を借り受

ける形で亜急性期の患者の受け入れ先を確保

している。

○サービス生産性向上の取り組み

急性期病院に欠かせない前方連携、後方

連携

院長の経営方針の下で急性期医療への特化

を進めた相澤病院にとって急務となったのは

前方連携先をみつけることであった。すなわ

ち手術ができない中小病院や開業医院から入

院治療が必要だという患者を紹介してもらう

体制づくりである。その一方で、同院の患者

の受け入れ先となる後方連携先の開拓を始め

た。急性期病院は、前方と後方の双方と連携

しないと機能が果たせない。

「『便秘』状態では病院は腹痛を起こし、下

痢するか嘔吐するほかはない。患者は出して

やらなければならない。だから後方連携が重

要になってくる」と相澤孝夫院長は話す。

相澤病院にとって顧客は地域住民だけでは

ない。住民と連携医療機関の双方が顧客であ

る。顧客に相澤病院の考え方を理解・了解し

てもらわない限り連携はうまくいかない。と

はいっても「地域連携は良い制度ですよ」と

口で言うだけでは、説得力を持ち得ない。地

域連携に取り組み始めた当初は、「お前の病院

は患者を取るつもりだろう。お前の所に患者

を紹介するつもりはない」と、けんもほろろ

の対応をされ、患者からも理解されなかった。

説得するためには実績が必要だ。少しずつ

信頼を積み重ね、「うまくいったでしょう。で

すから、これからもお願いしますね」といえ

ば、連携先の相手も納得する。

信頼を作るまでは大変だが、信頼ができあ

がれば物事は進み始める。

連携病院間でのトラブル回避するために

連携病院の間でのトラブルを防ぐために、

相澤病院では契約書を取り交わしている。た

とえば、「呼吸器をつけた患者、気管切開して

いる患者は受け入れない」など、事前に双方

の了解事項を明文化することで、想定し得る

トラブルの多くは回避できる。

すべての提携先と契約書を交わすまでには
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至っていないが、「転院予定の患者がいる場合

は、少なくとも一週間前に連携先に通知する。

受け入れ病院では入院判定委員会を作り、要

請があってから一週間以内に可否を判断す

る」という契約を交わしている提携先もある。

相澤病院の入院患者は一定期間で退院する。

そこで入院した時点から転院する可能性を考

えて事務作業が集中しないように少しずつ準

備を進める。これは過去の苦い経験から生ま

れた智恵で、確実な転院先を確保するため、

また事務手続きのミスを防ぐための方策だと

いう。

地域医療の機能分担

地域の医療機関が機能分担をした場合に、

医療技術の水準の差があると連携が円滑に進

まない。地域連携のクリニカルパスに沿った

医療連携を可能にするためには、医療の質と

水準を合わせ情報の共有を進める必要がある。

相澤病院には、「医療連携室」があり、こ

こが連携機関の情報集約を行っている。同院

から後方連携先に転院した後も連絡を密にし

ており、相澤病院から転院した患者が後方連

携先医療機関から退院した場合は、相澤病院

の医療連携室に連絡がある。医療連携室は患

者のかかりつけ医（前方提携先）に連絡を行

う。

このような地域連携は、経済的にもギブア

ンドテイクの関係が成り立って初めて円滑に

機能すると院長はいう。

病院情報開示システム（電子カルテシス

テムの共同利用）

相澤病院は、医療連携を後押しするツール

として「病院情報開示システム」の運用を開

始している。紹介元の医療機関の医師が、イ

ンターネット経由で、相澤病院の診療情報（電

子カルテ）を参照できるようになっている

（ASP サービス）。2008 年 12 月時点で 128 カ

所の医療機関がこのシステムを利用。相澤病

院では、地域の診療所がインターネットにア

クセスできるよう無料でプロバイダ（インタ

ーネット接続）サービスを提供している。

一方、相澤病院からは、連携先の各病院・

診療所の診療情報にアクセスできるようにな

っており、紹介患者の正確な診断をする上で

役立てられている。従来、診療所からの紹介

状では、限られた情報伝達しかできない上に、

救急の場合には紹介状が得られない。

電子カルテの共有化では、担当医のコメン

トといった詳細情報まで参照できる。

また、かかりつけ医は、電子カルテの参照

によって、自分の患者の紹介先での治療状況

をウォッチできるようになった。このことが、

かかりつけ医と患者の信頼関係を深め、さら

には相澤病院とかかりつけ医の関係にも良い

影響をもたらしている。結果として新しい患

者を紹介してくれるようになり、顧客の創出

にもつながる。

このように電子カルテの共有化は、医療サ

ービスの質の向上に直結するばかりか、顧客

の創出を生み出した。

医療スタッフの人事制度

医療サービスの品質の向上は「病院が一枚

岩となって、全員が同じ理念に向かっている

という風土・文化を築くこと」によって可能

になると相澤院長は考えている。地域連携の

前にまず院内連携を磐石にすることが重要と

いうわけである。そこで年 4 回程度、理事長

セミナーや事務局長セミナーを行い相澤病院

の文化を職員に徹底させている。それによっ

て職員が一定の基準を共有でき、患者が何科

に入っても同じようなサービスを提供できる

ようになる。

スタッフのモチベーション向上策としても、

品質向上に向けて取り組むことを評価する人

事制度（目標管理制度）を導入している。

長期経営計画の中に、地域医療連携を積極

的に行うべく、前方連携、後方連携のミッシ

ョンステートを明記し、各科はそれを実現す

るべく目標設定を行っている。



33

診療行為の検証

相澤病院では、医療全体の質をチェックす

るために医療評価委員会を開催し、個別の医

療の内容をカルテの記載を見ながら評価する。

カルテへの記載の仕方から治療方法、インフ

ォームド・コンセントのやり方等、医療行為

すべての過程をチェックし妥当性・有効性を

検証する。医療評価委員会では、医療の質を

検証し、改善すべき事項と改善策が検討され、

それぞれの担当者に指示が出される。

診療行為の妥当性の検証の観点

 カルテへの記載内容、情報共有は適

切に行われているか

 インフォームド・コンセントは適切

に行われているか

 他科の医師との連携は適切になさ

れているか

 主治医の役割は適切になされてい

るか

 診療・看護の方針は適切に立案され

実行されているか

 その他問題と考えられる事項

診療行為の標準化

病気の治療や検査は、必ずしも標準化でき

ない部分がある。同院でのクリニカルパス活

用率は 60～65%であり、残りの非標準化部分

については、それぞれの診療行為が最適であ

ったのかを見直して改善につなげていく。

「相澤病院医学雑誌」の出版

相澤病院ではスタッフが学会で発表した内

容や、雑誌に投稿した論文をまとめた「相澤

病院医学雑誌」を発行している。こうした雑

誌などの発行を通じて職員の意識を高めるこ

とができる。また執筆を通じて自分がしてき

たことを振り返ることが、さらなる成長につ

ながると考えている。

○サービス生産性向上に向けて

相澤病院は、地域の医療機関の中核病院と

して、地域連携を進めるため積極的にさまざ

まな役割を果たしてきた。地域の医療連携を

進めるには、前方、後方の医療機関との情報

共有がとくに重要だと考える。

顧客満足度調査の実施

相澤病院では、サービスの全体の質を高め

るために顧客満足度の調査を継続的に実施し

ている。また、患者からのクレーム情報も集

め、医療ミスや医療事故につながり得る要素

を特定し、それに対処してミスや事故の未然

防止に心掛けている。さらに、患者の視点か

らよりよい医療サービスの環境を作るために、

職員からの提案を積極的に採用している。

顧客満足度調査は年に一回実施している。

投書箱に寄せられた意見に対しては、ひとつ

ひとつに回答を出しているが、要求に添えな

いものは、正直に「できない」と回答する。

たとえば、「駐車場の台数を増やしてほし

い」という投書に対しては、「現状では増や

せないが、土地を提供してくれる人があれば

増やせるので、そうした人がいたら紹介して

ほしい」と回答する。無理難題にも回答する

ことが誠意の現れであり、それが信頼につな

がる。

医療事故防止対策

相澤病院では、事故防止対策として職員 5

名からなる医療安全推進部を設置している。

ひと口に医療安全推進といっても内容は幅広

く、ヒヤリ・ハット事例や、クレーム、窓口

で相談された事項、投書箱に寄せられた意見

など、問題点はすべて医療安全推進部に情報
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集中させる。医療安全推進部は原因分析をし、

該当部門に通知して改善計画を作らせる。ま

た、その改善計画が達成されたかも調査して

いる。

医療安全推進部の着想は、帝国ホテルに置

かれたクレーム專門部隊の存在から得たとい

う。クレームの中には、サービスの質を高め

る上で重要な情報があることから、医療現場

でもこれを活かせると考えた。

また医療安全推進部が事例を分析したとこ

ろ、職員がルーティン業務として行っている

ことをシステム化していなかったために起こ

った事故が数例見つかった。そうした問題点

の傾向を把握する上でも、医療安全推進部の

存在は重要である。

（以上）

＜サービス生産性向上のポイント＞

① 地域の医療サービスは、需給バランスを最適化する必要がある。そのためには地域連携を推

進する必要がある。

② 地域連携を推進するために急性期救急医療に特化した医療サービスの提供体制を構築し、紹

介元であるかかりつけ医や診療所との前方連携、長期の入院が必要な患者のためのリハビ

リや療養型病床を提供する医療機関との後方連携を確立した。

③ 前方、後方の医療連携を円滑に進めるためには、診療情報の共有化と医療の質・水準を合わ

せるための調整が必要になる。そのために頻繁な意見交換を実施するとともに、医療情報

の供給のための電子カルテシステムを構築し、連携先の医療機関に公開している。

④ 蓄積された電子カルテの情報を分析し、ひとつひとつの診療行為が適切であったかを医療評

価委員会で評価するための仕組みが構築されている。これにより医療の質を検証し、改善す

べき事項と改善策が検討され、それぞれの担当者に指示が出される。

社会医療法人財団慈泉会 相澤病院

本社所在地： 長野県松本市本庄 2-5-1

理事長・院長： 相澤 孝夫

職員数: 1,439 人
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一貫生産体制の確立で生花店の仕入れをサポート

アアアーーートトトグググリリリーーーンンン（（（東東東京京京都都都）））【【【生生生花花花卸卸卸売売売業業業】】】

胡蝶蘭は、一鉢数万円と高価な花でありながら、贈答用として法人からの需要も多い生花であ

る。苗から花を咲かせるまで 5年の期間を要し、花を咲かせるのが難しい。生花店にとって在庫

を抱えるリスクのある商品でもある。そんな取り扱いにくい胡蝶蘭の在庫リスクに目をつけ、独

自のビジネスモデルによって胡蝶蘭の生産から販売までを手掛け、市場を切り開いたのがアート

グリーンである。

○サービスの概要

事業概要

アートグリーンは、1991 年に設立した会社

である。設立当初は胡蝶蘭の販売を中心に行

っていたが、現在は胡蝶蘭の苗を販売、契約

農家に生育させ、その花を買い取って、生花

店に卸販売をしている。

同社の特徴は、胡蝶蘭生産販売体制の新た

な仕組みを作った点にある。胡蝶蘭の苗を台

湾で育て、あと半年で花を咲かせる状態（3.5

寸～4 寸大）にしたものを、国内に約 260 件

ある胡蝶蘭生産農家に販売し育てさせ、百貨

店や生花店の注文に応じて生産農家から買い

戻し、生花店に卸すか消費者に直接届けると

いう仕組みだ。

ビジネスモデル

アートグリーンの卸販売には二つのルート

がある。一つは、先述した生花店が在庫を持

たずに済むように胡蝶蘭の卸売りをするもの

である。そしてもう一つは、大手商社や銀行

といった顧客に対し、法人贈答用の胡蝶蘭を

その法人の関連会社に直接卸すことにより、

外部の生花店から胡蝶蘭を購入するよりも安

値で購入できるようにしたものである。

田中社長はこのようなビジネスモデルを考

案するのが非常にうまい。ここでは、二つの

卸販売ルートのビジネスモデルの概略を説明

しよう。

●販売店の在庫リスクに着目した卸売業への

特化

アートグリーンは、生花販売店が在庫を置か

ず、急な顧客からの発注にも対応できるよう

に、必要な品質の花を必要量分、直ちに届け

るというシステムを作っている。

取引先の販売店は胡蝶蘭の在庫は置かず、注

文がきたらアートグリーンに発注する。これ

までの市場から仕入れる方法よりも少しだけ

高い仕入れ額になるが、在庫リスクの分を考

えると販売店のコストダウンになる。また、

販売店に胡蝶蘭を注文した購入者に、商品で

ある胡蝶蘭を直接届けるというサービスも行

っている。販売店は在庫コストのみならず、

商品の輸送コストも削減できる。

●大企業向け生花事業の代行事業

大手商社や銀行等、法人の贈答用胡蝶蘭の

卸売ビジネスは、田中社長が知り合いの証券

会社の担当者から贈答用の花の手配を頼まれ

たことをきっかけに事業化したものである。

しばらくの間、証券会社に直接胡蝶蘭を販売

していたが、その証券会社を顧客に持つ大手
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生花店との関係から、証券会社に直接販売す

ることに支障が生じた。そこで、物品調達専

門の関連会社に胡蝶蘭を卸すことになり、以

降、同じやり方で調達関連会社を通じた卸販

売が広がっていく。親会社がカタログを見て

調達専門の関連会社に注文を出すと、アート

グリーンが胡蝶蘭を親会社に届ける。関連会

社は胡蝶蘭を届ける手間が省けるとともに、

アートグリーンに支払う額と親会社から支払

われる代金との差額分をマージンとして得ら

れるというメリットを得る。

○生産性向上の課題

胡蝶蘭販売店が抱える課題

胡蝶蘭は、季節イベントの需要を見込んで

一度に 10～20 鉢を仕入れ、販売するのが一般

的であった。しかし、景気の後退とともに大

口顧客は大幅に減り、売れ残りがロスになる

ケースが増えてきた。

胡蝶蘭は高額なので、こうしたロスはでき

るだけ減らした方が利益になるのだが、多く

の胡蝶蘭は地方で生産されるため、在庫を減

らすと急な注文に即応できなくなるという問

題があった。市場の競（せり）も鉢物が出な

い日には仕入れられず、各生花店は見込みよ

りも多めの胡蝶蘭を在庫として抱えざるを得

なかった。

顧客の課題を解決するサービスを作る

アートグリーンはもともと胡蝶蘭の販売を

手掛けていたが、田中社長は胡蝶蘭販売のこ

うした課題を自ら経験し、在庫を減らせる仕

組みをつくれば他の販売店をターゲットにし

たビジネスが可能になると考えた。

卸販売のビジネスモデルを考案すると、ま

ず、最大手の生花店に話をもちかけた。「胡蝶

蘭は花持ちがよく見栄えもいいので、発注し

たら確実にエンドユーザーに届けられる仕組

みができるなら是非とも利用したい」という

前向きな意見をもらえたので、新規の事業と

して立ち上げることになったのである。

○サービス生産性向上の取り組み

起業から軌道に乗るまでの需要開拓

田中社長は、アートグリーン起業前はゴル

フ会員権を販売する会社の営業職に就いてい

た。当時はバブル時代の絶頂期であり、4,800

万円の会員券を月に3つ売ると50万円の報奨

金を得られた。3 年 8 カ月の勤務でおよそ 1

千万円の預金を作ると、かねてからの目標ど

おり起業に踏み切った。

田中社長は、ゴルフ会員権販売時代の顧客

を狙った商売をしようと考えたが、限られた

資本の中でもビジネスチャンスがあるものと

して、花き市場をターゲットにした。当時の

花き業界の市場規模は、およそ 1 兆 2 千億円

だったが、上場企業は種苗業者が 2 社あるの

みで、販売業社は大手数社に過ぎず、あまり

大きなところはないという状況だった。また、

生花は、冠婚葬祭をはじめ様々な祝い事の中

で安定したニーズがあるので、参入リスクは

低いという判断もあった。リサーチの結果、

贈答用の胡蝶蘭が最も利益率が高いことがわ

かり、法人贈答用の胡蝶蘭に狙いを定めた。

法人贈答用ならゴルフ会員権販売時代の人脈

が活きると踏んだからである。

事業拡大のきっかけ

開業当初は、ゴルフ会員券販売会社時代の

得意先を回ったが、以前のようには相手をし

てもらえず、リヤカーで売り歩く毎日が続き、
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当時付き合いのあった証券会社の調達担当者

にかろうじて売ることができるという状態で

あった。

卸販売に注力できるようになったのは、ア

ートグリーンが苗の生産農場を入手してから

のことである。

かつて、沖縄のある大手ゼネコンがバイオ

テクノロジーを駆使してフラスコ苗と中間苗

を生産する技術を開発し、この技術を利用し

た胡蝶蘭の販売をしていたが、農場事業から

手をひくことになった。この際、代理店とし

て胡蝶蘭の販売をしていたアートグリーンに

「事業と顧客を引き継いでくれれば生産部門

を無償で譲渡する」との提案を持ちかけた。

この提案を受け、アートグリーンは、思わぬ

形で胡蝶蘭のフラスコ苗の生産部門を持つこ

とになったのである。

生産流通体制の確立

当時、胡蝶蘭の新種の苗から開発するとこ

ろ（ブリーダー）は少なく、その中でもフラ

スコ苗は最先端の技術であった。アートグリ

ーンは、フラスコ苗をうまく活用した生産流

通体制を確立したのである。

通常、フラスコの中には数十株の苗が入っ

ているが、その中でうまく成長できるのはわ

ずか数株である。いわば「歩留り」に、大き

なリスクがあった。そこで、同社は、胡蝶蘭

の生育は成長の早い台湾農場に委託し、開花

まであと半年の状態（開花株）まで育てさせ

るという方法を採用した。台湾で生育した開

花株をアートグリーンが輸入し、国内の生産

農家に販売し、出荷できる状態に開花するま

で栽培させ、販売店から注文があれば、生産

農家から買い戻して販売店に供給するという

仕組みを作りあげたのである。

胡蝶蘭の生産ノウハウ

アートグリーンでの胡蝶蘭のフラスコ苗の

生産は、沖縄支社のバイオルームで無菌状態

の寒天の培地で培養する方法をとっている。

寒天の培地に入っている栄養素は企業秘密だ

が、パイナップルやバナナなどの糖分をある

割合で配合したものを用いているという。

培養を始めて 10 カ月程度フラスコの中で

成長させた後に台湾の生産農家に販売するが、

花を咲かせるには、苗の「フラスコ出し」を

してから約 20 カ月を要するという。

台湾は、沖縄に近く、人件費も安い上に気

温も高いので、生育環境にも流通環境にも適

していると判断し、台湾の生産農家と提携し、

開花する半年前まで胡蝶蘭を栽培してもらう

仕組みを作ったのである。

需要予測の大切さ

胡蝶蘭の需要が一番多いのは、4 月の異動

の時期、次に春の叙勲、秋の叙勲と続く。内

閣の組閣時は特別に需要が見込める。こうし

た季節のイベントなどで大まかな注文量の予

測ができるので、その分の在庫量はまず確保

しておく。また、生花店ごとに生産農家の好

みがあるので、そうした細かいニーズにもで

きるだけ対応できるようにしている。

付加価値のある商品開発を目指して：

化粧蘭の開発

アートグリーンでは、卸販売の生産流通体

制を作った後も、国内外の今後の需要拡大を

目指して付加価値のある商品開発に取り組ん

でいる。その一つが化粧蘭の開発である。こ

れは胡蝶蘭の花びらに化粧を施す技術であり、

ある化粧品メーカーとほぼ 2 年の歳月をかけ

て共同開発したものである。技術のポイント

は、花持ちを妨げないファンデーションの開

発にあった。一つの花びらの作成には約 40 分

かけ、紅葉などの図柄であれば型を用いてそ

こに色づけをしていく方法をとる。定番とし

て季節の絵柄を施した商品のほか、世界で一

つだけのオリジナル絵柄を描くという注文も

受け付ける。

化粧蘭は、夜の街の高級クラブなどでの需

要がある。また、海外では、白いものより絵
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柄のある胡蝶蘭が贈答用として好まれる傾向

がある。特に、中国では白い花は葬儀用とし

て認知されているため、化粧蘭は、今後拡大

が予想される中国市場を狙った商品でもある。

田中社長は、贈答用としての需要が見込める

ものとして、化粧蘭の海外輸出を考えている。

○サービス生産性向上に向けて

アートグリーンの強み

アートグリーンの経営方針は、高級贈答用

の生花の卸販売に特化することである。「胡蝶

蘭ならアートグリーン」と認知してもらうた

めには、卸販売先のあらゆるニーズに対応で

きるサービスを提供する体制を作ることが重

要であると考えている。こうした積み重ねが

現在の生産・流通体制、そして、顧客への独

自の販売手法につながっている。

同社のモットーは、「顧客からの要望にはで

きる限り応えるように努力する。“ＮＯ”とは

言わない」ことだという。「他ではできて、ア

ートグリーンではできない、ということがあ

ってはならない」というのが、アートグリー

ンのビジネスの作り方である。

そのために、ランク別の胡蝶蘭の在庫を常

に準備をする。これまでの卸販売先の傾向か

ら、時期別の需要を大まかに把握しているの

で、それに基づき在庫量の調整を行い、不足

や欠品があれば直ちに商品を仕入れられる体

制を確立している。

生産部門は自社保有しない

アートグリーンは、生産農家が育成したも

のを買い上げる方式をとっている。台湾で成

長させたものを買い上げて農家に販売し、農

家で花を咲かせたもののうち必要とするグレ

ードのものだけを買い上げて生花店に卸す方

式をとっている。買い上げる中でアートグリ

ーンにロスは生じない。

グレードの高い胡蝶蘭を作れるかどうかは、

各生産農家の腕にかかってくるが、アートグ

リーンは生産農場の経営に参画していない。

というのも、同社が生産農家の経営に直接関

わった場合、ロスを出さないために品質が劣

るものでも出荷せざるを得なくなるという懸

念があるからだ。そうなると、厳しい目で製

品の選別をすることができなくなる。常にク

オリティを均一に保って出荷することを目指

しているため、生産部分で生産農家と提携す

ることはあっても、直接経営に参画しないと

いうのが特徴である。

他社に対する競争力、差別性

アートグリーンのビジネスモデルが成功し

てから、一時、同様のやり方で事業を興した

事業者が増えたが、大概は失敗している。卸

売店が在庫を調整し、販売店の在庫を減らす

というビジネスモデルは容易には構築できな

い。

今後も、アートグリーンは、顧客の抱えて

いる課題をビジネス化することを第一に考え

ていく。「中小中堅どころの生花店（特に企業

向けの贈答用の花を出荷している事業者）は、

不況下でかなり経営が悪化している状況なの

で、今後もそうしたところに目を付け、それ

ぞれの課題や事情に応じて新製品の提案や提

供の仕方を工夫していく」ことが重要だと田

中社長は語っている。

（以上）
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＜サービス生産性向上のポイント＞

① 生花店の胡蝶蘭在庫リスクの課題を捉え、それを解決するビジネスモデルを構築。そのため

に顧客のどんなニーズにも対応できる生産体制をとっている。

② 胡蝶蘭の生産過程では、フラスコ苗を沖縄で生産し、台湾で花が咲く直前まで生育させ、国

内で開花させるシステムを構築した。生産過程の経営には、直接関与せずに、入口（苗の販

売）と出口（鉢の買取）のみを管理することで生産リスクを最小化している。

胡蝶蘭のグローバルな流通を視野に入れて、国外でのニーズを引き出すための付加価値化の

方法として化粧蘭などの開発を行っている。

<化粧蘭>

アートグリーン株式会社

本社所在地： 東京都港区海岸 1-14-24 鈴江第 3 ビル 1F

代表取締役社長： 田中 豊

資本金: 1 億 2467 万 5000 円

ハイ・サービス日本 300 選 第４回受賞企業
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故人への思いを伝えるオーダーメイドの葬儀を明朗会計で提供

アアアーーーバババンンンフフフュュューーーネネネスススコココーーーポポポレレレーーーシシショョョンンン (((東東東京京京都都都)))

【【【葬葬葬儀儀儀業業業】】】

葬祭業は、関連サービスも含めて 1.8 兆円の市場があるといわれている。超高齢化社会では死

亡者人口が増加する一方、核家族化、会葬者の減少、価値観の変化などで葬儀の簡素化が進み、

葬祭業全体の市場規模は縮小傾向にある。そんな中で、アーバンフューネス社は、地域とのつな

がりが希薄になりつつある都市生活者をターゲットに、葬儀費用の算定根拠を明確に示し、適正

費用で葬儀サービスを提供するとともに、故人がどのような人であったのか、家族がどのような

「お別れ」を望むのかを第一に考え、従来のしきたりを超えた新たな葬儀スタイルを提供するこ

とで、葬祭業に旋風を起こしている。

○サービスの概要

アーバンフューネスコーポレーションは、

葬儀業全般を執り行っている会社である。ハ

ウスウェディングを手がけるブライダル業界

から転進して葬儀ビジネスに参入した創業者

の中川貴之社長は、形式的なものが多かった

これまでの葬儀のやり方を見直し、「故人のた

め、遺族のため」を第一に考える葬儀を執り

行っている。

アーバンフューネス流の葬儀とは

葬儀といえば、まず暗いイメージが先行す

るが、中川社長は顧客が満足する「別れの場」

を作ることが大切だとしている。そのため、

顧客である遺族のニーズをできる限り汲み取

ることを心がけている。遺族の思いを推し量

り、納得のいく別れの場を作ることによって、

遺族（顧客）の満足を得ることが重要で、こ

れまでの慣習にとらわれる必要はない。その

柔軟な発想によって、葬儀は陰鬱なものであ

るという従来の固定観念を払拭する取り組み

を見せている。

故人に対する家族の思いをなによりも尊重

するのがアーバンフューネス流の葬儀である。

家族の故人に対する思いが伝わる「別れの場」

を作ることで、故人の人となりをすべての会

葬者にわかってもらうようにする。そのため

故人の好きだった音楽を流したり、時には故

人が参加していた活動のメンバーが参加した

りして、歌や踊りでお別れするなど、これま

で不謹慎だと考えられていた方法を提案する

こともあるという。

「顧客にサービスを提供するという姿勢」

が従来の葬儀社には欠けていると感じた中川

社長は、「葬儀社は‘サービス業’である」と

いうという認識のもと、葬儀という形のサー

ビスを顧客に喜んでもらうように改善してい

こうと考えた。

適正な葬儀費用の明示

従来、葬儀費用は不透明なものであった。

中川社長は、葬儀費用に関する不安や疑問を

取り除く必要があると考え、アーバン社では

「適正価格」の明示を掲げて、費用の算定根

拠を明確に示すようにした。そして顧客に納
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得してもらった上で葬儀を執り行うようにし ている。

○生産性向上に向けての取り組み

都会の葬儀

都会では地方のように地域密着型の葬儀社

が少ない。住民も地域とのつながりが希薄で、

地域との関わりやネットワークを持たないた

め、葬儀社の顧客獲得は容易ではない。

アーバン社は、地域に溶け込むことで、敬

遠されがちな葬儀社のイメージの払拭に努め

ている。地域との繋がりを深め、「地元の葬儀

屋さん」として馴染んでもらおうと、本社の

ある江戸川区の行事にも積極的に参加してい

る。これまで町内会の清掃活動や各種イベン

トに一事業社として参加を重ねてきたことで、

町内に溶け込むことができ、今では地元コミ

ュニティからも「町の葬儀屋さん」として認

識されつつあるという。

「カスタマーサービス課」から「アフタ

ーケア課」まで

アーバン社では、顧客からの依頼がくると、

「カスタマーサービス課」がまず資料の送付、

電話対応、メール対応、対面事前相談に応じ

る。ここで相手の求めていることを推し量り、

その後「施行課」が一連の葬儀を取り仕切っ

ていく。

葬儀後は、「アフターケア課」が事後相談に

乗る。その際、葬儀に対する感想や対応につ

いての評価を聞き取り、以後のサービス改善

に役立てるようにしている。

また、同社の特徴のひとつは、FP（ファイ

ナンシャルプランナー）の資格をもった社員

を擁し、遺族の相談に乗る体制をとっている

ことである。必要に応じて弁護士など専門家

を紹介することもある。これは「残されたご

家族の悲しみ、不安を取り除く手伝いをする

のも葬儀社のサービスである」という同社の

考え方に基づいたサービスである。

葬儀は誰のため？

「ご家族とともに葬儀を作り上げていく」

というのがアーバン社の姿勢である。葬儀に

踊りを採り入れるなどのサプライズ的演出も

奇をてらってのことではなく、家族の意向を

尊重した結果としてのこと。重視するのは家

族の故人に対する思いである。

従来の葬儀社は、宗旨・宗派による取り決

めの確認、祭壇のしつらえ、遺影の準備など、

葬儀はすべてパターン化されている。そのた

め「誰のための葬儀か」という本質にさかの

ぼって顧客と向き合うことがおろそかにされ

ている。中川社長は、その点を改善したかっ

たと語っている。

脱パターン化

葬儀の執行に「イレギュラーケース」はな

いというのがアーバン社の考え方である。な

ぜなら、葬儀はその故人ひとりひとりのため

に行うものであり、基準となるレギュラーそ

のものがないからだ。故人のため、家族のた

めの葬儀を考えれば、自ずと葬儀はオーダー

メイドになっていき、毎回違うのが当たり前。

パターン化などできないというのが同社の考

え方である。

施行課担当者

［テーマの決定］
↓

社内ミーティング
↓

葬儀企画決定
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酷評を恐れず新たなスタイルを提唱

アーバン流の葬儀は最初から受け入れられ

たわけではない。‘故人のため’という考え方

に基づき、故人が好きだった音楽をかけたり、

太鼓や踊りを取り込んだ葬儀を施行したとき、

「こんなのは葬儀じゃない」と酷評されたこ

とも多かった。しかし、新しい葬儀スタイル

を提唱していることがマスコミなどでも取り

上げられるにつれ、酷評と同時に賛同の声が

寄せられるようになった。今、同社に依頼し

てくる顧客は、同社の提唱する新たな葬儀ス

タイルに共感し、同社を信頼して依頼してく

るのである。

顧客の意思を反映させた葬儀を執り行うこ

と、「送ること」のお手伝いをすることが「葬

儀サービス」であるというのが同社の揺るぎ

ない基本スタンスである。

社員教育

アーバン社の「葬儀サービス」の質を高め

るために、同社では社員の研修にとくに力を

入れている。初任者にはロールプレイングを

実施し、話し方、目線の配り方など細かく指

導している。サービス業では「相手がどう感

じるか」を汲み取る能力が問われるため、そ

のスキルを学んでいくように指導するととも

に、想定を超えた要望や状況にもアドリブで

対応できるようトレーニングを繰り返し、葬

儀が毎回‘イレギュラー’であることを体感

させていく。

この徹底した社内研修が、現場での遺族との

やりとりに活かされていくのである。

「共通の意思」が生産性向上につながる

葬儀社の社員というのは、顧客の「感謝」

を直接体感できる仕事であると中川社長はい

う。葬儀とは「故人に感謝を捧げ、故人から

授かったものを次世代につなげていく場であ

る」ととらえ、葬儀社の役割を「命をつなぐ

仕事」であると中川社長は定義する。社員に

もこのことを浸透させ、「命をつなぐ誇り高き

仕事に携わる人間として謙虚な心、感謝の心

を持ち続ける」という共通の意思のもとに「葬

儀サービス」へのモチベーションアップを図

っている。モチベーションアップは、どんな

業種、業態であれ、生産性向上の基本なので

ある。

○今後の展開について

アーバン社が目指すもの

中川社長は「次に目指すのは業界をよくす

ること」と明快に言う。そのためには以下の

３つが必要であると考えている。

①教育（人材育成）

高い志を持った社員がより専門性を発揮で

きるようにするための「人材育成の仕組み」

の確立が業界全体のレベルアップにつながる

としている。

②人材の派遣

人材育成の延長として、「葬儀業界の人材派

遣」のシステムづくりを視野に入れている。

人口減少や後継者問題により、葬儀社が常

勤社員を雇用しなくなるという状況が想定さ

れる。そうなると、経験豊かな葬儀社社員か

ら葬儀施行に必要なノウハウの継承ができな

くなるという問題が生じる。そこで経験豊か

で有能な人材を業界全体の財産として確保し、

個々の葬儀社に派遣するシステムを整備する

ことが必要だと中川社長は考えている。

③業界再編

家業として代々葬儀社を営んできた事業者

の中には、経営の行き詰まりや後継者の不在

など、問題を抱えているところが少なくない。
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中川社長は再生事業としてこれらの事業所の

オペレーション部分を請け負うという新たな

葬儀コンサルティングの展開を考えている。従

来のように１社単位で完結する葬儀社経営で

はなく、業界全体で人材やノウハウを補い合

い、協力し合う仕組みを構築し、新たな展開

に向けて動くことを考えている。同業者のネ

ットワークを構築し、交流を図りながら、業

界全体の生産性を高めていくことを中川社長

は目指している。

関連業者のネットワークの構築

葬儀業界には、葬儀専門の花屋や霊柩搬送

会社といったような専門業者が個々に存在す

る。いわゆる葬儀社は、葬儀そのものを請け

負い、個々の関連業者に発注して葬儀全体を

執行しているが、アーバン社では、このネッ

トワークをより強固なものにするめに再構築

していきたいと考えている。

葬儀社として生産性を向上させるためには、

業界全体の時代を見据え、より効率的な方策

を模索していくことが必要であり、そのこと

が顧客満足度アップにつながる。業界あるい

は関連業者とのネットワークをできるだけ身

軽に、かつきちんとした体制として整えてい

くこと、これが今後のアーバン社の事業展開

の指針である。

（以上）

＜サービス生産性向上のポイント＞

① 社会的な環境の変化を背景に葬儀業という画一的なサービス業の中に、顧客ニーズを反映さ

せた多様な葬儀スタイルを持ち込んだ。

② 従来不透明感のあった葬儀費用に、明確な料金プランを事前提示することで、適正価格での

サービスを提供できるようにした。

③ 顧客の見えないニーズを感じ取れるサービス精神をもった人材を採用するとともに、従業員

のサービス精神を向上させるための研修などの機会を作っている。

④ サービスを提供する場面だけではなく、事前相談からアフターケアまで顧客と直接接する時

間を作ることで信頼を醸成し、顧客の潜在ニーズを引き出す。

⑤ サービスの実施担当者とは別の人材がアフターケアを担当することで、もっとこうして欲し

かったという要望を引き出し、サービス改善に役立てていく。

アーバンフューネスコーポレーション

本社所在地： 東京都江戸川区西葛西 6－12－16

代表取締役社長： 中川 貴之

資本金: 9,600 万円

ハイ・サービス日本 300 選 第１回受賞企業
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電子カルテと連動したベッドサイド端末で医療現場に安心を提供

ヴヴヴァァァイイイタタタススス（（（東東東京京京都都都）））【【【卸卸卸売売売業業業(((医医医療療療機機機器器器)))】】】

医療の情報化は、医療サービス事務の業務の効率化や、医療に関する情報の公開、検査結果・

治療方針に関する医師と患者との情報非対称性の解消などを目的に導入が進められてきた。また、

複数の診療部門に関わる治療が必要な場合、各診療部門に検査、処置、処方を的確に行う必要が

あるが、こうした指示を行うオーダリングシステムや地域内の医療機関間の連携を進める患者個

人の医療情報を共有するためのシステムの普及が進んでいる。

医療情報共有化を進める電子カルテシステムは、現在、1,000 億円以上の市場規模であり、電

子カルテシステムの一部であるオーダリングシステムに限ると、400 床以上の医療機関の約 7割

に普及しているというデータがある。

医療技術が高度化する中で、医療サービスの複雑化が問題となり、業務の効率化と安全確保が

課題となっているが、本事例のヴァイタスは、医療機関の IT 化を支援し、このような課題に対

応するソリューションを提供する医療情報システムの販売を行っている。院内入院患者のマルチ

メディア情報環境を改善するシステムを提案しながら、同時に医療サービスの業務効率化や医療

の質の向上、そして安全確保に役立つ種々のサービスを提供している。

○サービスの概要

ヴァイタスは、創業者の曽根社長が GE 横河

メディカルシステム時代に病院向けに CT や

MRI を営業する中で、病院内部に存在する医

者と患者の間の圧倒的な情報の格差を感じて、

患者向けの情報提供サービスが提供できない

かと考え設立した会社である。ベッドサイド

情報端末を開発し、医療機関に販売するとと

もに納入した情報端末を使ったさまざまなサ

ービスを展開している。

設立は 2004 年で、患者を中心とした医療行

為にかかわるサービスを提供するため、入院

施設のアメニティ向上のためのオンデマンド

でのビデオ配信システムや、インターネット

端末をベッドサイドに設置するサービスを提

供している。また、患者向けの医療情報の提

供支援を行うコンテンツ開発や電子カルテシ

ステムなどを活用した医療の質と安全を高め

るシステムの開発を行っている。

これまで、35 の医療施設に約 5000 台のベ

ッドサイド情報端末を設置してきた。ベッド

サイド情報端末はシンクライアントで構成さ

れ、院内の LAN 環境を用いヴァイタスのサー

バーから各種コンテンツやビデオ配信などが

行われる。

その他、情報端末から物品の注文ができる

ようになっており、売店に行かなくても商品

が届く仕組みを開発し、患者サービスに役立

てている。

サービスコンセプト

ヴァイタスは、安心して医療従事者が働け

る環境づくり、患者のアメニティ向上や医療

行為の質・安全の向上、医者と患者の情報非

対称性の解消を目標に医療サービス・システ

ムを開発・導入している。医療機関へのシス

テムの提案にあたっては、医療従事者がシス

テムを受け入れやすいように、①コスト負担

にならないこと、②システムの導入によりオ

ペレーションの改善につながること、③既存

のシステムが活用できるようであれば、でき

るだけそれを活用してシステムを構築するこ

と――を心がけている。



45

患者と医師との間に圧倒的な情報の格差を

生じさせている一番の要因は、患者の病状に

ついて十分な知識をもっている医師が、患者

にそれを十分に説明する時間を取れないこと

にある。そうしたコミュニケーションの不足

が患者やその家族に不安を感じさせている。

医療機関内に囲われている医療や健康にかか

わる情報を、患者やその家族の手の中に戻す

必要がある。たとえば、医療健康情報を外部

のデータセンターに預けて、どこからでもそ

の情報を引き出せる環境を作れることができ

ないか、そんな思いからヴァイタスの起業が

行われた。

ベッドサイド情報端末の開発のきっかけ

ベッドサイド情報端末の設置アイディアは、

曽根社長がたまたま某テレビ局のスタッフと

出会い、ベッドサイドで、人気テレビドラマ

をビデオ・オン・デマンドで放送できないか

と相談されたことがきっかけで生まれた。既

存の病院には番組データやテレビを貸し出す

業者が存在しており、それが参入障壁となっ

たが、外部のインターネット回線を用い、ビ

デオ・オン・デマンドのシステムを導入した

ことで参入が可能になった。そして、昼間は

番組を放送し、夜間に病院の情報を配信する

といったアウトソーシングのモデルが出来上

がった。もともと、病院内の患者に対する医

療情報環境の改善を目指していた曽根社長に

とって、情報端末の設置は新たなサービス提

供への足掛かりとなった。

システムの作り方

ヴァイタスのビジネスモデルは、さまざま

な経験中で徐々に形成されていった。当初は、

ビデオを流してくれという依頼に対し、ビデ

オを売った代金でコストを賄うモデルでスタ

ートした。しかし何年か後、ビデオだけでは

それほど収益が見込めないため、「アメニティ

ではなく、メディカル寄りにした方がよい」

とコンテンツを改善していった。その際、曽

根社長のこれまでのメディカルの経験が強み

となった。ヴァイタスには、すでにインター

ネットや IT の技術があったため、曽根社長の

アイディアを乗せることで、付加価値を高め

ていくことが可能だった。インターネットの

普及が功を奏し、システムは次第に普及して

いった。

○生産性向上の課題

患者の情報環境を改善するシステム提供

経営環境が厳しくなる中で、医療機関は新

しいシステムをなかなか導入したがらないた

め、新たなシステム投資やランニングコスト

がかからない形のサービス提供が必要になる

と曽根社長は考えた。そのためには、医療従

事者の業務改善につながるシステムを構築す

ることが必要だが、同時に患者満足を高める

ような医療システムの改善も求められる。

ヴァイタスでは、まず、患者のアメニティ

を向上する情報サービスを提供するシステム

を開発した。このシステムを活用し、患者に

医療情報を提供するコンテンツの開発を進め

ている。

医療事故をなくし安心して医療サービス

を提供できる環境の提供

DPC（診断群分類包括評価）による医療費支

払い方法の変化により、医療現場ではクリニ

カルパスによる最小限の医療行為を行う形が

一般的になりつつある。従来型の医療者の裁

量の自由度が少なくなる中で、パス通りに進

んでいかない場合の薬剤投与のチェック、注

射や点滴の処置の対応などが臨機応変に対応
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できなくなるという弊害が生じている。医療

事故を防止し、安全確保をするためにも、電

子カルテと連動した医療行為の自動記録をす

るシステムが必要になる。

○サービス生産性向上の取り組み

患者向けベッドサイド情報端末の導入

単調な入院生活を送る患者に、娯楽コンテ

ンツと医療情報を同時に提供することを可能

にしたのがベッドサイドのマルチメディア情

報端末だ。

ベッドサイド情報端末はレンタルの形をと

り、医療設備導入費で賄える範囲でシステム

導入をする。ヴァイタスはシステムの保守費

用を、設備レンタル会社のレンタル料の一部

から徴収する。患者に提供するコンテンツ費

用は利用料という形で患者から支払われる。

利用料は、テレビ視聴やインターネット閲覧

が 1 日 300 円、映画などのビデオコンテンツ

は 1本 105～450 円、ゲームは 200 円で利用で

きる。支払いは退院時に一括で行われる。電

子カルテへの接続料やそこに至る無線 LAN や

有線 LAN の経費は利用料金に含まれている。

マルチメディアサービスはヴァイタスのポ

ータルサイトから提供され、病院専用のチャ

ンネルによる映像配信や医療情報を提供する

コンテンツなども用意されている。今のとこ

ろは双方向ではなく一方向だが、医療従事者

側の伝言を表示する機能もある。

情報端末には、院内の売店にオーダーを出

すショッピング機能もついている。商品代金

は Edy でも決済できるし、売店の店員が注文

の商品を届けにきたとき、現金で代金を支払

うこともできる。

ヴァイタスでは、患者ニーズに合わせたサ

ービスの提供の仕方を工夫している。

医師からの説明を補完する検査情報や

病状に関わる情報の提供

患者とその家族は、患者に処方されている

薬の副作用や検査情報などに関心があるが、

多忙な看護師や医者から情報提供を受ける機

会が少なくなっている。このような中で、情

報端末を用い、電子カルテと連動させること

で患者の病状に関わる情報や関係する医療情

報を入手できるシステムをヴァイタスでは開

発している。提供する医療情報コンテンツは、

医療機関と共同で開発する。開発したコンテ

ンツは、他の医療機関にも販売をしている。

医療情報提供例としては、身体に障害のあ

る患者がベッドから降りる時の注意事項の説

明映像などを情報端末から流すことで、患者

はそれを見ながら療養生活の過ごし方を学習

するものがある。また、患者に処方されてい

る薬の説明書を表示したり、血圧や体温など

患者の検査データを表示する機能もある。忙

しい看護師や医者を捕まえてあれこれ質問す

るのは気が引けるという患者やその家族も、

端末にログインすれば気兼ねすることなく情

報を得られるようになった。

患者やその家族向けの情報提供などすべて

含めた機能を導入することについて、病院か

らも同意を得ている。ただし患者に提供する

情報は、基礎的なデータだけに限定している。

医療過誤による事故を防止するための

仕組み

ヴァイタスでは、医療安全を高めるために、

薬の投与をリストバンドの認証で行うシステ

ムや、看護師の処置の引継ぎなどが円滑にで

きるシステムを構築している。

最近は、急性期病院を中心に、クリニカル

パスによって治療計画が定められているが、

容体変化に伴う治療変更の伝達に問題が生じ

ることがある。たとえば入院 3 日目で点滴を

変更するという治療パスがあっても、そのと
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き患者に発熱があれば、投入する薬剤の比率

を変える必要が出ることもある。しかし、ス

テーションから患者へ点滴を持ってく間にオ

ーダーが変わっていた場合には、変更の指示

が伝達されない。

ヴァイタスでは、そうしたオーダー変更を

間違いなく実行させるために、処置の直前で

チェックできる仕組みを電子カルテメーカー

と開発している。

具体的には、患者への注射がオーダーで指

示されると、看護師が患者のリストバンドを

システムで読み取り、認証後に処置を行う。

実施内容は、電子カルテに自動的に伝わる仕

組みになっており、誰が誰にいつ何をしたか

という情報が管理されている。

これまでは、病室の家具等に付箋などを張

りつけて「作業完了」などの情報伝達が行わ

れていたが、掃除などではがれてしまうこと

もよくあった。

電子カルテと連動した情報システム化によ

って業務量の大幅な低減が期待される。各ベ

ッドサイドに設置された端末でオーダーチェ

ックが行われるため、看護師がノートパソコ

ンや PDA などの端末を持ち運ぶ必要もなくな

った。

情報セキュリティ、プライバシー保護の

観点

医師や看護師が操作する電子カルテと連動

したシステムと、患者が情報を閲覧できる情

報（自身の健康情報とマルチメディア情報）

を利用するシステムは、ネットワークで切り

分けている。端末は、シンクライアント端末

でハード・ディスクもないため、医療情報を

仮に表示したとしても、データは端末に残ら

ない。医師や看護師が Edv による認証を行う

ことで必要な情報のみにアクセスできる仕組

みになっている。

○サービス生産性向上に向けて

現在開発中のシステム

現在病院が抱えている問題の一つに転倒転

落事故がある。若年でも長期の寝たきり状態

だと足腰が弱り、転倒しやすくなる。高齢者

は、大腿骨、頚部を骨折し、寝たきり状態に

なると事故を起こしやすい。これを防止する

ため、転倒転落事故のアセスメントを行い、

事故への注意を喚起するためのコンテンツを

開発している。

患者の状態に合わせて、転倒防止用のビデ

オも約 60 パターン作成した。それでも危険性

のある患者に対してはセンサーを活用して転

倒を防止する。センサーを用いたモニタリン

グシステムは、足腰の弱った患者の転倒防止

を目的にしたもので、ベッドのフレームにセ

ンサーを取り付け、ベッドから離れるとナー

スコールが鳴る仕組みになっているが、患者

からは特別なシステムには見えない。現在こ

のシステムは実証試験中である。

サービス普及の考え方

ヴァイタスの基本方針は、不要なインフラ

を病院に導入させないことである。現状の仕

組みでできることはそれを活用する。たとえ

ば通常の売店で、ネットワークはなくパソコ

ンもなく、ファックスしかない場合は、ファ

ックスサーバーで変換して注文する仕組みを

作る。PHS があればそれを活用してメールで

クリーニングの依頼を知らせたりする。新た

なコストはかけず、すでにあるインフラを活

用してできるサービスを提供するのが基本的

な考え方である。

ヴァイタスでは、患者が何を望んでいるか

を考えて新しいサービスを考える。今後取り

組みたいことの一つに、病気の経験者に経験

談を語ってもらいそれをコンテンツ化するこ
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とを挙げている。薬を処方する時に、患者は

喉が渇くことがあると先生に教えられたとし

ても、それがどのように渇くものなのかは教

えられていない。そうした場合に経験談が非

常に役立つからだ。

システムを構築するにあたって

システム化にはマニュアル化や標準化が必

要である。しかしながら、日々状況が変わる

医療サービス分野では、医師や看護師の経験

や、そこで獲得されたノウハウが重要な役割

を果たす。紙のマニュアルを配布されても 1

年に 1 回しか改訂されないのでは、有効に機

能しない。リアルタイムで更新されたマニュ

アルを見ながら、「このようなケースの時はこ

う対処する」というやり方が提示できれば、

現場の医療関係者にも益が大きい。さらに患

者がマニュアルを閲覧できるようにすれば、

患者の安心にもつながる。

そういう発想からヴァイタスではシステム

構築を行っている。

B to B 型ビジネスの課題

B to B 型のビジネスは、自社の生産性向上

だけではなく、顧客側の生産性向上を含めて

トータルな要素を考えていかなくてはならな

い。生産性向上に向け、医療サービスの質の

改善を新しく提案し続けていくことが求めら

れる。ヴァイタスでは、ベンチャーという特

性を活かしながら、機動的にアイディアを提

案していく構えを持っている。そのため、継

ぎ足しの形でサービスを付加していくことに

なるが、ときには整合性がとれなくなってく

ることもある。その時は必ず一度立ち止まり、

少し前に戻ってサービスを作りなおす。そう

でないとサービスの品質やコストに後々響い

てくるものだと考えている。

また B to B では、他の企業と連携がとく

に重要であると考えている。連携によってい

ろいろなノウハウを受け入れながら医療の現

場で起こるさまざまなケースに対してソリュ

ーションを提供していく、というのがヴァイ

タスの考え方だ。

医療の効率化に向けて

病院業務は普通の企業と比べられないほど

非常に複雑である。その分、一般企業よりも

システムをうまく活用できれば、より多くの

業務の効率化できる可能性がある。問題は、

医師が新しいシステムに抵抗しないように、

うまく導入していくことである。

ヴァイタスは、今後の方向性として、病院

の効率化という観点から院内の医療資材の物

流支援システムを開発し、コスト削減と医療

安全の両立化に向けて新たな支援サービスが

できないかを模索している。

（以上）
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＜サービス生産性向上のポイント＞

① さまざまな医療機関と付き合う中で、医療機関の現状と課題を把握し、医療業務をどうのよ

うに効率化することができるか、患者にとってどのようなサービスが有用かを判断しならが

サービスの企画立案を行っている。

② 医療分野は参入が難しい分野であるため、実績と信頼が重要になる。これまでの医療機関と

の共同開発の経験がヴァイタスの競争力となっている。

③ 医療現場は、一般社会に比べてシステム化が大分遅れているため、これからいろいろなシス

テムを提案し、開発していく余地がある。

④ 医療機関にシステムを導入する場合、医療従事者がシステム導入に抵抗を持たないよう、医

療サービスに支障を来たさないシステムを導入すること、医療サービスの質の向上と効率性

を高めるシステムを提案すること、患者に直接課金するような形で、医療機関にシステム運

営費の負担がないような仕組みにすること、などを検討していく必要がある。

株式会社ヴァイタス

本社所在地： 東京都文京区本郷 2－17－17 井門本郷ビル 4 階

代表取締役社長： 曽根 伸二

資本金： 2億 5,749 万 9000 円、社員数： 11 名

ハイ・サービス日本 300 選 第２回受賞企業
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尊厳に満ちた最晩年を過ごせる生活環境を提供

青青青梅梅梅慶慶慶友友友病病病院院院（（（東東東京京京都都都）））【【【高高高齢齢齢者者者専専専門門門病病病院院院】】】

1980 年に開設された青梅慶友病院は、超高齢者を対象にした入院施設である。入院時の平

均年齢は 84.8 歳で、平均在院期間は 3年余り。入院者総数のおよそ 3 分の 1 が毎年入れ替わる。

また、中・高度の認知症が全入院者数の 8 割以上を占める。

同病院は、一般の医療施設とは異なり、病気を治療して退院に向かわせることはしていない。

余命の短い超高齢の入院者に対して、治療や検査は負担にならない程度にとどめ、日々豊かに過

ごせるようにサポートをしながら、穏やかで尊厳に満ちた晩年を送れるようにすることを第一に

考えたサービスを展開している。それゆえに青梅慶友病院では入院者だけではなくその家族を重

要な顧客であると考え、入院者の生活とその家族との関係を尊重したサービスを提供しており、

医療と介護はそれを補助するものと位置づけている。

青梅慶友病院は、理事長の大塚宣夫氏が「年老いた自分の親を安心して託すことのできる施設

を作る」ために創立した。そのために、従来の病院施設とは異なるさまざまな工夫をこらし、職

員へのサービス教育も徹底している。入院を希望する高齢者とその家族には、同院の理念を十分

説明し、賛同を得た場合に限り入院を受け入れることにしている。

○サービスの概要

概要とサービスコンセプト

大塚宣夫氏が青梅慶友病院の設立をするに

至ったきっかけは、友人の母親の入院先探し

を手伝ったことにあった。「暗い、汚い、臭い」

といった当時の老人病院をみて、大塚氏（理

事長）は「とても自分の親を託せる場所では

ない」と思い、自らの親を託せる病院として

同病院の設立を考えた。

高齢者の最晩年は必ず誰かの手を借りるこ

とになる。これまでの老人病院は、そうした

最晩年の高齢者の人間らしい生活を犠牲にし

て、医療サービスを施してきた。そこで、最

晩年を迎える人が「いかに豊かに、その人ら

しく過ごすことができるか」に焦点を当てて、

高齢者に対し、「日頃の生活の延長として過ご

せる場所を提供していく」というのが青梅慶

友病院のコンセプトである。

とはいえ、高齢の入院者は持病を抱えてい

ることが多いため、それに対して医療的な処

置ができないと悲惨な最期になってしまう。

医療サービスは、入院者の最晩年の不都合を

解決する手段の一つとして提供するというの

が青梅慶友病院の形である。

施設規模と入院者の構成

青梅慶友病院は高齢者を専門に入院させる

施設で、一般診療は行っていない。病床数 736

床（うち医療保険病床 239 床、介護保険病床

497 床）であり、職員 745 名の施設である。

入院者の 9 割以上が認知症の症状を持ち、

中・高度の認知症が 8 割以上を占める。取材

日時点での入院者総数は 668 名で、80 歳以上

87．3%、90 歳以上が 41．3%、100 歳以上が 3%

（20 名）という構成であった。

2005年に京王よみうりランドに超高齢者専

用の病院、「よみうりランド慶友病院」（約 240
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床）を設立したことで、一時は 800 床程あっ

た青梅の病床数に余裕ができた。基本的なサ

ービス概念は全く同じだが、よみうりランド

慶友病院は都心に近いため、施設利用の価格

帯は青梅慶友病院より高めである。

青梅慶友病院のサービス利用料金は、個室、

2 人部屋、4人部屋に応じて、医療・介護保険

対象サービスに保険外サービス料を加え、一

括で支払う方式をとっている。

入院者の特徴

青梅慶友病院の入院者の生活動作状態を見てみ

ると、およそ 3 割が常時寝たままの状態にあ

る。介護を必要とせずに自力で食事ができる

入院者は約 4 割、衣類の着脱に全面介助が必

要な入院者は 7 割弱、常にオムツを使用する

状態にある入院者が 8 割弱という構成になっ

ている。入院者の 9 割は認知症で、自宅で一

人では生活することができないという。

入院時の平均年齢は 84.8 歳。退院（死亡）

時の平均年齢が 87.8 歳であり、年間死亡退院

者数約 250 名、入院者総数の 3 分の 1 が毎年

入れ替わる形になっている。

平均在居期間は 3年 4 カ月程度だが、10 年

にわたる長期入院者もいる一方で、入院後、

数週間で亡くなる人もいる。

入院者の来院ルートは、友人の紹介や親戚

からの紹介というケースがほとんどであり、

親子二代にわたって入院することもある。

入院前の生活状況を見ると、医療機関から

の転院が約半数、自宅から入院されるケース

が全体の 4 割程度、福祉施設から移るケース

が 1割程ほどある。

青梅慶友病院の入院者への接し方

青梅慶友病院は、疾患を治療して回復させ、

退院に向かわせることを目的とした医療施設

ではない。余命の短い超高齢者を対象にして

おり、治療や検査は入院者の負担にならない

程度の最低限のものに限定し、入院者が豊か

な一日を過ごせるようにサポートをしながら、

穏やかで尊厳にみちた晩年を送れるようにす

ることを目的としている。

退院を目指している入院者は少なく、青梅

慶友病院で最期を迎えることが多い。最期を

自宅で過ごすことを望む入院者もいるが、積

極的な治癒を望む患者は受け入れていない。

リハビリも治癒や健康状態の改善を目的と

するものではなく、入院者の負担にならない

範囲で、生活機能を維持するために最小限の

ものを提供する。

生活者を第一に考える医療サービス

青梅慶友病院では、顧客となる対象を入院

者とその家族であると考えている。「入院者と

家族に幸せになってもらうこと」をサービス

の価値としており、入院者の家族が気軽に見

舞えるよう、身一つで宿泊できる施設を整備

した。さらに、同行者が時間をつぶせるよう、

公園やゴルフ練習施設なども用意している。

究極のサービスを実現するために、組織体

制の重点を医療に第一に置くのではなく、第

一に入院者の生活、次に介護、そして医療と

なるようにしている。職員の採用にあたって

も、医療や介護の経験や知識、スキルの有無

よりも、慶友病院の理念への賛同とサービス

精神があるかどうかを重視している。

○生産性向上の課題

職員の採用と職員の自発性を活かした

組織づくり

「新しい医療、介護、生活、文化の仕組みを

作り、高齢者の質の向上に貢献する」という

経営方針を実現するために、組織体制を構築

し、経営方針を理解した職員が自発的にそれ

を実現するために行動できる環境を整備する

必要がある。
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対象としている入院者へのサービス

同院は、入院者とその家族の生活にとって

最善の環境を提供することがサービス価値に

つながる。それはときに健常者の常識と異な

る場合もある。

たとえば、認知症は「症状が進まなければ

良い」と一般には考えられているが、本人に

とって一番つらいのは症状が軽い時である。

ある程度症状が進んでしまった方が本人はみ

じめな思いをせずに幸せなケースもある。そ

うした症状の個々の患者とその家族には、ど

のようなサービスが求められるのか、それを

的確に捉えることが課題になっている。

○サービス生産性向上の取り組み

青梅慶友病院は、家族が自分の親を安心し

て預けられる病院づくりを目指している。そ

のための入院者との接し方、家族との接し方、

病院施設、従業員のサービス精神の作り方を

独自に工夫している。青梅慶友病院の理念が

提供するサービスのもっとも重要な価値であ

り、その理念を作るサービスづくりをしてい

る。

青梅慶友病院の理念を理解する入院者の

引き受け

青梅慶友病院が考える “大往生”とは、①

十分長く生きること、②周りの方に惜しまれ

て亡くなること、③穏やかで静かな最期を迎

えること、④関わったすべての人に“良き余

韻”があることの四つの条件としている。現

在の医療の現状は、少しでも生命を永らえる

ことを重視するあまり、青梅慶友病院が考え

るこの四つの条件③を配慮することが難しく

なっている。チューブや呼吸器などをつない

で迎える最期は、青梅慶友病院では“良い最

期”と考えていない。そのため最後に呼吸器

をつけることを希望される患者は青梅慶友病

院では引き受けていない。

これらの方針を守るためにも、同院では、

入院を希望する入院者とその家族に青梅慶友

病院の医療サービスに関する基本的な考え

方・理念を十分説明し、それに賛同する本人

あるいは家族の同意のもとで高齢者を受け入

れるようにしている。

生活者として接する

青梅慶友病院では、入院者を介助するスタ

ッフに対して、ヘルパーなどの公的資格の取

得を義務付けてはいない。それぞれのスタッ

フが「入院者が何を望んでいるか」を考えサ

ービスを提供している。病棟ごとに「生活活

性化員」と呼ばれる若い「体育会系男子」ス

タッフが配属され、入院者の食事、起居、排

泄、入浴などの介助を行っている。

入院者は、起床すると病院着ではなく私服

に着替える。私服はスタッフがその人にあっ

たものを買って支給する。スタッフは入院者

に対して、病人としての位置付けではなく、

生活者としての位置付けで接する。それによ

って入院者の「人間らしい生活」が可能にな

り、家族も安心して高齢者を託すことができ

る。

入院者と接する時間を多くする

病院は担当者交代時に業務引き継ぎのため

「申し送り」をするが、青梅慶友病院ではそ

の時間をなるべく短くしている。申し送りに

かけている時間をできるだけ入院者のケアに

充てたいと考えるからである。同院では、ス

タッフが入院者に寄り添うことを大切にし、

重要なポイント以外は、口頭での申し送りで

はなくノートなどに記録することで情報を共
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有している。

入院者をできるだけ拘束しないサービス

「できるだけ入院者を拘束しない」という

のも青梅慶友病院の特徴である。「勤務時間

の都合で 16 時に夕食の配膳をする」という医

療機関もあるが、同院では施設の都合を優先

することはない。給食はフードサービス部の

職員が対応し、バラエティに富んだメニュー

を用意する。入院者個々のニーズにあった食

事を提供しているが、特別に療養食を出すこ

とはない。家族が自ら材料を持ち込んで院内

で簡単な調理をして出すこともあるし、入院

者の飲酒も基本的には可能にしている。

起床・就寝時間にもとくに決まりはない。

着替えの時間や消灯の時間は決まっているが、

夜中に病床を出て院内を動き回る入院者に対

して特別な注意は与えない。リハビリテーシ

ョンも強制はせずに、QOL を高める身体機能

維持のために最低限の指導は行うが、入院者

がそれを楽しみの一つとして取り組むように

促していく。

入院者の生活を豊かにすることによって、

本人はもちろん、入院者の家族の気持ちも豊

かになる。入院者個人の意向や意志を尊重し

たサービスは、手間も人手もかかるが、この

ような取り組みが家族への満足度を高め、同

院のサービス価値の向上につながっている。

現場の自律性に任せたサービス提供体制

青梅慶友病院では、現場に主体性を与える

ために、現場スタッフに権限を与えている。

具体的には、14 の病棟の看護師長に予算（毎

月約 100 万円）を配分し、一定の範囲でサー

ビス提供内容に裁量を持たせている。

これにより現場の各部署が自らの工夫でサ

ービスの向上に努めるようになり、入院者の

生活全般に対して責任を持つようになった。

入院者と家族の関係性を重視

入院者と家族が一緒にいる時間を大切にす

るため、面会時間の制限をなくし、入院者と

家族の憩いの施設を設けた。また、入院者と

家族がともに参加できる食事会やコンサート

などのイベントを開催している。

職員の離職率を少なくするために

青梅慶友病院の職員待遇は、他の平均的な

病院よりも良いことから従業員の離職率は低

い。同院では「幸せな人でなければ、他人を

幸せにすることができない」という考えに基

づき、従業員の満足度の向上を図ることによ

ってサービスの質の向上を目指している。

従業員満足（ES）の向上を実現するために、

一般的な病院の平均よりも高い給与を支給し、

残業もできるだけさせない。また、有給休暇

を100%消化できるように十分なスタッフ数を

確保した上で、スタッフ間で円滑な業務の引

き継ぎができる体制をとっている。

職員の採用方法

青梅慶友病院では、同院の経営理念を実現

する人材の獲得に力を入れている。同院の方

針に賛同する人材を採用することは言うまで

もないが、採用基準としては、同院の求める

人材としての適性があるかどうかが重要なポ

イントとなるため、「サービスマインドを持

っているか」「コミュニケーション能力は高

いか」といった点を判断する。

具体的には、面接時の表情や、院内を案内

した時の応募者の発言が採用に大きく影響す

る。介護職としての経験や資格の有無はあま

り重視していないため、前職で全く異なる業

種（他のサービス業）に従事していた人が採

用されるケースも多い。
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人事評価制度での職員のモチベーション

向上

サービスの質を高めるためにも、従業員の

職場での満足の向上が欠かせない。従業員が

チームで相互にカバーしあいながら仕事を進

められる環境を作ること、そのための人事評

価制度や労働環境を提供し、職員の離職率を

最低限にすることが必要である。

青梅慶友病院では、「全員評価システム」

による人事評価を導入している。全スタッフ

が自分以外のスタッフを相互に 5 段階で評価

するもので、質の高いサービスの提供や、チ

ーム内での協調がうまくできていないスタッ

フは評価が低くなる仕組みである。全職員か

らの評価結果は各職員に渡している。評価基

準は、「一緒に働く人としてどうか」に重点が

置かれ、看護技術や介護技術などのスキル評

価よりもグループで働く上での協調性が重視

される。

管理職同士の評価も相互に無記名で実施し

ており、現場職員の視点からの評価を重視し

ている。なお、評価内容は理事長および副理

事長が確認している。

研修の方法

青梅慶友病院では、理念教育や医療者とし

ての技術研修を行う研修プログラムの他に、

職員懇談会を開催している。これは、同院の

職員が理事長、副理事長と直接話す機会であ

り、毎回 30 名ほどが参加するという。職員懇

談会では、理事長・副理事長が「病院が抱え

ている課題」「病院が考えていること」などを

率直に職員に伝えると同時に、職員からも「困

っていること」「病院に対して思っているこ

と」を聞くことで相互コミュニケーションを

図る。職員懇談会は職員との意思疎通の場と

して大きな役割を担っている。

○サービス生産性向上に向けて

青梅慶友病院では、顧客ニーズをサービス

内容へ反映させる仕組みのあり方を工夫して

いる。職員自らが改善点を考える機会を作り、

自発的にサービスが改善されるようにしてい

る。また、サービスの質が維持できる適正規

模を考えながら、事業の規模はあまり拡大せ

ず、質の高いサービスを提供しつづけられる

環境づくりを目指している。

顧客ニーズの反映の仕方

同院では、顧客ニーズを反映するために定

期的にアンケート調査を実施している他、投

書箱を設置している。投書内容には、理事長・

副理事長がすべて目を通し、すべての投書内

容に回答している。また、重要な意見があれ

ば、それに対する対応方針を全スタッフに示

す。すべての意見を鵜呑みにせずに調査が必

要なものは追加調査を行うこともある。

また、スタッフからサービス改善提案を出

してもらうために「5 行提案」という制度を

設けている。これは改善提案を 5 行にまとめ

て提出させるもので、スタッフに業務改善を

考えさせることがスタッフの自発的なサービ

ス向上意識の醸成につながっている。

この他、懇親パーティなどを積極的に開催

し、入院者の家族との接点を作って話を聞く

ことで家族のニーズを把握し、さらなるサー

ビス向上に反映させている。

病院の適正規模

青梅慶友病院では、現在の病床数が適正規

模だと考えている。今後拡大する考えはない

という。その理由の一つは、規模を大きくす

るとサービスのクオリティを維持するのが困

難になるからである。経営者と職員の距離が

近いことが重要であり、ひとりひとりの職員
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の名前が覚えられる範囲、目の届く範囲の組

織規模が望ましいという。職員とのコミュニ

ケーションがとれなくては、質の高いサービ

スを提供できないとしている。

もう一つの理由は、人材確保の難しさにあ

る。青梅慶友病院が要求する質のいいサービ

スを提供できる人材を確保することは容易で

はないため、病床数の拡大は現実的ではない

とする。むしろ事業の規模を絞ることによっ

て、より質の高いサービスが展開できるので

はないかとの見方もある。

価格競争よりも質の向上による競争

一定の質のサービスを提供するには、職員

のモチベーションを高めるためにも一定水準

の収益が見込める価格でサービスを提供する

必要がある。価格を下げて利用者を増やして

も、利益は伴わない。青梅慶友病院では、価

格競争ではなくサービスの質での競争してい

るため、サービスの安売りはせず、経営理念

にあった質の向上を目指していくとしている。

（以上）

＜サービス生産性向上のポイント＞

① 一般の医療機関とは異なり、入院者の生活を第一にしたサービスを提供し、介護と医療は

それを補助するもの位置づけている。入院者の負担になるような無理な治療行為や検査は

行わない。

② 顧客を「入院者とその家族」と位置付け、入院者とその家族が幸せになることが提供する

サービスの価値と位置付けている。

③ 老人病院にありがちな、“汚い”、“暗い”、“臭い”病院のイメージ払拭に心がけたことで、

患者の生活環境が改善され、家族は安心して家族を入院させることができるようになり、

スタッフにとっても職場環境が改善されて働きやすい環境になった。

④ 病棟ごとに予算と権限を与え、担当患者へのサービスの提供の仕方をチームで工夫してい

る。

⑤ 人事評価に全員評価制度を導入し、医療行為ではなく、入院者へのサービスの気配り、チ

ームへの協力の姿勢などを評価している。周囲が常に見ていることがサービスの質の向上

につながっている。

⑥ 入院者とその家族からの意見は投書箱と定期的に実施されるアンケート調査で収集し、収

集された意見を幹部が選別し、改善点を個別に指示する。

スタッフに定期的に改善提案を出すようにさせ、スタッフ自らがサービスの質の向上

を考える機会を与えている。

医療法人社団慶成会 青梅慶友病院

本社所在地： 東京都青梅市大門 1-681

理事長： 大塚 宣夫（2010 年 4 月 1日付会長就任予定）

ハイ・サービス日本 300 選 第４回受賞企業
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観光スポットを結ぶまちづくりを契機に自社事業を再建・拡張

小小小布布布施施施堂堂堂グググルルルーーープププ(((長長長野野野県県県)))【【【製製製造造造・・・販販販売売売・・・サササーーービビビススス業業業】】】

長野県北部の長野盆地に位置する小布施町は、リンゴ、栗、ブドウなどの農業を中心産業とす

る人口1万2千人の小さな町である。にもかかわらず、年間に訪れる観光客は110万人にも上る。

晩年を当地で過ごした葛飾北斎の作品を展示する「北斎館」の集客力もさることながら、この町

が観光客を引きつける理由は、まちなみの美しさにある。栗の木を敷きつめた歩道、蔵づくりの

建造物が残る景観、そして観光客を迎えるオープンガーデン。このように、歩いて楽しいまちな

みを目指して小布施町は 8年の長きにわたって整備に取り組んできた。その際、中心的役割を果

たしたのが小布施で代々造り酒屋と栗菓子製造を営んできた小布施堂グループである。小布施堂

グループは、景観整備事業を通じて自社グループのプレゼンスを高め、歴史と伝統に裏打ちされ

た自社ブランドのイメージを構築することに成功している。

○サービスの概要

小布施堂の歴史

小布施堂は、1877（明治 10）に創業された

菓子の製造販売店である。この和菓子業は、

1775（宝暦 5）年創業の「桝一市村酒造場」

を代々営む一族によって創業された。主力は

小布施の名産である栗を使った栗菓子である。

老舗企業には歴史的逸話が多くあるもので、

幕末の豪商にして晩年の葛飾北斎を小布施に

招聘した文人・高井鴻山(1806～1883 年)は、

同社の市村次夫社長の祖先であり、「桝一」の

12 代当主でもある。

「桝一」の 17 代当主、市村次夫氏は大学卒

業後、都内のメーカーに勤めていたが、実父

である先代の社長・郁夫氏の急逝にともない

1980 年、31 歳で小布施堂と、桝一市村酒造場

の社長に就任。次夫氏のいとこである市村良

三氏も 79 年に東京から小布施に戻り、小布施

堂の副社長として次夫氏を補佐した。

町の名士である市村家は政治の分野でも活

躍している。先代社長であった郁夫氏は 1969

年から小布施町長を務めており、1976 年に開

館した「北斎館」の立役者で、同館の初代理

事長も務めた。次夫氏のパートナーであった

市村良三氏は、現在小布施町長（2008 年に再

選）である。

サービス提供分野

「小布施堂」の中核事業は、栗菓子の製造・

卸・小売で、レストラン３店、バー１店、そ

して「桝一客殿」という宿泊施設（客室 12 室）

１軒の経営も行っている。「桝一市村酒造場」

はその名のとおり、日本酒の製造販売業が中

心である。飲食店への展開は、食品製造の周

辺事業という流れであり、夕食時のレストラ

ンで日本酒を楽しむ飲食客が、飲酒・飲食後

にくつろぎの夜を過ごせるようにとの考えか

ら宿泊施設の運営も始めた。

グループ会社である「株式会社文化事業部」

は 2004 年に設立されているが、これはもとも

と 1984 年から小布施堂が社内の事業部とし

て携わっていた「地域の文化事業支援のため

の企画・運営業務」を分社化した形である。

事業規模については「現状の小布施堂の売

上は 14～15 億円」としている。
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○生産性向上の課題

小布施堂小売店舗の営業

市村次夫氏が経営を継いだ 1980 年、小布施

堂の栗菓子製造販売は、小布施の老舗菓子店

としてはトップとまではいかなくても、都市

部のデパートなどを主な顧客とした卸販売で

売上は安定的に推移していた。しかし小売店

舗を持っていないことで地元での存在感が薄

く、これを解消するためにも小売店の店舗展

開が必要となった。

従業員の意識改革

小布施堂も桝一も歴史ある企業であり、急

速な変化を好まない傾向がみられた。とくに

桝一は伝統的価値を重んじる酒造業であるこ

とから変化を好まない傾向がある。同社は赤

字企業であり、財務の改善が市村次夫社長の

課題であった。そこで業績改善のために必要

となるさまざまな改革と、それに対する従業

員の心理的抵抗をうまくバランスさせる必要

があった。

○サービス生産性向上の取り組み

8 年の歳月をかけた景観づくり

小布施堂グループの成長とその事業を考え

るとき、小布施でのまちなみ景観整備事業を

抜きに語ることはできない。

小布施堂の裏手にある高井邸の隠宅を高井

鴻山記念館にしようという計画が小布施町に

持ち上がったのは、次夫氏と良三氏が小布施

に U ターンしてからほどない 1981 年のこと。

さらにこの計画は記念館から「北斎館」まで

回遊ルートを設け、観光客向けに周囲を整備

する意向であることを次夫社長と良三副社長

（当時）はキャッチした。このとき、まちな

み整備事業を活かして自社の小売店舗を作れ

ないかと考えた。

そこで小布施堂は、このルートを含む約

120m 四方を、景観に配慮した魅力ある一角に

しようと提案し、町と地権者との調整を努め

る。もちろん、その地域での店舗を睨んでの

ことである。整備には、移転が必要になる権

利者との話し合いが必要になる。この会合は

地権者である小布施町と「長野信用金庫」、「小

布施堂」と個人宅 2 軒の五者の参加が必要な

ことから「五者会議」と名付けられた。会議

は1984年からの2年間で100回以上にもおよ

び、そこに「北斎館」を手掛けた建築家がコ

ーディネータとして加わり、基本計画を定め

た。この大胆な取り組みは、オーナー企業だ

からこそできたものだと市村社長は述懐して

いる。

空間を構築するにあたって決めたことは、

土蔵などの古い建物を残すこと、新築する建

物は切り妻屋根の木造にすること、遊歩道に

は栗の木を使うこと。おりしも世の中は後に

バブルと呼ばれる時代に向かっており、再開

発という名の環境・景観破壊が各地で進んで

いたが、小布施ではこの事業を「再開発」と

は言わずに「修景事業」と呼んでいる。

後にこの修景事業が注目を浴びたのは、土

地の売買をせずに等価交換、あるいは賃貸で

転居手続きを進めていき、誰も先祖伝来の土

地を手放すことなく目的を達した点である。

1984～1992年までかけて行われた修景観事

業によって景観が保護・配慮された区画がで

きたことで、町の住人が景観の持つ価値を再

認識し、新たな建築物を建てる際に景観に配

慮するようになった。「整備された空間に小売

店舗を出店したい」という小布施堂の思いが

町の意識までを変えたのである。
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空間全体で個々の事業の付加価値を

高める

構想から 30 年以上の年月を費やして整備

されたこの空間は、当初の計画であった小売

店舗を含む小布施堂と同グループの本拠地で

ある。この一帯を同グループでは「味わい空

間」と称して、小布施堂本店、桝一市村酒造

本店を核に、レストラン、バー、宿泊施設を

開業していった。建物はもちろん、周囲の景

観との調和を第一に考え、たとえば 2007 年に

開業した宿泊施設の「桝一客殿」は江戸時代

の土蔵などを移築した建造物である。小布施

は扇状地で一定方向に傾いているが、小布施

堂本店が高い場所に位置している。そこで建

築物を造るときは地形の高低差を意識したと

いう。

このように点在する観光スポットを、散策

にふさわしい道と鑑賞価値のある建造物とい

う面でつないだことで観光客数は増加し、現

在では人口1万2千人の小布施町に年間約110

万人が訪れるまでになっている。

とはいえ観光客のほとんどは小布施に日中

の数時間滞在するだけであり、レストランの

夜の営業は生産性が低い。しかし夜の営業を

続けることで地元での小布施堂のプレゼンス

が高まり、交流も深まる。このように各事業

単体ではなく、トータルとしての生産性から

事業展開を考えているのが小布施堂の特徴で

ある。

「本来、商売は漁影の濃いところでやるの

が鉄則で、小布施堂のように 1 カ所に留まっ

て商売をするのは邪道かもしれないが、酒蔵

のあるこの場所が生産地であり、原点だ。こ

こを拠点にして、時代にあう業態でビジネス

を展開していく」と市村次夫社長は話す。

セクション間の従業員融通による生産性

の向上

小布施堂は景観優先で製造部門を設けたた

め、工場の労働生産性は決して効率的である

とはいえない。栗菓子工場は地 1 階と地上 2

階に分割されており、通常の食品工場のよう

に平屋建てに比べて使いにくい。一方で「味

わい空間」にグループ機能が集約されている

メリットもある。小布施堂の従業員は工場専

任というわけではなく、繁閑に応じてレスト

ランやバーなどでの仕事にも従事する形をと

っており、その点で各店舗、事業所が集中し

ていることは時間効率が良いといえる。

「小布施堂」と「桝一市村酒造場」という

別法人をまたいだ従業員の融通もある。市村

社長は「レストランで働く人も時季が来れば

一部ではあるが酒蔵で働く。するとレストラ

ンの従業員でも日本酒をお客様に薦めるとき

の迫力がまったく違ってくる。単純に１人当

たりの生産性が上がるとは言えないが、全体

的な生産性が上がっているのではないかと思

う」と述べている。

中途入社の社員の中には、「なぜトラックが

横付けできない効率の悪い工場を建てたの

か」と疑問を抱く人もいるが、ここ 5～6年は

小布施堂の評判を聞いて同社で働きたいと U

ターンしてくる若い従業員が増えており、修

景事業のプラスは採用面にも現れている。経

営者の理念に共感し、その事業を推進するこ

とに誇りを持つ従業員を「経営者の支持者」

と呼ぶならば、従業員の「支持率」を上げる

ことが企業にとっては重要である。

カミングス氏の存在

小布施堂グループが耳目を集める大きな要

因はセーラ・マリ・カミングス氏の存在にあ

る。1994 年から縁あって小布施堂で働くこと

になったカミングス氏は、小布施堂で文化事

業の推進を任されることになり、国際北斎会

議の招致契約を成功させるなど活躍をみせた。

（この事業は現在「株式会社文化事業部」が

担当）。入社 2 年後には「きき酒師」の認定資

格を取得し、「桝一」の再建に取り組む。小布

施堂の肝煎りで行った修景事業の後にもかか

わらず、このとき「桝一」は、年間売上 1 億

円に対し 2千万円の赤字を出していた。
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桝一の業務改善に関して、カミングス氏の

主張はときに社長とも対立した。オリジナル

日本酒のプロモーションの場とするために最

小限度の投資で酒蔵を改装し、レストランを

開業しようとしていた市村社長に対してカミ

ングス氏は先行投資が大きくても本格的なレ

ストランを開業すべきだと主張したことがあ

った。結果、カミングス氏の主張が受け入れ

られ、同氏は香港在住のアメリカ人著名デザ

イナーにわたりをつけて設計を依頼、レスト

ラン「蔵部」を開業させたという経緯もある。

その後も、昔ながらの木桶仕込みの日本酒を

復活させるなど積極的に動き、桝一は赤字経

営を脱している。カミングス氏は、桝一、文

化事業部の代表取締役でもある。

市村社長はカミングス氏の重用について

「厳しい経営状況の桝一だからできたことで、

経営が順調に推移していた小布施堂で同じこ

とをしていたら抵抗がもっと強かったかもし

れない。同時に外国人であったことがうまく

作用したと思う。もし同等の能力を持った日

本人だったら同じように出来たかどうかもわ

からない」と桝一再建までの軌跡を振り返る。

カミングス氏の実力もさることながら、「青

い目の女性きき酒師」としての活躍はマスコ

ミで頻繁に取り上げられており、その広告効

果は企業規模に比べてはるかに大きい。

○サービス生産性向上に向けて

桝一の可能性と効率的な人員配置

桝一の赤字解消に大きく貢献したのは、1

本（750ml）1 万円の木桶仕込みの日本酒をは

じめとする高価格オリジナル酒である。市村

社長は、小布施堂グループの事業の中でも、

「質の良い酒での勝負」を経営テーマに上げ

ている。「この世界では、一般に評価が上がり

プレミアムが付くようになっても、利益の多

くは流通が取っている。単純に酒蔵からの出

荷価格、酒蔵の利益が高くなるわけではない。

このプレミアム部分を酒蔵が取っていく必要

がある」とし、それによっていろいろな展開

が望めるとしている。

直近の「桝一市村酒造場」の売上について

は言明を避けたものの、「桝一の酒蔵の生産能

力は、最大で年間 40,000ｌなので、売上ベー

スで 4～5億円、利益 4～5千万が理想である」

と社長は回答している。この収益率であれば

現在小布施堂の事業となっているレストラン、

バー、ホテルも桝一の事業として展開でき、

ほかにも「いろいろなこと」が可能になると

いう。

今後、効率化を図る上でリアルタイムの情

報を得るために IT 化を進めていく意向であ

る。前述のように小布施堂グループでは、時

間によってあるいは時季によって従業員の人

員配置が変わる。極端な話、1人の従業員が 1

日のうちに菓子販売、酒蔵、レストランと 3

度持ち場を変えることで労働生産性が高まる

とすれば、それを円滑に進めるための支援ツ

ールが必要になるということである。

また従業員の雇用の長期化も進めていく。

小布施堂の定年は 60 歳だが、実際は 65 歳ま

で雇用しているケースが多い。これをさらに

長期化し「目標を持たせることによって、で

きれば 80 歳まで働いてもらうようにする」と

している。これによって従業員のみならず地

域の同社の対する「支持率」が上がり、小布

施が活気ある高齢者の町になれば、市村社長

はこの分野でも先駆者になるだろう。

「商売の成り立つ」町へ

市村社長の懸念と期待は、グループ企業を

離れて地域商業全体に広がっている。景観と

歴史を重視したまちづくりが奏功し、観光客

が増えている小布施町には蕎麦専門店や洋菓
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子店を中心に飲食店が増えてきた。しかし小

布施はまだ「商売が成り立つ町」ではないと

市村社長はみている。小布施という町をます

ます魅力あるものにするためには、衣食住す

べての分野で個性的な店が揃う必要がある。

そのためには、消費者情報を的確に把握する

ことが重要になる。「売れる」と言われている

ものは流通業者が「売りやすい」と言う意味

で使っているに過ぎず、真の消費者のニーズ

ではないことが多い。反対に消費者も本当に

商品の情報を知ったら異なるニーズを持つは

ずである。

「たとえば、帽子、靴であっても、大量生産、

大量消費によるものではなく、小布施にある

帽子屋や靴屋の店主と議論して造ってくれる

ようなクラフトマンショップなどが集積して

くれば非常に個性的な町になる」と市村社長

は考えている。極力地域内でお金やものが循

環する、「地域の商店は地域の顧客で食べてい

ける商売が成り立つ」街にはならず、後継者

が途絶える不安もない町にしたいと考えてい

る。

市村社長の関心は、急成長企業の出現では

なく地元の商業の永続的継承である。「ダイエ

ー、スカイラークなどに見るように、カリス

マ性の高い人が成長させた事業は、一代限り

のものかも」知れず、商売の永続性は比例し

ない。桝一市村酒造場を 17 代にわたって守っ

てきた一族の当主として「商いは時代によっ

て業態は変わって行っても、小布施の企業は、

小布施の中をマーケットとして継続して行っ

てほしい」と望んでいる。

（以上）

＜サービス生産性向上のポイント＞

① 観光スポットを回遊させるための景観整備事業に主体的に参加、提案、交渉し、周囲の景観

を自社グループのイメージと結びつけサービスの付加価値を高めている。

② 「味わい空間」に工場、店舗、レストラン、ホテルまで整備し、それらの有機的な繋がりの

中でサービスを提供している。

③ 個々の事業の生産性ではなく、トータルとして高い生産性を創出している。

④ アメリカ人女性の企画力・行動力を評価、業績改善への権限を移讓することによって、パブ

リシティ効果を生み出すことに成功している。

⑤ 小布施堂の地区を中心に、日常生活に必要な業種（たとえば衣料や靴など）の集積を進める

ことにより、真に地域の活性化、生産性の向上を図る（現在から今後の取り組みとして）。
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〔小布施堂、桝一市村酒造場 外観〕 〔桝一市村酒造場 酒蔵の煙突〕

小布施堂

本社所在地： 長野県小布施町 808

代表取締役社長： 市村 次夫

資本金: 2,000 万円、従業員数： 100 名

ハイ・サービス日本 300 選 第７回受賞企業
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離脱顧客への聞き取り調査を実施、不満要因を省察して業務改善につなげる

開開開倫倫倫塾塾塾（（（栃栃栃木木木県県県）））【【【学学学習習習塾塾塾】】】

少子化によって学習塾産業は衰退傾向にあるといわれ、学習塾も利用者の選択によって淘汰さ

れる時代である。栃木県足利市に本拠地をもつ開倫塾は、学校教育で不足する教育を徹底的に補

うことが学習塾のサービスの本質であるという理念をもっている。偏差値の高い塾生はもちろん

のこと、偏差値の低い塾生であっても塾生が進学したい学校が「超一流校」であると位置づけ、

それぞれの塾生にあった質の高い学習指導を行う。同時に、過酷な教育市場において、新規塾生

を獲得し退塾者を減らすことを経営課題としている。そのために、退塾者に対して一定の期間を

おいて不満要因を調査・分析を行って、塾の運営手法の改善に努めている。

学習塾サービスの最大の価値は、塾生の学習効果を高めることだ。塾生も自ら学習効果を実感

し、成績が上がればやる気をもって勉強に励む。開倫塾では、塾生がやる気をもって勉強に励む

姿勢を作ることを、個別の学習指導以上に重視している。そのための教育方針は徹底的だ。先生

は、すべての授業時間中に 3 分以上、学習することのそもそもの意義、メリット、必要性を徹底

的に教え込む。そして、何をすれば学習効果が上がるのかがわからない塾生に対して、具体的に

勉強のやり方を手とり足とり指導している。

○サービスの概要

開倫塾は、小学生・中学生・高校生を対象

とした補習教育と上級学校進学にあたっての

受験指導を中心とした教育サービスを行う学

習塾。地元の中学・高校への進学を目指した

塾生を対象にしている。

1979 年に栃木県足利市で創業し、1984 年に

株式会社開倫塾として法人化。現在は栃木県

を中心に群馬県、茨城県にも校舎を展開して

いる。現在、校舎は 48 校あり、教職員数は

350 名。塾生は 2009 年度のピーク時で 6,656

名であった。

サービスコンセプト

開倫塾では、教育の主流(メイン・ストリー

ム)は学校教育であると考えている。学習塾の

本質は、学校教育で不足する教育を補うこと

であると考えている。その際、「徹底的に補

う」としていることが同塾の特徴だといえる。

偏差値の高い塾生はもちろん、偏差値のあ

まり高くない塾生であっても塾生が進学した

い学校を「一流校」と位置づけており、一流

校への合格は受験生すべての目的となる。

教育の質は、①カリキュラムの質、②講師

(教師)の質、③マネジメントの質――にある

と考え、教育成果を決定する要因は「本人(塾

生)の自覚」と「講師(教師)の力量」にあると

している。

以上のようなコンセプトに基づき、①効果

的なカリキュラムの開発、②先生と事務職員

のエンパワーメント(能力強化と権限委譲)、

③塾長・部長・ブロック長・地区長・校長・

副校長・講師・事務職員などすべての教職員

のスクール・マネジメント能力の強化――を

目指している。
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○生産性向上の課題

学習塾の競争環境

学習塾は参入障壁が低く、新規参入業者が

絶えず出現する業界構造である。買い手であ

る児童・生徒・保護者が学習塾の教育サービ

スを選択する（購入する）際は、厳しい比較

購買が行われる。そのため、塾間でのサービ

ス競争が激しくなり、月謝の値下げ合戦など

も行われ、塾生の退塾率が高くなるという悪

循環に陥っており、その改善が課題となる。

また現在、学習塾のサービス提供形態は多

岐にわたっている。たとえば、学習塾に代わ

る教育サービスである通信添削指導、衛星を

使用した学習指導、コンピュータを使用した

学習指導など、校舎拠点を持たずに教育サー

ビスを行う事業者が増え、さらに公立学校が

行う放課後子ども教室も加わって、ますます

競合は強まるものとみられる。

少子化のために人数は減少しつつある中、

塾生募集は困難を極める状況にある。

教室単位の収益性の問題

学習塾の生産性は、校舎単位の収益および

1 クラス単位の収益で決定される。いかに 1

クラスの平均受講人数を高めて赤字を回避し

ていくか、そのなかでいかに学習効果を生み

出すことができるかが課題になる。学習塾で

は専任社員の数や施設維持費に加えて広告宣

伝費などの経費が収益に直接影響する。月謝

は各学習塾が自由に決定できるので、競合他

塾よりも安い月謝で質の高い教育サービスを

提供することが塾生を確保につながり、結果

として収益を高めることになる。

開倫塾では、教室の設計、教材の選定、補

助教材の開発、カリキュラム、テストの開発

（Product）、月謝の設定（Price）、校舎の

立地と設計、サービス提供の形態(Place)、広

告宣伝（promptiom）といった要素を「マーケ

ティングの 4P」として捉えている。それを顧

客(塾生・保護者・地域社会)の 4C（Customoer

Value, Customer cost, Convinience,

Comunication）から考え直し、どのように付

加価値を高めていくかが経営課題であるとし

ている。

○サービス生産性向上の取り組み

開倫塾では、「顧客」を①塾生、②保護者、

③地域社会と定義し、「経営理念」として、

①顧客本位、②独自能力、③社員重視、④社

会との調和――を掲げている。

以上の経営理念の下、さまざまな生産性向

上の取り組みが実践されている。

退塾防止策

開倫塾では教育サービス業務を、①教育業

務(教えること)、②募集業務(塾生を新たに募

集すること、現在の塾生を退塾させないこと)、

③基本業務(①②以外の業務すべて)――の 3

つに分類し、とくに募集業務に力を入れてい

る。とくに募集業務において「新規塾生の募

集」と「現在の塾生を退塾させないこと(退塾

防止)」で生産性向上を図っていく。

転居を除けば退塾は顧客不満足から生じる。

その真の原因を推測し、二度と同じ失敗・過

ちを繰り返さないために、同塾では退塾 3 カ

月後に塾長室のベテラン職員が保護者に電話
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をして「退塾者サーベイ(調査)」を実施する。

その結果を持ちより、毎月 1 回 3 時間の会議

を担当者が実施し、塾長に対する勧告書(アド

バイザー・レポート)を作成する。塾長は全文

を全校長にフィードバックする。

塾生の継続率が高く、かつ退塾率の少ない

校舎の校長は、全校長の前で社内ベストプラ

クティスのベンチマークとして取り組みの経

緯を発表することで、「暗黙知の共有化」を

図っている。

新規塾生の募集

「新規塾生の募集」については、開倫塾内

のベストプラクティス、同業他社のベストプ

ラクティス、さらには異業種のベストプラク

ティスを分析することで、開倫塾の独自の方

法、各校舎独自の募集方法を絶えず開発して

いる。塾生募集の仕組み、退塾防止の仕組み

の見直しは、新年度がスタートするとすぐに

取りかかり 1 学期中に終え、夏休みから 2 学

期にかけて行う次年度の基本方針の策定作業

に役立てている。

サービス品質のベンチマーキング

開倫塾では、全塾生に学習効果を浸透させ

るため、「カリキュラムの質」の向上と「先

生の質」の向上の観点からベンチマーキング

を行っている。

「競合比較」と「社内・同業他社・異業種

のベストプラクティスのベンチマーキング」

を徹底的に行った上で、それをできるだけ簡

単な形にして開倫塾の既存校で「実験」する。

そして現状との差異を見いだし比較をする。

さらに、実験を繰り返して導入を検討する。

それにともなってマニュアルを作成あるいは

修正をしながら、研修会を通じて全教職員に

浸透させ、教職員のスキルの定着を図る。

時代に合わないコース・カリキュラムは迷

わず廃棄する。また塾生数が減り続ける校舎

も勇気を持ってスクラップする。そのことが

結局はサービスの向上につながるとしている。

武者語り

学習効果を高めるためにもっとも重要なこ

とは、塾生に「受験生としての自覚」を持た

せることであると開倫塾では考えている。塾

生や保護者がもっとも困っていることは①

「受験生としての自覚」が欠如していること、

②「学習者としての自覚」が欠如しているこ

と、③「どのように勉強してよいかわからな

い」ことであるという。そこで、「塾生の受

験生として、また学習者としての自覚を促す」

ために、「武者語り」を導入している。

「武者語り」は、全校長、全講師が、義務

事項として、すべての授業時間中に 3 分以上

実施するものである。また、1 学期・2 学期・

3 学期の初日と最終日、春期・夏期・冬期の

年 3 回の講習会の初日と最終日、お盆特訓や

正月特訓・英検コースなどのオプショナルコ

ースの初日と最終日には各々1 時間の「武者

語り」をする。

「武者語り」の内容は、何のために学ぶの

か、人生とは何か、何のために働くのか、何

のために進学するのか、進学して何を学ぶの

か、勉強はどのように行ったらよいのか、「学

習の 3 段階理論」とは何か、読書の仕方、新

聞の読み方、躾(しつけ)を身につけるにはど

うしたらよいかなど、塾生の反応を見ながら

自由に、しかし熱く語る。

「武者語り」をするに際は、必ず語る内容

をメモにまとめ、すべて暗記してから語るこ

とが決められている。授業後はその反省点を

朱書し、ファイルにする。このように塾生に

とって大切なことを繰り返して「武者語り」

すると同時に、塾内に掲示したり校舎通信に

掲載する。開倫塾内でも「武者語り」のベス

トプラクティスのベンチマーキングを実施し

ている。

レッスン・プラン

塾講師は、カリキュラムに基づき指導を行

うが、すべての授業は「レッスン・プラン」

に基づいて行うことを奨励している。「レッ
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スン・プラン」は、どのような授業展開をす

るのかあらかじめ考える「授業の設計」であ

る。

「レッスン・プラン」に基づいて授業をし

た結果を、授業中の塾生の反応とともにメモ

に残し、これを「レッスン・プラン」に朱書

して省察させて、塾講師としての成長記録に

している。

教材開発

同塾のメイン教材は、学習塾業界の最大教

材会社・教育開発研究所と共同開発をしてい

る。塾と教材会社が共同で教材開発を行って

いるのは全国でも開倫塾のみである。また、

同塾はベネッセコーポレーションの開発した

「ベネッセこども英語教室」のコース運営塾

でもある。eisu が企画・開発した在宅学習シ

ステム「e ドリル」も採用しており在宅受講

の要望に応えられる体制づくりを進めている。

これによって幅広い顧客層の取り込みが期待

される。

その他の取り組み

塾生は 22：30 まで教室に残って学習するこ

とができ、講師への個別質問にも応じている。

反復学習などの基本がわかるまで、親身に指

導する。これは同塾の「学校教育で不足する

教育を徹底的に補う」姿勢を体現したものと

いえる。

開倫塾では、質の良い塾講師を確保するた

めにサービス残業や深夜労働等は行わせない

ようにしている。塾生募集には、広告宣伝費

をあまりかけず、口コミを重視している。

○サービス生産性向上に向けて

開倫塾では、教育サービスの質（コンテン

ツの充実、講師の能力）を向上させ、塾生の

教育効果を高めるため、アンケート調査やベ

ンチマーキング、講師の指導力向上に向けた

研修などさまざまな取り組みを行っている。

また、教室の設計、カリキュラム、補助カ

リキュラム、テストの設計開発において、常

に顧客である塾生・保護者・地域社会の視点

から個々の要素を捉え直し、ベストミックス

を作ることが教育サービスの質を考える上で

重要だと考えている。

「どのように勉強してよいかわからない」

塾生に対しては 22:30 まで教室を開放し、個

別に丁寧な指導を行うことで、学校教育で不

足している部分を徹底的に補っている。

新規塾生の募集方法については、開倫塾内

のベストプラクティス、同業他社のベストプ

ラクティス、異業種のベストプラクティスも

分析し、開倫塾の独自の方法、各校舎独自の

募集方法を絶えず開発している。

（以上）
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＜サービス生産性向上のポイント＞

① 開倫塾では、教育成果を決定する要因を①本人(塾生)の自覚、②講師(教師)の力量にあると

して独自の教育カリキュラム、塾講師のスキル要請、指導方法を確立している。

② 退塾者率の低減に向けて「退塾者サーベイ(調査)」を実施し、塾生への指導方法の改善など

にフィードバックする仕組みを作っている。

③ 新規塾生の募集については、開倫塾独自の方法や各校舎独自の募集方法などを絶えず開発し

ている。

④ 学習効果を高めるためにもっとも重要なことは、塾生に「受験生としての自覚」を持たせる

ことであるとし、そのための手段として学習の意義などを講師が語る「武者語り」の制度な

どを作っている。

⑤ 塾講師は、カリキュラムに基づき指導を行うが、すべての授業は「レッスン・プラン」に基

づいて行っている。「レッスン・プラン」に対する授業中の塾生の反応をメモに残し、授業

の方法の改善に役立てている。

株式会社 開倫塾

本社所在地： 栃木県足利市堀込町 145

代表取締役社長： 林 明夫

資本金: 8,000 万円

ハイ・サービス日本 300 選 第７回受賞企業
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目利きバイヤーによる仕入れと対面販売戦略で鮮魚を売り切る

角角角上上上魚魚魚類類類（（（新新新潟潟潟県県県）））【【【小小小売売売業業業】】】

小売業は、年間販売額130兆円以上、従業員800万人を占めるサービス業の主要産業である。

バブル崩壊以降、個人消費の落ち込みとデフレ経済が続く中で、1997 年をピークに小売業の事

業所数、従業員数、販売額は大きく減少しており、大変厳しい経営状況が続いている。

角上魚類は、1974 年に鮮魚卸売業から小売業に転身した事業者である。関越自動車道の開通

を契機に、群馬県高崎市にロードサイド型店舗を出店。信越・北関東を中心に鮮魚加工品の小売

り事業を展開していたが、2000 年には販売店を東京に進出し、現在 7都県に 19 店舗を展開して

いる。

角上魚類は｢鮮度の良さ､魚種の豊富さ、価格の安さ｣の徹底を通じて競合他社との差別化を図

ることにより、顧客の支持を得ている。前身の鮮魚卸売業のノウハウを活かして、「スキルを活

かした仕入れ」と、スタッフの裁量に任せた「廃棄損益を抑えた販売」などの生産性向上の取り

組みをしている。

○サービスの概要

魚の老舗卸から販売業への展開

角上魚類の歴史は古く、江戸時代から続く

網元兼卸問屋である。高度経済成長以前は、

地元寺泊を中心とした個人商店や旅館、飲食

店などに鮮魚を供給してきた。しかし高度経

済成長以降はス－パー等の大量仕入れ、大量

販売の物流体制が発達し、角上魚類の主要取

引先であった個人商店の売上は低迷していき、

角上魚類の売上もその影響を受け減少してい

った。

したがって、1974 年、「活きの良いものを

より安く」といった直販・小売業への展開は、

現社長が困難な状況に陥った中で見いだした

活路と言える。ただし、「昔ながらの粋な魚屋

の気質」はしっかりと保ちながら、近代的な

物流や店舗展開等のノウハウを吸収・蓄積し

てきた。新潟県寺泊港から、群馬県、長野県、

埼玉県、千葉県、そして東京都、神奈川県へ

と積極的に鮮魚専門店を出店し続けている。

寺泊から産地直送、新鮮な魚を対面販売

角上魚類のサービスの内容は至極単純であ

る。新鮮な魚を寺泊漁港の魚市場で仕入れ、

各店舗に直送し、対面販売で新鮮なうちに売

り切ってしまうといった業態である。多くの

店舗では、閉店間近になるとショーケースが

空っぽであることが多い。

対面販売でお客様の要望を聞き、鮮魚その

もので、あるいは加工して切り身、刺身など

にして販売している。

サービスのコンセプト

角上魚類のサービスコンセプトは、｢鮮度の

良さ､魚種の豊富さ、価格の安さ｣の三つの徹

底である。この３つの徹底により競合他社と

の差別化を図り、顧客を獲得している。その

３つのコンセプトは以下に示すとおりである。
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【鮮度の良さ】

毎朝、角上の目利きバイヤーは、寺泊や一

部築地などの魚市場に仕入に出向き、新鮮な

魚を仕入れ、トラック便にて全店へ即時配送

している。その直送された鮮魚を、店では、

①丸物のまま、②切身にして、③刺身にして、

④寿司にして、即日新鮮なうちに販売してい

る。

【魚種の豊富さ】

各店舗の売場は、標準的な売場面積を持つ

ビッグストアの鮮魚部門と比べて 2 倍程度、

スーパーマーケットの鮮魚部門と比較して 3

倍程度の面積があり、圧倒的な鮮魚の魚種、

量の豊富さが強みであり、かつ、対面販売の

ショーケースで直に鮮魚を見ることができる。

【価格の安さ】

角上魚類では、｢価格の安さ｣いわゆる「安売

りしている」ということを全面に出している

わけではない。ただし、顧客の支持を得るた

めには、品質はもとより、価格も非常に重要

な要素と考えているようで、「同じ品質ならば、

他店に決して負けない価格で鮮度の良い魚を

提供し続けよう」としている。

○生産性向上の課題

店舗出店の資金繰り

寺泊泊町海岸通りで小売店を始めようとし

た際、柳下社長には店舗出店のノウハウが全

くなかった。自ら店舗の基本設計を考えたも

のの、建築士を呼んで設計したところ、5,000

万円が必要となった。当時の同社にはその資

金がなく、銀行で融資を受けようと思ったが、

担保や保証人が必要だと言われて驚いた。当

時は、「お金を借りることに保証人がいること

をあまり理解していなかった」という。最終

的には親戚の人に保証人になってもらい、何

とか融資を受けることができたという。

1984 年に高崎で店舗を出店した時は、建物

は出店依頼者が建て、2～3千万円の補償金を

払い、後は月々賃料を支払うという形にした。

その後の店舗展開も同様な形で進めていった。

スタート時こそは資金繰りに苦労したが、

現金商売の小売業である同社は、無借金経営

を続けている。

過不足のない仕入れ

生鮮食料品を扱う以上、ロスのない仕入れ

が生産性向上の課題になる。とくに、年間で

販売量がもっとも多くなる年末は仕入れの判

断が難しい。多すぎればロスが出るし、少な

ければ機会損失が発生するばかりでなく顧客

への信頼を失うことにもなりかねない。

角上魚類でも以前までは年末に売れ残りを

出さないことを第一に心がけていたが、「欠品

を出すことは、年末にわざわざ来て下さるお

客様に失礼ではないか」という意見が挙がり、

2007 年、「欠品しないであろう量」を仕入れ

ることにした。結果、売れ残りも出たが、こ

の試みによって各店舗の販売可能量が明かに

なり、翌年の年末以降、欠品のない適正な仕

入れが可能となった（計画性があがった）。

的確な人員配置

小売店での販売は、一日のうちに繁忙・閑

散の波がある。夕方は多忙だが、13～15 時は

暇な時間帯である。その時間帯に対面販売を

休止すれば人件費を下げることができるが、

対面販売は角上魚類のサービス価値を高める

手法であるため、それを止めることはない。

今後の課題として、繁閑に対応できる人的

配置のあり方が挙げられる。

また、対面販売を行っている同社の人件費

は同業他社に較べて高コストになっており、

その点にも課題がある。
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○サービス生産性向上の取り組み

鮮魚販売魚で初の試みに挑戦

産地直送の鮮魚販売において、角上魚類は

ロードサイドビジネス型の草分け的な存在で

ある。そして前述した三つのコンセプトを明

確にすることで、他の鮮魚店との差別化を図

ることに成功している。

また、それまで行われていなかった、「日本

海で獲れた新鮮な魚を、関東各地の消費者に

直接届けようという大胆な発想である。築地

市場は扱う漁種も量も多いが、新鮮な日本海

の魚は少ない。寺泊＝日本海というイメージ

である。日本海の魚は種類が多く、おいしい

というイメージである。

目利きによる的確な仕入れ

同社の特徴である「鮮度の良さ」「魚種の豊

富さ」を支えているのは、仕入れ担当者（バ

イヤー）の質の高さである。同社では、日々

漁種や漁獲が異なる港で、その日の売れ筋に

なりそうなものや安く売って喜ばれる魚を、

目利きのバイヤーが的確に判断して仕入れて

いる。角上魚類が生産性の高いサービス提供

をする上で、この目利きバイヤーの存在が欠

かせない。これらバイヤーは、各店舗で刻々

と変化する消費者のニーズを読み、対応して

いく。

現在バイヤーは、寺泊に 10 名、築地に 7～

8 名。東京の各店舗でのニーズが高まってい

るので、築地からの取扱量が寺泊よりも増え

ているという。

鮮魚をその日のうちにお客様に

一般のショッピングセンターやスーパー等

のように、大型冷蔵庫で大量に入庫し、数日

で販売するのではなく、仕入れた魚を原則と

してその日に売る（冷凍もの、加工品は除く）。

その点が、一般のショッピングセンターやス

ーパーと異なるところで、角上魚類では「鮮

魚の販売」にこだわっている。一般のスーパ

ーやショッピングセンターでは、バイヤーが

その日の各店舗からのニーズに応じて、機械

的に漁種や数量を仕入れ、値段を付けていく

というやり方であるが、角上魚類ではバイヤ

ーが、その日に仕入れた漁種や量、値段を勘

案して、その日に店舗で売る魚種の選定と価

格の判断を行っている。

顧客ニーズが把握しやすい対面販売

バイヤーが仕入れた鮮魚を、各店舗は可能

な限りその日のうちに売り切ることで生産性

が高まる。したがって販売担当者も目利きで

なくてはならない。角上魚類は対面販売方式

を採っているため、顧客ニーズを即時に把握

でき、また売れ残りそうなもの、鮮度が落ち

そうなものを工夫・加工してその日のうちに

売ることができる。

IT 導入は決して進んでいるとは言えない

が、現状で不十分とは感じていない

同社の情報システム化は、特に進んでいる

とはいえないが、現状に不便は感じていない

という。現在､IT 化されているのは、①各店

舗からの冷凍品などの発注（各店舗からメー

カーに直接発注）、②各店舗から本社への発注

（各店舗が毎夜、翌日の注文を本社に発注）

の部分である。バイヤーは毎朝、各店舗から

の注文の情報を見て、その日の仕入れを検討

する。POS システムなどは導入していない。

売上は各店舗でまとめ、それを本社に集約す

る。

クレーム処理

クレームの頻度は各店平均すると月１回程

度で、クレームはまずは店舗に上がってくる。

それに対して、店長が代わりの品を持ってい

ったり、苦情を真摯に聞くなどの対応を確実
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に行っている。そのためクレーム対応に対す

るお礼のメールが来ることもあるという。ク

レーム情報は、本社に逐次上げていく。

意欲的に大卒を雇用

角上魚類では、大卒者新卒者を意欲的に採

用している。大卒者採用数は 2008 年度で 28

名（うち１名退職）、2009 年度で 34名であり、

大卒者採用は全新入社員数の 5 割を超えてい

る。これは「10 年後には 30 代が会社の中核

を占めるように会社の若返りを目指していき

たい」という柳下社長の意向による。かつて

は 40～50 代の応募しかなかったが、多店舗化

にともなう売上伸長によって知名度が上がっ

た結果、大卒採用が可能になった。

新卒者に対しては１カ月の研修期間を設け、

その後、富士山の麓にある学校で研修（3～4

日）を行っている。

同社ではシフト制による完全週休 2 日体制

を敷いている。

○サービス生産性向上に向けて

売り切るための工夫

角上魚類にとっての生産性の向上は、「ロス

を出さない、売り切ること」が基本になる。

一般のスーパーでは、鮮魚をパック詰めで販

売しているため、時間が経てば鮮度が落ち、

最終的には見切り品などとして相当安く売る、

あるいは廃棄することになる。それに対し同

社では、販売する商品の鮮度を逐次見ながら、

新鮮なうちに顧客の要望に応じて捌き、バリ

エーションを作って、「お値打ち価格」で販売

することによってロスを出さないように工夫

している。対面販売の強みがここに出る。

たとえば、角上魚類の刺身を例に取ると、

刺身の中心はマグロであるが、その日の状況

で本マグロ、バチマグロの量を変えるなどし

て在庫と販売価格を調整していく。同社の売

りは鮮魚の味だが、見栄えを重視する顧客も

多いため、いかに商品を「おいしそう」に見

せるかという工夫も重要になる。

当初は鮮魚を捌いて売ることに特化してい

た角上魚類が、刺身や寿司を扱うようになっ

たのは、顧客からの要望に応じてのことであ

る。さらに見栄えが求められるようになった

ため、「刺身は小料理店の刺身」に遜色のない

盛りつけを心がけ、「寿司は寿司屋さんの寿

司」を目指してネタはもちろんのこと、米に

もこだわっているという。

つまり顧客のニーズを取り込んだことでサ

ービス価値が高まり、同時に商材の加工が売

れ残りの回避につながり、サービス生産性が

向上するという好循環を生んでいる。

年末のお客さんの入りは、その店の

通信簿

角上魚類では集客のための広告には力を入

れていない。日々の顧客の評価が新たな集客

を生むと考えているからだ。その評価が最も

端的に現れるのが、年末の店舗の混み具合だ

という。

年末年始の食卓は顧客にとって重要な意味

を持ち、そこで並ぶ品は日頃評価している店

舗から買い求める。「その時に角上の魚が選ば

れるということが最大の評価であり、年末の

お客さんの入り、売上は、『各店の通信簿』で

ある」と柳下社長は考えている。

4～5年前までは、年末は多忙なので刺身を

出していなかったが、顧客からの要望が多く、

年末にも刺身を出すようにした。「お客さんが

望んでいるものを出せないということはあり

得ない」という同社の「社心」は「買う心 同

じ心で 売る心」である。
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社長の目の届く範囲内の事業展開が基本

今なお、柳下社長は自ら魚市場に競りに行

き、各店舗を回っているが、「一人の人間が見

ることができる（責任を持てる）のは、22 店

舗程度。我々の商売は、お客さんの期待を裏

切ることはできない。そうなると、目の届く

範囲ということになる。」という。

現在の店舗数は 19 なので、あと数店舗拡げ

ることは考えているが、それ以上拡げること

は考えていない。

（以上）

＜サービス生産性向上のポイント＞

① 網元、卸から、直販への転換を果たし、店舗拡大によって事業生産性の向上につなげてい

る。

② ｢鮮度の良さ､魚種の豊富さ、価格の安さ｣の三つを徹底させ、他社との差別化を明確に図っ

ている。

③ 仕入れの目利きによるその日の売れ筋の読み、魚種、仕入れ量の読みの的確さが生産性の

向上に直結している。

④ 対面販売によって顧客ニーズを迅速に把握するとともに、鮮度変化に応じた商品づくりを行

うことでロスを出さない販売技術を確立している。

⑤ 迅速で誠実なクレーム処理により顧客の信頼確保に努めている。

⑥ 先駆的な人材確保戦略（現在進行中で今後の成果が期待される）

角上魚類株式会社

本社所在地： 新潟県長岡市寺泊下荒町 9772-20

代表取締役社長： 柳下 浩三

資本金: 3 億 5,450 万円、従業員数： 607 名

ハイ・サービス日本 300 選 第７回受賞企業
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価格査定ノウハウと膨大なデータを武器に小売市場で新機軸を打ち出す

ガガガリリリバババーーーイイインンンタタターーーナナナシシショョョナナナルルル (((東東東京京京都都都)))【【【中中中古古古車車車業業業】】】

「＜下取り＞でなく＜買い取り＞で」ビジネスに成功しているのが、中古車販売専門店のガリ

バーインターナショナルである。ガリバーは、それまでの業界の常識を覆す、買い取り専門の中

古車販売を明確に打ち出した。店頭の展示場を持たず買い取った自動車は即時にオークションに

出品し、オークション市場で得た市場ニーズのデータをもとに全国一律の買い取り価格で査定を

行うことで顧客を呼び込むビジネスモデルを作った。店頭展示コストと在庫リスクを減らし、高

収益を確保し、創業 4 年あまりで上場を果たすという実績を残している。

○サービスの概要

ガリバーは、それまでの業界の常識を覆す、

買い取り専門の中古車販売店として 1994 年

に創業した会社である。創業後 4 年で上場を

果たし、2006 年には独自の経営戦略により高

い収益を達成した事業者として「ポーター賞」

を受賞している。

創業当初は買い取り専門で、店頭の展示場

を持たず買い取った自動車をオークションに

出品することで利益を得ていたが、現在は顧

客への販売も手がけている。

中古者買い取りにおける価格の不透明さを

なくすために、車種や色のニーズや傷の状態、

走行距離を評価して全国統一の正確な価格査

定を行うことを最大の売りにしている。

起業の経緯

中古車業界は、従来、地元の中古車販売店

が車を仕入れ、自社の店舗で展示販売するの

が一般的であった。悪く言えば顧客の足元を

見た売り本位のビジネスが横行しいていた。

とくに価格査定は、担当の価格査定者と売り

手の間での相対で決められていたため、車種

や年式が同じでも買い取り価格は店ごと、顧

客ごとにバラバラであった。創業者の羽鳥会

長は、自らが中古車業者と行ったやりとりの

経験から査定価格の恣意性に問題意識をもち、

不透明な値付けが行われる現状をなんとかし

たいと思った。福島県で中古車販売店を営ん

でいた羽鳥会長は、中古車の不透明な値付け

をなくすことがまず必要だと考え、中古車の

買い取り専門をコンセプトに新会社を立ち上

げた。

ガリバーのビジネスモデルは、営業店舗を

全国展開し、車種、年式、走行距離、車の状

態を店頭で評価して、本社での一括査定によ

る全国一律の買い取り価格で中古車を買い取

り、買い取った車を、従来型の中古車販売店

のように店頭販売はせず、オークションを通

じて中古車販売店に卸売りするというもので

ある。

ガリバーの現在

買い取り専門に特化したガリバーの年間買

い取り台数は 25 万台に達する。他の大手中古
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車販売店と比較すると 3 倍以上多い数の取引

をしていることになる。一律の買い取り価格

と低コストの営業システムによって、平均し

て他社よりも高値で買い取りを行うため、質

の良い中古車を豊富に買い取ることができる。

この圧倒的な買い取り台数と適正価格を武器

に、中古車オークションでは成約率 70%と高

い割合で売買契約を行っている。

○生産性向上の課題

全国一律で公正な買い取り価格の提示

従来型の中古車の買い取り取引では、中古

車を持ち込んだ顧客と査定担当者との相対の

交渉で価格が決められていた。こうした取引

は、顧客に不信感を抱かせる要因になってい

た。

ガリバーでは、本部での一括査定方式をと

り、明確な基準に基づく価格査定を全国一律

（どこの販売店でも同じ価格提示）で行う。

また、買い取り価格の提示にあたって、その

算定根拠を数値化して顧客に提示する。これ

により、顧客はガリバーと安心して買い取り

交渉ができるようになる。

買い取り価格の安定化により在庫リスク

をなくす

もちろんガリバーでも他社との価格競争を

行わなくては車が売れないので、基準価格を

しっかり提示した上で値引きや買い取り価格

の上乗せもしている。ただし、顧客を見て恣

意的に値付けを行うのではなく、顧客にとっ

て不利益のない価格であらかじめ基準価格を

設定し、値引き交渉で買い取り価格が大幅に

変わることがないようにしている。それによ

って値引きをしても安定した利益が得られる

ようになっている。このような基準価格を設

定するためには、中古車市場での価値を適正

に評価し、それを値付けに反映できるシステ

ムが必要である。

在庫をもたないことによる中古車価値の

低下の防止

多くの中古車販売店は、広大な駐車場を保

有し、下取りした中古車を店頭に並べ、訪れ

た顧客に中古車を販売している。人気のない

車種は必然的に売れ残り、在庫処分のために

本来価格よりもかなり安く販売せざるを得な

くなる。これが中古車販売店の利益率を下げ

ている要因であった。こうした在庫リスクを

なくすために、ガリバーでは、極力中古車の

在庫はもたず、店頭に展示もしないという方

法をとっている。

また、中古車の店頭展示コストと在庫リス

クにともなうコストを省くことで、買い取り

価格を他社よりも高めに設定することができ

る。売り手により良い条件を提示することで、

商品価値の高い中古車を買い取ることが可能

となる。

買い取りという仕組みを顧客に認知

させる

中古車業界に革命的な流通方式を提案する

形で店舗を拡大していったガリバーであるが、

創業当初は“買い取り専門店”としての認知

をなかなか広められなかった。やがて店舗を

広げる中で徐々に認知度が確立していき、

2000 年以降は“買い取り”が常識になってい

った。他社による買い取りの追随も出てきた

が、ガリバーは買い取り専門店で蓄積してき



74

た豊富なノウハウをうまく使って、現在でも

他社には負けない査定価格を提示し、高い収

益率を維持している。

卸売事業から小売事業へ

2000 年以降になると、中古車業界の査定の

方法が透明化され、業界での査定価格の標準

化が進んでいった。買い取りだけでは差別化

が難しくなると判断したガリバーは、卸売中

心の上流事業から顧客に直販する小売事業に

軸足を移していった。

○サービス生産性向上の取り組み

買い取り専門と全国一律の価格査定の

仕組み

ガリバーでは、買い取った中古車を、1～2

週間以内にオークション会場に出品している。

中古車の買い取り・出品の回転サイクルを早

めたことで、店舗あたり月間 100～200 件の査

定結果が得られる。これを本部に集約して査

定士が一元的に管理する。オークションでの

豊富な落札情報をデータに蓄積することがで

きるので、ガリバーでは、年間 60 万件程度の

査定情報量を扱うことになる。これを用いて

少数の査定者が値付けを行うため、一人の査

定者に高度な値付けのノウハウが蓄積される

ようになっている。

特定の査定者が身につけた査定方法は、本

社チームの中で共有されるので、ガリバーで

は市場ニーズを的確に反映した安定した値付

けができるようになっている。安定した値付

けができるから、売れ残りのリスク負担が軽

減でき、結果としてその分、より高い値段を

顧客の買い取り価格に提示できる。

たとえば、100 万円で買い取りした車が 1

カ月売れないとすると、値引きをしなくては

ならず、原価割れを起こすことも考えられる。

“売れない“というリスクを最小限まで減ら

すことで最適な価格提示ができる。

価格査定の方法

各店舗のスタッフが、車種、年式、走行距

離、ボディのキズ、内装状態をチェックし、

本部に通知すると、本部の査定士はその情報

をもとにオークション会場での最新の落札価

格に関するデータを加味して適正価格での値

付けを行う。最近は、小売販売（オークショ

ンを通さず、顧客に直販すること）も手掛け

ているので、小売での販売情報も踏まえて値

付けを行っている。

中古車の価格は、車の状態で評価できる部

分もあるが、人気の車種やボディーカラーな

ど顧客ニーズによって売れ行きが変わりうる

ので、査定価格もそうしたニーズの変化を適

正に反映できるものでなくてはならない。ガ

リバーでは、査定価格にかかわる要因をプラ

ス要素、マイナス要素という形で定義し、客

観的な基準で査定価格を算出できるシステム

を構築している。

全国一律での査定ができるように、このよ

うな査定価格算定方式を遵守させるため、本

部の査定士が意識的に価格を下げたりしない

ような人材評価システムを導入している。直

営店は、査定価格にもっとも近い価格で買い

取りできた店長がもっとも高く評価される。

また直営店のスタッフが、本部から提示され

た査定価格より安く買い取る場合も、査定価

格より高く買い取る場合も、ともにマイナス

評価を受けることになる。

フランチャイズ加盟店は異業種からの

参入

価格査定は、本部一括査定方式なので、各
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店舗のスタッフに特別な査定能力がなくても

査定を行えるシステムになっている。これに

より、査定に関わるコストダウンを図るとと

もに、顧客に信頼される適正価格の提示がで

きる。

中古車販売店にとって一番重要になるのが、

現場での査定に関する専門知識だが、ガリバ

ーではこれを一切不要にしているため、同社

のフランチャイズ店は、地元の中古車販売店

以外の、ガソリンスタンドや印刷会社といっ

た異業種からの参入が多い。異業種からの参

入が中心であるが、むしろ、中古車販売店の

古い慣習にとらわれない分、本社が提示する

ビジネス的な考え方やノウハウが浸透しやす

い下地がある。これは、本部での一括査定の

仕組みがスムーズに全国展開した要因の一つ

だといえる。

在庫リスクのない好循環な営業サイクル

適正価格で買い取った中古車は、オークシ

ョンを通じて速やかに全国の中古車販売店に

卸販売できるため、売れずに店頭で在庫を抱

えるというリスクは生じなくなり、その分オ

ペレーションコストが下がり、他社よりも高

い価格で買い取り価格を提示できる。それに

より質の良い車を買い取れるという好循環な

営業サイクルを実現している。

こうしたサイクルを支えているのが、ガリ

バーの豊富な買い取り台数とそれをスムーズ

に売りさばく能力、そしてオークションでの

落札情報を的確に反映させることができる独

自のノウハウである。

ガリバーの小売販売システム

創業当初、ガリバーは買い取り専門の卸販

売だけを行っていたが、1998 年から顧客への

直販を開始すべく、通信衛星（現在はインタ

ーネットを活用）を利用した小売販売システ

ム「ドルフィネット」を導入している。

買い取り車をオークションに出品するまで

の 1～2週間の期間に限定して、画像展示によ

り一般消費者に中古車販売を行う。在庫展示

を行わないため展示コストがかからず、また

全国の店舗で展示のための敷地を確保する必

要がないことから、それまで買い取り専門だ

った店舗でも直ちに直販を開始することがで

きた。

ドルフィネットでは、インターネットや広

告等を通じ、画像のみで消費者が中古車を選

択するために、できるだけ車の状態をイメー

ジできるように表示内容に工夫をしている。

画像のみでも判断がつくようにするとともに、

キズや走行距離などを勘案して中古車の質を

何段階かのレベルでランク分けしている。た

とえば、車の状態を客観的に示すことができ

るさまざまな指標を取り入れて、車を点数化

し、点数が高いほどいい状態の車であること

を示せるようにした。また、修復歴（事故歴）

のある車は、ドルフィネットでは扱わないよ

うにしている。

中古車の購入者の多くは、あらかじめ購入

車種を絞り込み、購入予算もある範囲に限定

しているケースが多いので、その中で候補に

なる車種の選択ができるようにすることがも

っとも重要である。多様化するニーズの中で

は、何よりも取り扱い車種が豊富であること

が求められるが、店頭での展示販売には限界

がある。ドルフィネットでインターネット上

の仮想展示場を運営するメリットは大きい。

顧客との信頼関係の構築

中古車の買い取りを行う上で一番重要にな

るのが、顧客と査定者の間の信頼関係の構築

である。そのためにガリバーでは、CS マイス

ター制度というものを導入しており、顧客満

足の高い接客を行うことにしている。CS マイ

スターはスタッフ各自が独自に活動を考え、

それを継続的に行うことで真のプロフェッシ

ョナルを目指すものである。CS マイスターの

認定は、顧客からの直接的な評価だけではな

く、契約が適切にできているかなどを含めた

総合的な判断で行われる。また、顧客視点で
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のサービス改善を PDCA サイクルによって実 行させるようにしている。

○サービス生産性向上に向けて

川上から川下への進出に向けて

ガリバーは現在、買い取り専門の川上事業

から、直販を行う川下事業への進出を図って

いる。こうした事業の多角化を進める中でも、

「透明で適正な価格で全国一律査定し、より

良い状態の車を売り手に高値を提示して調達

し、より少ないオペレーションコストで販売

をしていく」という生産性向上の姿勢は変わ

らない。

ただ、販売は、顧客の多様なライフスタイ

ルなどの背景を聞き取り、それにあった車を

提案するなどの高度なノウハウが必要とされ

るため、販売手法のみならず保証などのさま

ざまな付随的なサービスについて、各販売店

の研修を実施している。

新しい販売手法の導入

ガリバーでは、現在でも新たなビジネス手

法の導入を試みている。たとえば、「買取保証

ローン」販売手法である。これは 3 年後の買

い取り保証額をあらかじめ設定し、その分を

差し引いた金額で月々の支払額を設定するも

のである。これまでは、中古車の 3 年後の買

い取り価格を予測することができなかったた

め、あらかじめ買い取り価格を定めた販売価

格の値引きを行うことはできなかった。それ

を可能にしたのが、年間 60 万台という豊富な

買い取り台数とオークション取引等を通じて

獲得された適正価格の査定システムである。

その他にも、納車後 1 ヶ月間であれば返品

できることを保証するサービスや 10 年間は

故障に対する保証をするサービスなど、小売

販売向けの斬新なサービスを開発している。

中古車を購入する際は、販売した中古車に確

かな保証をつけることが大きな購買動機にな

ると考えているからだ。

小売市場への本格的な参入に向けて

中古車業界は成熟業界であり、従来のよう

に中古車販売店に展示しておけば車が売れる

時代ではなくなった。7,600 万台といわれる

中古車の中から顧客が車を選ぶときに、ガリ

バーを選んでもらえるよう、たとえば、予算・

家族構成に応じてお勧めポイントを提示して

メーカーごとに比較ができるようにするなど

の工夫をしていかなくてはならない。ガリバ

ーでは、車両の基本的な情報をカタログ化し

たデータベースを作ることで、顧客ニーズに

随時対応できるようにしている。

ガリバーは、買い取り専門に特化すること

で獲得した適正価格の価格査定能力と豊富な

買い取り台数の実績、そしてそこで得られた

データを武器に、小売分野でもサービスの常

識を超える独自のビジネスモデルを展開し、

高収益を確保し続けることに成功している。

（以上）
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＜サービス生産性向上のポイント＞

① 既存の常識を破り、サービス面で顧客の常識を超える価値を提案していく。

② 買い取り専門に徹することで、店頭展示コストと在庫リスクを減らし、その分を買い取り価

格に利益還元することで、よりよい買い取り車を取り扱えるようにする。

③ 買い取りからオークションへの出品の期間を短くすることで、取り扱い数の回転率を上げ、

オークションでの値付け情報をもとに、最新の中古車ニーズを把握する。蓄積された情報の

データベース化をすることで、最新のニーズを反映した全国一律の価格査定ができるように

する。

④ 現在は、仮想店舗での顧客への直販事業に進出しているが、小売分野でも買い取り顧客同様、

顧客ニーズを追求した長期保証などの斬新なサービスを提案し、高収益を確保している。

株式会社ガリバーインターナショナル

本社所在地： 東京都千代田区丸の内 2-7-3 東京ビルディング 25 階

代表取締役社長： 羽鳥由宇介、羽鳥貴夫

資本金: 41 億 5,700 万円（2009 年 2 月末）

従業員数： 2,420 名（2009 年 2 月末）

ハイ・サービス日本 300 選 第２回受賞企業

ポーター賞受賞
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顧客評価も反映した独自の人材評価制度を導入して ES の向上を達成

川川川越越越胃胃胃腸腸腸病病病院院院 （（（埼埼埼玉玉玉県県県）））【【【単単単科科科専専専門門門病病病院院院】】】

埼玉県川越市に、さまざまな医療評価機関から高い評価を受けその名が広く知れわたっている

消化器科専門病院がある。職員数は委託職員を含め 110 名強、病床数は 40 床の川越胃腸病院で

ある。年間検査数 1 万７千件と全国でもトップクラスの検査数を誇る内視鏡検査を強みに、「診

療の質」、「サービスの質」、「経営の質」のバランスをとり、患者様の満足と幸せを追求している。

究極的には川越病院で最期を迎えたいと患者様に思ってもらえるサービスを提供したいという。

病院に入ると医師も看護師も清掃担当者からも自然に挨拶が寄せられる。従業員の満足向上が顧

客満足につながるという独自の好循環スパイラルをうまく形成することに成功している。

○サービスの概要

川越胃腸病院のあらまし

川越胃腸病院は、1969 年創立の消化器科専

門病院である。とくに胃ガンや大腸ガンに特

化した医療サービスを提供している。この規

模の医療機関でこうした専門病院はあまりみ

られない。年間手術件数は 320-330 件であり、

どれもメジャーな手術で小さな手術はほとん

どない。消化器内視鏡センターを併設してい

ることも本院の特徴である。

職員は委託を含めて 110 名強である。病床

数は 40 床。地域の利用者からは、もっと診療

科目を増やしてほしいという要望も多く聞か

れるが、間口を広げることで医療サービスの

質が低下するのでは本末転倒であるという考

え方から、この分野だけは大学病院に引けを

とらないという診療に特化しようというのが、

川越胃腸病院の望月院長の考え方である。

高崎線を中心とした地元住民への診療が中

心だが、利用者の 50-60％が川越市で、30％

が他市町村。10％が東京都を含む他県からの

利用者である。この規模の病院としては、来

院者は広範囲にわたっている。

経営理念

川越胃腸病院の経営理念は三つある。一つ

は「患者様の満足と幸せの追究」。二つ目は「集

う人の幸せの追究」。これは主にスタッフのこ

とである。三つ目が「病院の発展性と安全性

の追究」である。これらの理念のもと「診療

の質」「サービスの質」「経営の質」のバラン

スをとり、医療の質の向上と経営安定化（収

益確保）を実現している。
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○生産性向上の課題

医療経営の現状と課題

医療経営は難しく大部分の医療機関は赤字

経営を余儀なくされている。経済の低迷と診

療報酬の低下の中で、収益率は下がるのみで

人件費に圧迫されて健全な経営状態にないと

ころが多い。医療施設は労働集約型産業であ

るため、なかなか人をリストラできない。職

員の高齢化が進み、若手採用を増やせない状

況にある。

とくに同院のように急性期医療部門しかも

たない単科の医療機関は、経営が厳しくなる。

やればやるほど赤字になるところも少なくな

い。老人保健施設などからあがる収益で急性

期医療の赤字を補填し、ようやくグループ全

体で利益を保っている構造の病院も多い。

その中で、川越胃腸病院は 5～10％の利益

率をキープしている。同院が収益を維持でき

ている理由として、収益性の高い内視鏡の検

査や治療といった武器を用い、メジャーな診

療部門に特化していることが挙げられる。

職員の確保と定着の必要性

医療サービスの質の向上と経営の維持には、

優秀な職員の確保と定着率を高めることが重

要である。とくに看護職員の定着率の向上が

大きな課題である。医療機関は資格者の人材

の確保に法的な規制があり、看護師、医者、

薬剤師など職種ごとにすべて最低雇用人数が

決められている。川越胃腸病院も当初は有資

格者の人員数確保だけに汲々としており、そ

のころには人材の定着がうまくいかなかった。

が、新職能給制度（成績評価制度）の導入に

より、実績が評価されるようになると職員に

やりがいや夢が生まれ、職員の定着率が向上

した。

職員定着率の向上には、職員採用時の選定

が重要になる。職員の採用面接では、どうい

う病院を作りたいのか、どういう貢献を果た

していきたいのか、病院づくりのあり方、将

来に対するビジョンなどを、応募者ときちん

と話し合い、川越胃腸病院の経営理念に共感

する人材を集めるようにしている。

こうした取り組みの結果、川越胃腸病院の

看護職員の離職率は 0～3％ときわめて低く、

職員定着率が高い病院になっている。

独自の人材評価システムの導入

川越胃腸病院の独自の成績評価制度の導入

にあたっては、職員の意識の醸成が課題であ

った。長い間、医療機関は年功序列に守られ、

勤務年数に応じて昇給できたことから、成績

評価制度の導入が利益につながらない職員も

いた。また、評価者と被評価者の人間関係の

面で心理的な抵抗を覚える職員もいた。

医療サービスの（とくに医師の）技術に関

する適正な能力評価は難しく、評価制度導入

の壁となっていた。そこで医療技術ではなく、

「サービスの視点」で職員を評価し、成績を

給与に反映させるシステムを作った。望月院

長は、医療は究極のサービス業であると考え、

「たとえ技術や経験があっても患者さんが満

足してくれるような医療者でなければ評価し

ない」としている。

事務職員の意識改革

病院のなかでも事務部門は、一般にモチベ

ーションが低いといわれている。しかし川越

胃腸病院では事務職員の意識も非常に高く、

「残業ゼロの取り組み」や「診療の質の向上

に事務としてどういうかかわりができるか」

などを実践的に検討し業務に反映させている。

こうした成果の学会発表も積極的に行ってい

る。川越胃腸病院では能力開発プログラム等

は特別に設けていないが、自分たちの実績が

評価されるという信頼感を得て、「どう能力を

高めていけばいいか」をひとりひとりの職員
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が積極的に考えるようになった。

○サービス生産性向上の取り組み

川越胃腸病院は、専門分野に特化した高い

サービスを、お客様(患者)に提供する。その

ためにも職員の意識改革を促す成績評価制度

と第三者医療評価機関による客観的なサービ

ス内容の質の評価を利用している。

内視鏡診療への特化

川越胃腸病院の収益維持を支えているのは、

診療の柱にしている内視鏡診療である。同院

は、開腹せずに治療できる内視鏡治療に着目

し、2004 年に内視鏡センターを設立した。年

間の内視鏡検査数は1万7000件を超えており、

全国でもトップ 10 に入る実績をもつ。進行ガ

ンは内視鏡が使えないため、現在の割合とし

ては、開腹手術 3：内視鏡治療 1 となってい

るが、今後、ガンの内視鏡の治療が確実に増

えるだろうといわれている。

その日のうちに診断し、結論を出す

川越胃腸病院は、例外なく、その日のうち

に診断し、結論を出している。これが単科の

病院でありながら毎日 300 名前後の外来患者

を診療できている理由であり、中規模の病院

が赤字にならない理由である。

成績評価制度

望月院長が 1983 年に病院経営を引き継い

だ際、従来の前近代的な人事評価システムを

変えるために熱心に取り組んだのが成績評価

制度。本田技研の賃金管理制度を担当した賃

金管理研究所所長（当時）の弥富賢之氏の指

導をあおぎ、同研究所の｢成績評価制度｣に基

づく｢新職能給制度｣を導入した。

医療従事者の技術面での能力評価は難しい

とされていたが、医療は究極のサービス業で

あると考え、「たとえ技術や経験があっても患

者さんが満足してくれるような医療者でなけ

れば評価しない」としたことで、職種の壁を

超えて評価することができるようになり、そ

こから評価制度が根付くようになった。

同制度は、能力の発揮・貢献度といった実

績に応じて賞与配分や昇給を行うもので、評

価は年２回実施。成績評価は、直接賞与に反

映される。賞与は、基本給比例部分と成績比

例部分で構成されており、成績比例部分では、

個人の業績に加えて部門別貢献度が勘案され

る。個人の業績に関しては、「患者の立場に立

って仕事をする姿勢」など 20 の評価項目があ

り、それを直属の上司 1 名が評価する。事務

なら事務長、看護婦なら看護婦長が評価する

という形だ。評価者を一人に絞ったのは、複

数の評価者の平均をとっても意味がないから

だという。

本給は５等級に区分され、等級が同じであ

れば、業種を超えて同じ評価になる。

患者へのアンケート調査も成績評価に

反映

賞与は、個人での業績も反映されるし、部

門成績を伸ばしても評価される形である。成

績評価制度の導入にあたって、「賞与配分は業

績配分である」ことを職員に意識づけた。そ

れが定着し、経営感覚をもって仕事をする職

員が育ってきた。賞与は算出計算式によって

事前に受給額を予想することができるが、そ

の数値を上回る配分をすることで「これだけ

厚遇してくれている」という信頼感が職員に

根付くようになった。患者へのアンケート調

査も成績評価に反映させる。こうした取り組

みが職員の定着率とモチベーションの向上に

つながる。

望月院長は、「現時点で、この成績評価制度
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に違和感を覚える当院職員はおそらく一人も

いないだろう」といっている。規模は小さく

ても職員のモラルやモチベーションが高い組

織であるという評価は、成績評価制度と人事

制度に鍵がある。

第三者評価制度の積極活用

川越胃腸病院は、さまざまな第三者評価の

認定や表彰を受けている。第三者評価を重視

したのは、専門医療機関としての同院の経営

のあり方が社会に受け入れられるかどうかを

確認するためだった。まず、サービス品質に

ついて第三者評価を得るべく、通産省（当時）

の「消費者企業優良企業」にエントリーした。

初回の挑戦は時期尚早という結果になったが、

1998 年に２度目の挑戦をして「消費者志向優

良企業」として医療界で初めて通産大臣賞を

受賞した。1997 年には(財)日本医療機能評価

機構（JCQCH)によって行われた優良病院の認

定を受けている。これは、同機構が行った初

回の病院認定で、全国の認定８病院のなかの

ひとつとして川越胃腸病院が選ばれている。

これらを皮切りに、いくつもの第三者評価

に積極的にエントリーしている。これは時代

のニーズに経営面で対応できているかをチェ

ックするために有効だという。

第三者評価に関して、当初こそ職員の関心

が低かったものの、第三者評価機関による認

定を得ると多くの職員が賛同し、協力するよ

うになった。同時に第三者評価への取り組み

が職員の満足にも直結するようになった。

CS と ES の好循環スパイラル

職員の満足は、モラルや能力を上げ、その

結果、高水準の医療サービスや心温かい医療

サービスの提供につながる。それが顧客満足

に結びつき、病院の社会的評価や患者数をア

ップさせる。さらには病院の収益増にもつな

がって社会的な満足につながるという一連の

好循環スパイラルを生む。他産業では CS と

ESの相関についての調査がかなり行われてい

るが、これまで医療機関での調査はあまりな

かった。そこで川越胃腸病院が CE と ES の相

関について他業界と医療機関で同じことがい

えるのかどうか、20 の医療機関に調査を呼び

かけて調べたところ、高い相関関係が示され

た。

「川越胃腸病院の職員は、自分自身の満足

が患者満足に直結していると常々肌で感じて

はいたが、この調査よって、ES が CE に直結

することを再確認できたという点が大きい」

と同院では分析している。

正看護師しかとらない

川越胃腸病院の望月院長は、准看護師廃止

論者だ。理由は、「たとえば医師に甲乙２種類

の資格があれば、乙はプライドをもって仕事

をすることができない」から。プライドをな

くせば仕事の質は下がる。だが、そのまま長

期間勤務を続けられれば給与を上げざるを得

ない。メリットはひとつもない。川越胃腸病

院では、看護職員にプライドをもって仕事を

してもらうために、准看護師は、全員学校に

行かせて看護師資格をとらせた。職員に責任

感とプライドをもって仕事にあたらせること

が生産性向上のポイントである。

顧客ニーズの吸い上げ

川越胃腸病院では、患者の日々の声を経営

に反映させるために、1994 年ころから医療サ

ービス対応事務局を設けている。事務局が患

者の声の情報を一元化し、情報の共有化をは

かる。吸い上げた患者の声（ニーズ）は、事

務局で吟味、検証した後、実施方針を示し各

部門に対策とフィードバックを行う。また、

各委員会活動への調整を行い、院内の医療サ

ービス活動を調整・指導する。クレームは、

その日のうちに院長に届くシステムだ。

医療サービス対応事務局は、企業でいえば、

お客様対応窓口のような部門で、事務局スタ

ッフはすべて兼務で 11 名いる。事務局の会議

は月２回程度だが、日々、討議が必要なもの



82

を分類し、紙ベースでのファイルの回覧を行

い、情報の共有化を図っている。

年に１度行う「患者さんアンケート」もあ

るが、患者の要望や感想を知る上で大きな役

割を果たしているのは職員が書き留める「患

者さんの声」のメモで、日々何十件とあがっ

てくる。これらは職員用の食堂の掲示板に貼

り出している。「患者さんの声」を見ると、た

とえば、清掃スタッフの細やかな心配りに患

者さんが喜んでいるのを目撃した別の部署の

職員が、「こういうことがあって、患者さんに

喜ばれた」など、他の職員を評価するといっ

たものが多い。このようにポジティブなもの

が圧倒的に多い。

ネガティブなものでは、非常勤医師に対し

「あの先生はあまり話を聞いてくれない」と

いったもので、サービス従事者の業務に対す

る姿勢を評価するものがある。これらは患者

から医師本人に届く声ではなく、受付や看護

師など他の職員が聞いた声を書き留めたもの

で、その意見を全職員が見られるように掲示

する。

ネガティブな意見を公表する際には、「こう

いう意見があるが、どう思うか」と書き込み

を行った職員が当事者に意見を聞き、「反省し

ます」とか「そういうつもりではなかった」

などといった、それぞれの当事者のコメント

も同時に掲示される。

自発性

川越胃腸病院では、業務改善、サービス向

上といった意識を職員に定着させ、仕事の質

に対して職員自らが厳しい態度をとる姿勢を

持つことが大事であると考えている。自発性

を養ういろいろな取り組みの中で、職員自ら

が、課題をみつけて半年ほどかけて研究し、

課題解決を図るといったことが、自発的に行

われるようになった、そうした研究成果は、

「事務部業務マニュアル」にまとめられ、同

院の正式なマニュアルとして採用されている。

病院の管理職が「これをやりなさい」と指

示することは一切ない。自ら課題を見つけて

取り組むという活動は 12～13 年前から始ま

り、今もその姿勢が受け継がれている。

電子カルテへの移行

川越胃腸病院では、2008 年から電子カルテ

への移行を行っている。2008 年 9 月の外来で

の電子カルテ導入に先駆けて、3 月にオーダ

リングシステムと病棟の電子カルテシステム

を導入した。希望があれば患者も電子カルテ

を閲覧できる。

導入に先駆けてシステム業務改善を行い、

どういう形で導入したらいちばん負担が少な

いのか検討し、段階的に進めてきたので、コ

スト面でも無理なく進められた。移行自体は

大変うまくいき、「患者さんが電子化への移行

に気付かないほどスムーズだった」という。
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○サービス生産性向上に向けて

競合病院との差別化、規模の適切性

について

川越胃腸病院の一番の特徴は、職員数や施

設規模の範囲で、きちんとした医療サービス

を提供できる範囲で経営を行うことを考え、

それ以上増やさないという方針をとっている

点である。病床数は 40、職員数 100 という数

字に、開設以来 40 年間こだわりをもっている。

40床というのは大学病院の単科の最低の病

床数で、質の高い消化器科専門医療を行うの

に最低必要なベッド数である。望月院長は、

「40 人の患者さんの向こうには家族がいる。

その家族を含めると 100 人の人を視野にいれ

て診療しなければならない」と考える。

職員の数 100～110 名というのは、一人の経

営者がスタッフ全員を自分の視野のなかに入

れて診療活動する最大数で、それ以上では目

が届きにくい。この規模だと病院と職員の距

離、患者さんと職員の距離を近いままに保つ

ことができる。「なんでも言える病院というの

が、距離の近い病院の利点だ」と望月院長は

いっている。規模が大きくなれば、病院に行

っても曜日ごとに医者も変わるが、距離の近

い病院ならいつでも同じ先生に診てもらえる。

なんでもいえる人間関係がそこにはある。

「この病院は、自ら作り上げてきた病院だ」

と感じる職員が同院に多いのも、この規模だ

からできることである。職員と病院の距離が

近い病院であれば、職員は病院のことに、病

院は職員のことに目が届く。患者と職員、そ

して病院の距離が近い。３者がコンパクトな

トライアングルを形づくっているのが川越胃

腸病院の強みである。

理想の病院像

最期を迎える場については、誰しもできれ

ば家族に囲まれて迎えたいと思っているが、

それが叶わない場合は病院で迎えることにな

る。「どんなにベストをつくしても、患者さん

の家族からすれば不満が残ることもあるが、

それを乗り越えて『この病院で最期を迎えて

幸せだった」といってもらえるのが、最高の

医療評価だ』と、望月院長は考えている。

川越胃腸病院は、消化器の専門病院だが、

それにもかかわらず「脳梗塞になったら、診

療してくれなくてもいい。それでも最期をこ

の病院で迎えたい」という患者がいる。病院

としては、一人でも多くの患者さんにそうい

ってもられるようにすることを、最大の目標

としている。

（以上）
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＜サービス生産性向上のポイント＞

① 独自の能力評価制度の導入で、サービスの視点から職員を評価し、手厚い処遇を行う。職

員満足は、モラルや能力を上げ、結果として高水準の医療サービスや心温かい医療サービ

スの提供につながる。それが顧客満足に結びつき、病院の社会的評価や患者数をアップさ

せている。さらには病院の収益増にもつながって社会的な満足につながるという一連の好

循環スパイラルを生む。

② 急性期医療部門しかない病院の経営は厳しく、質のいい医療をやればやるほど赤字になる

傾向がある。川越胃腸病院が利益を維持している最大の要因は豊富な実績をもつ内視鏡診

療にある。これに強みをもつ（専門特化する）とともに、病床数増やさず、医療サービス

の質の低下が生じないようにしている。こうした経営方針のもと収益性を確保するととも

に、サービスの継続的な改善を職員の自発性の中で推進している。

③ 電子カルテをはじめとする IT システムを積極的に導入し、情報共有を進めている。

④ 第三者評価機関による認定をサービスの質の向上に役立てている。

医療法人財団献心会 川越胃腸病院

本社所在地： 埼玉県川越市仙波町 2-9-2

理事長・院長： 望月 智行

ハイ・サービス日本 300 選 第４回受賞企業



85

無線 LAN 測位技術を活用した、新たな位置情報サービスを提供

クククウウウジジジッッットトト（（（東東東京京京都都都）））【【【IIITTT サササーーービビビススス】】】

今日、GPS（全地球測位システム）は、誰もが利用する身近な技術となっている。車載型カー

ナビゲーションはもとより、GPS 機能を搭載した携帯電話や腕時計、さらには測位技術を利用し

た多様なサービスに GPS は活用されている。GPS は衛星を使った測位システムであり、屋内での

位置情報の測位はできないため、アプリケーションの適用範囲は限定的であった。GPS が適用で

きない屋内外での測位をカバーし、ユニバーサルな測位情報を提供しようと考えたのがクウジッ

ト。ソニーコンピューターサイエンス研究所（ソニーCSL）に眠っていたテクノロジーを応用す

ることで、屋内外の区別なく位置情報サービスを提供することを可能にした。社名クウジットの

語源は“空（仮想）”と“実”を融合するという意味である。位置情報サービスを通じた仮想空

間と実空間のインタラクションを事業テーマとし、生活シーンに新たなサービスを作ることを目

指している。

○サービスの概要

クウジットは、無線 LAN 環境を応用した測

位技術をコアとして位置情報を利用した様々

なサービスを開発・提供しているベンチャー

企業。同社のコア技術である“PlaceEngine

（以下、PE と略す）”の詳細を説明する前に、

PE を応用したロケーション・アンプと呼ばれ

ているサービスの具体例から紹介しよう。

ロケーション・アンプとはどのような

サービスか

最初の事例は、三井アウトレットパーク仙

台港の事例である。これはアウトレットモー

ルの中で、お客様に iPhone を貸し出し、館内

のショッピングガイドを行うサービスである。

瞬時に屋内の位置を特定されるため、iPhone

のフロアマップ上で自らの位置を確認できる。

また、通りかかった店からお勧めの情報が配

信され、割引券などを受け取ることもできる。

その他、スタンプラリーのようなサービス

もある。特定のポスターにカメラをかざすと

iPhone が反応するもので、子供たちが楽しめ

るような工夫もある。スタンプラリーを利用

してもらうことで、お客様に施設内を回流し

てもらう、あるいは特定の場所に誘導するこ

とができる。このサービスは、１周年記念の

イベントで実施したものだが、そこで得られ

たデータをもとに、各店舗での滞留時間、回

流ルートなどを分析することで、人の動線な

どに関する情報を得ることができた。

同様の事例として、有楽町の「相田みつを

美術館」での案内システムの事例がある。

iPhone を利用者に貸与して、展示物に関す

る情報提供をするとともに、美術館側は作品

展示室への入退室、滞留時間等を計測できる

というサービスである。iPhone 画面でフロア

マップ上の現在の位置が示され、近くにある

作品ガイドが表示されるほか、鑑賞している

展示物の関連作品などが見られるサービスも

提供されている。

「相田みつを美術館」は、第一ホールと第

二ホールに分かれていて、いったん出口に出

なければ第二ホールに行けないという構造上
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の問題があり、第二ホールへの誘致が充分で

はなかった。そこに PE を導入することで第二

ホールへの誘導の促進につなげている。

また、同館では来場者の感想文をまとめた

感想文集を館内の休憩所に置いていたが、休

憩所の場所が充分認知されていないため、文

集を読む来場者は少なかった。そこで、iPhone

を通して休憩所の場所を知らせるとともに、

感想文集のコンテンツを画面上でも読めるよ

うにした。

ロケーション・アンプの特長

このサービスの目的はふたつに大別できる。

第一に、お客様に情報を提供して、ある場

所に移動を促し、集客力を上げるための位置

連動型のサービスを提供すること。第二に、

お客様の動きを動線として捉え、サービス事

業者のマーケティング情報の収集に活用する

ことだ。

お客様の動線や滞留時間がわかれば、声が

けのタイミングが計れるし、宣伝掲示物やポ

ップなどの効果的な設置場所を検討できるよ

うになる。つまり蓄積されたデータを現場の

具体的な運用改善や活性化に役立てることが

できる。

これまで GPS を活用した同様の屋外用シス

テムはあったが、屋内用の位置測定サービス

を具体化する動きはなかった。というのも産

業用の何千万円もかけたシステムを除けば、

コストが見合わないからである。PE はこれを

安価に実現できる点が最大の強みである。

ロケーション・アンプの機能価値

ロケーション・アンプは、「場所・空間連動」、

「特有なインタラクション」、「場所・空間の

拡張」という三つの特徴をもつ。

「場所・空間連動」は、ユーザーの地理的

位置に連動した情報配信を実現するもので、

場所を指定する技術はPEとGPSを状況に応じ

て選択する。

「特有なインタラクション」は、アプリケ

ーションに応じたインタラクションをフレキ

シブルに設計できるのが特徴。ユーザーの地

理的位置に加え、行動履歴に応じて配信する

情報を切り替えることができる。

「場所・空間の拡張」は、バーチャル技術

とセンシング技術を応用したサービス。より

リアルに現実を体感できるようにするため、

目の前の現実世界を補完する付加的な情報サ

ービスを提供する。

クウジットの事業モデル

クウジットでは、PE の技術をベンダーに提

供して、アプリケーション開発を支援してい

る。当面の目標は技術の普及である。主たる

収益源は①テクノロジーの技術ライセンス、

②PE を利用したシステムの受託開発、③アプ

リケーションの共同開発企業である提携先事

業者がサービスコンテンツを提供する際のマ

ージン収入――である。

○生産性向上の課題

クウジットのビジネスは、テクノロジーを

基盤技術として提供し、その普及と利用から

収益を得るモデルである。生産性向上には大

きく分けて、①事業化の課題、すなわち基盤

技術としてサービスに応用可能なシステムに

すること、②その基盤を活用したサービスを

普及するための方法に関する課題がある。

事業化の課題

クウジットのビジネスは、コア技術に立脚

して、その周辺のサービスあるいはアプリケ

ーションを個別に提供するものである。技術
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単体だけが欲しいというユーザーにはそれを

提供するだけだが、この技術を使ってサービ

スを提供するとなると、ショッピングセンタ

ーや美術館の事例のように、顧客ニーズは対

象分野ごとに、あるいはそこに集うユーザー

ごとに固有の期待に応えるため、クライアン

ト（サービス事業者）との意思疎通のための

時間を十分にかける必要がある。しかし、そ

れに重点をおくと結果として数がさばけず、

コスト高になってしまうという課題がある。

事業化の一番の課題は、そうした企画立案に

時間をかけて顧客ごとの満足度を高めるため

のサービスを作ること。そして、サービスを

提供する基盤部分をうまくプラットフォーム

化していくことである。

現状では、応用事例をこなしていくのが精一

杯で、コンポーネントの標準化ができていな

い。そのため、多くの開発事例を参考にコン

ポーネントを標準化し、ソリューションをパ

ッケージ化することが課題であるとしている。

サービス普及のための課題

PEを利用したサービス技術の普及も同社の

課題だ。三井アウトレットパーク仙台港のケ

ースでは、１周年記念で、最先端のシステム

を導入したという話題性からマスコミに取り

上げられ、集客率を上げることができたが、

本来の機能で集客率を上げるためにはさらな

る取り組みが必要になる。

また、ショッピングセンターでは端末を借

りて持ち歩く習慣がないので、無料で貸し出

してもなかなか借りてくれないことがある。

そうした場合、新しいショッピングスタイル

という文化の啓蒙から入っていく必要がある。

サービス普及のために必要な課題対応策

クウジットがサービス普及のために必要と

した３つの課題対応策をまとめる。

①サービスのインテグレーション化

位置測位の部分は共通基盤なのでプラット

フォームとしてのサービスの普及が課題とな

る。位置情報サービスの普及の鍵を握るのは、

実際に PE アプリケーションを利用する現場

のユーザーレベルでのシステムのインテグレ

ーション。これをいかにうまくやるかが重要

になる。

また、企画・デザインの部分では、お客様

の意図を汲み取る必要があるが、予算には制

限があるので、すべての顧客の要望を満たす

ことはできない。どこまで要望に配慮するか、

バランスを図りながらサービスを作ることが

肝要である。

②新しい技術、サービス獲得に向けてアンテ

ナを張る

新しい技術、サービスの開発に向けて末吉

社長は、IT ベンチャーの企業経営者と情報交

換をしている。それぞれの技術を持ち寄って

うまく連携してサービスが作れないかを日頃

から考えている。

③具体例での実証の積み重ねが重要

新しい技術を採用してもらうためには、実

績を示す必要がある。そのため、実証実験的

なアプローチで成果を具体的に示すことが重

要である。

たとえば、クウジットでは山手線内でロケ

ーション・アンプの実証実験を行っている。

移動体の中でも瞬時に位置を計測できること

を示すことが目的だ（ただし、物理的に移動

した分だけ場所はずれる）。山手線の実験では、

この位置測定を利用して駅を通過する際に、

その駅に関する情報配信をするサービスや、

アラームで停車駅が近づいたことを知らせる

というサービスの検証を行った。
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○サービス生産性向上の取り組み

クウジットのビジネスモデルは、B to B 型

のサービスが基本である。顧客であるサービ

ス事業者がより多くの顧客を獲得し、より少

ないコストで高機能・高品質なサービスを提

供できるようにすることが、クウジットが利

益を得る仕組みになっている。テクノロジー

をこのようなビジネスモデルに結びつける企

業化の経緯をみてみよう。

バイオノート開発からソニーCSL に異動

したことがきっかけだった

クウジットの末吉社長は、ソニーの出身で、

長年、VAIOノートなどの開発に携わってきた。

ソニーコンピューターサイエンス研究所（ソ

ニーCSL）に異動した際、ソニーCSL の研究成

果である無線 LAN を利用した測位技術が事業

化されていない点に着目した。

当時ソニーでは、この技術をシーズとして

どう事業化するかという観点から取り組んで

いたために、技術の売り込みしか考えていな

かった。取り組むうちに、「この技術はインフ

ラ的な技術・サービスであるという特徴があ

るから、ソニーの一商品の機能に組み込むだ

けで終わってしまったら面白くない。公共イ

ンフラ的なものも含めて、事業用途としてい

ろいろなサービスに展開していきたい」と末

吉社長は考えるようになる。もちろんこうし

た事業は、費用対効果が見えるものではない

ので、ソニーのような大会社にはそぐわず、

ベンチャー的に行った方が機動性もある。そ

こで、ソネットエンタテインメントから資金

協力を得て起業するに至った。

起業当時から技術の応用可能性がすべて

見えていたわけではない

末吉社長は、「起業当時、PE がどのような

サービスに拡がるかについて良く見えていな

かった部分があった」と言っている。技術を

普及させることで応用範囲が広がるという予

想はあったものの、現在のビジネスモデルは、

実際にビジネスを走らせながら見えてきたと

ころがあるという。

「無線 LAN で測位する技術」は、工場等の屋

内施設では業務用に昔から使われていた技術

である。しかし開発にはかなりの費用がかか

ったため、アプリケーションとしての広がり

は限定的であった。クウジットは事業化のた

めのオリジナルの技術「PlaceEngine」を開発。

さらに、無線 LAN の電波情報にユーザーが参

加する形でタグ情報を付与し、ビルのフロア

情報などの位置測定もできるシステムを付け

加えて、安価で容易に位置情報を利用できる

サービス「ロケーション・アンプ」を開発し

た。

サービス事業者が PE を活用する

メリット

ここでは、PE の活用メリットを整理してお

こう。

●リアルタイムでの位置測定が可能に

PE は、瞬時に場所を取得できるのが最大の

特徴であり、これによって人の位置をリアル

タイムで追跡したり、屋内での行動を推測す

ることができるメリットがある。もともとは、

屋内での GPS による測位を補う形での技術で

あったが、都会のよう無線 LAN が途切れなく

あるような場所では、屋外でも PE は数メート

ルの範囲まで精確な位置情報が計測できる。

このPEのリアルタイム性を活用したGPSと

のハイブリッド型のシステムもある。GPSは、

測位を開始するまでに一定時間を要するため、

コールドスタートの場合、開始して測位する

まで 30 秒程度の時間を要する。通常、ユーザ

ーはその間待たなくてはいけないのだが、PE

とのハイブリッド型のシステムでは、GPS が
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機能し始めるまでの時間を PE で代替する。

●経度・緯度情報だけでなく高さも計測でき

る

PE は、ビルのフロア階数を特定することがで

きる。これは、高さを計測しているのではな

く、基地局からの無線 LAN の電波のパターン

を予め学習しておいて、そのパターンに位置

情報のタグ付けを行い、情報を取得するとい

う技術である。これによってアウトレットモ

ールや美術館等の各フロアを識別して人の動

きを特定している。

●測位システムの保守容易性

こうした様々な機能面での特徴があるが、

PE は、位置測定の保守管理の部分が従来のも

のと比べて大分軽減されている。

今後の展開について

①ライフログ・サービス

クウジットが現在開発に力を入れているサ

ービスが「ライフログ」である。これは、都

市生活者に特化した行動調査を行うために、

PE 技術を活用したもの。たとえば「地下鉄を

乗り換えて、山手線に乗って、新宿に出る。

その後、地下街をうろついて、次どこに行く」

というような都市型の行動・滞留パターンを

シームレスに位置測定し、行動パターン情報

を採集することができる。これまでは、交通

量調査、出口調査、ヒアリング・アンケート

調査のようなものでしか、行動情報を把握す

ることが出来なかったが、PE の活用で新しい

マーケティングツールが提供できる。

また、応用として自分自身のライフログも

とることができるので、休日の自分のよく行

く場所や平日の通勤経路などを見ることがで

きる。

②位置情報連動型広告宣伝サービス

もう一つ開発に取り組んでいるのが、位置

情報連動型の広告宣伝サービスである。広告

代理店やコンテンツプロバイダー会社と連携

して、利用者の生活シーン（場所、行動）に

連動して広告情報を配信するツールの基盤を

つくろうとしている。

○サービス生産性向上に向けて

コア技術を用いた新事業の立ち上げにつ

いてやるべきこと

本事例は、新しいテクノロジーを基盤とし

たサービスの作り方とその普及の方法の一例

をみるものであった。

これまでの歴史をみても、開発当事者の発

想を超えて、思わぬ応用からテクノロジーが

普及することがある。とくに基盤的な要素の

強い技術の場合、事業化にあたっては詳細な

経営計画を立てるよりも、明確なコンセプト

のもとやれることをまずやり、やりながら顧

客が求めているサービスの価値は何かを見出

し、収益モデルを作りあげていく方がいい。

実績を積み上げていくなか、信頼を獲得する

なかで、テクノロジーの利用者を増やしてい

くことが重要である。

さらに、どんなに優れた新しい技術のサー

ビスであっても、資金力のある企業が、すぐ

同様の技術を開発しサービスを展開してしま

う可能性があるので、いかに技術やサービス

を陳腐化せないかが、ベンチャーが生き残っ

ていくための大きな課題となる。

クウジットの末吉社長は、こうした点に留

意して PE の普及を目指し、新たなサービスの

開発に着手している。

（以上）
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＜サービス生産性向上のポイント＞

① ソニーCSL の研究開発成果として埋もれていた技術の事業化を目指した。

② 既存技術（GPS）の課題を解決する技術としてとらえ、ユニバーサルな位置測定技術をコア

としたアプリケーション開発に取り組んだ。

③ 動的に変化する無線 LAN 環境を活かした技術を用いたサービスであるため、アプリケーショ

ンの適用領域ごとにサービスの内容に工夫をしている。

④ その分野のサービス事業者と協業する形でアプリケーションの開発とその後のビジネス化

を進めている。

⑤ 「ライフログ」というコンセプトでサービスの実証実験を展開し、顧客（“PlaceEngine”を

活用したいサービス事業者）の獲得を目指している。

⑥ 顧客ごとのより満足度の高いアプリケーション構築を可能にするには、顧客が自ら開発に参

加できるよう、基盤となる標準化されたコアサービスの上に、様々なソリューションをパッ

ケージとして展開できる開発プラットフォームを作っていく必要がある。

クウジット株式会社

本社所在地： 東京都港区麻布十番 4-1-8 三和第一ビル 2F

代表取締役社長： 末吉 隆彦

資本金: 1 億 3,448 万 7500 円、従業員数：10 名

ハイ・サービス日本 300 選 第５回受賞企業
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滞在客向けに魅力あるアクティビティプランを企画し、連泊・再訪を促す

斎斎斎藤藤藤ホホホテテテルルル（（（長長長野野野県県県）））【【【ホホホテテテルルル業業業】】】

斎藤ホテルは、長野県の鹿教湯温泉に古くからある旅館・ホテルである。もともと病院が近く

にある温泉旅館ということから、70 代の湯治客を中心とする旅館（宿泊施設）として親しまれ

ていた。温泉滞在を健康増進に結びつけた取り組みを始めたのは 1977 年頃。鹿教湯病院と連携

して｢健康の里｣というキャッチフレーズのもと、健康づくりを全面に押し出して営業を開始した。

厚生労働省認可の温泉利用型健康増進施設でもあり、温泉利用指導者、健康運動指導士といった

専門スタッフが常駐。温泉の効果的な利用法や、健康状態や体力にあった入浴・運動プログラム

を提案している。斎藤ホテルに 4泊した顧客の 22～25%が、1 年以内に再宿泊するというリピー

ト率の高いホテルである。斎藤ホテルは、ドイツの保養地バーデン・バーデンのような長期滞在

型の施設を目指し、独自の集客サービスを展開している。

○サービスの概要

ホテルの概要

斎藤ホテルは、長野県の湯治場にある歴史

ある旅館である。もともと近くに鹿教湯温泉

病院がある関係から、療養を兼ねた長期滞在

型の宿泊施設を狙っていたが、顧客ニーズを

把握しきれず、一泊型が中心になってしまっ

ていた。そんな中で、｢ステイ割引｣という宿

泊割引プラン（4 連泊する顧客の 4 泊目の宿

泊代（食事代を除く）を無料にするプラン）

を導入したところ、年配者を中心に次第に連

泊数が増えていった。

平均宿泊日数は 2.5 日、一番多い連泊数は

4 日、8割以上が 2日以上の連泊をする。顧客

層は 70 代の夫婦が中心だが、斎藤ホテルに 4

泊した顧客の 22～25%が、1年以内に再宿泊す

る。さらに、リピート客のうちの半数が次回

も訪れるなど、リピート率の高さが特徴であ

る。宿泊者は、県外が 6 割、県内が 4 割であ

る。

経営理念

斎藤ホテルの経営理念は「もんじゅ かし

わば おもてなし」である。「もんじゅ」は文

殊堂の文殊で、「かしわば」は柏の葉のこと。

落葉樹ながら春に若葉が出るまで葉が落ちず、

子孫繁栄の縁起物とされている。斎藤ホテル

の歴史は 400 年前の鹿教湯の温泉開発にまで

さかのぼるが、この温泉地の歴史と伝統を次

世代に伝えていく決意を「かしわば」で表し

ている。「おもてなし」はサービス業の基本で、

これを忘れず徹底を図るとの意味が込められ

ている。

健康づくりをメインとしたサービス展開

1977 年頃、鹿教湯病院と連携して｢健康の

里｣というキャッチフレーズのもと、健康づく

りをメインとした営業を開始した。これは、

専属のトレーナーを雇用し、宿泊客の健康づ

くりを支援しようというプランである。具体

的には、温泉入浴に加えてプールで運動した

り、周辺をウォーキングするといった安全か

つ楽しく健康づくりができるプログラムを提

示し、指導するというサービスである。斎藤

ホテルは、信州の景勝地や観光スポットへの

オプショナルツアーを企画するなど、滞在者

へのサービス領域を拡大することで顧客獲得
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を目指してきた。

斎藤ホテルが提供しているサービス価値

「斎藤ホテルのサービス内容は、一般的な

ホテル・旅館のサービス内容から見れば平均

点ぐらい。」と斎藤支配人は言う。しかし、平

均的なホテル・旅館が成し得ない独自のサー

ビスを利用者に提供している。それは同ホテ

ルに滞在する利用者を楽しませるさまざまな

プランを企画することであり、同社ではそれ

を重要なサービスとして位置付けている。

たとえば、山岳ガイドの引率で楽しむ低山

のハイキング、諏訪大社への日帰りツアー、

メーカー訪問といったさまざまなツアーやア

クティビティの開発が、同社の価値を高める

サービスであるととらえている。そのサービ

ス価値は、接客スキルの向上だけでは生まれ

ない。斎藤ホテルでは、従業員のお辞儀の角

度を細かく指導するといった接客術を指導し

ていないが、滞在者を楽しませるための企画

力と、顧客とのコミュニケーションを社員に

求め、サービスの向上を図っている。

○生産性向上に向けた課題

湯治湯の温泉場での療養という伝統を引き

継ぎ、健康づくりをコアとした長期滞在型宿

泊モデルをいかに構築するか、時代変化に合

わせてプランづくりをしていくことが課題で

ある。また、周辺地域の競合する温泉街との

差別化を図るために、温泉街全体で観光客獲

得に向け、町ぐるみの特徴づくりをしていく

必要がある。

長期滞在型の宿泊客を中心に顧客開拓をし

ているが、利用者は 70 代中心である。より若

い世代にも長期滞在型のプランを利用しても

らうために、若い世代のニーズに合わせたプ

ランの企画をしていく必要がある。

○サービス生産性向上の取り組み

長期滞在型の客層を狙ったサービスづく

り

斎藤ホテルの長期滞在客獲得のための取り

組みについては以下のとおりである。

① 近隣の病院の存在と温泉場という特徴を

活かし健康づくりのツアーのプランを作

成。専属のトレーナーを雇用し、運動指

導を実施したり、プールなどの設備を利

用したプログラムを提供して集客に向け

た取り組みを行っている。

② 他の宿泊施設と差別化するため、長期滞

在型の顧客に特化するための「ステイ割

引」（4日目の宿泊料は無料）を実施して

いる。「ステイ割引」導入後、年配者を

中心に長期滞在客が大きく増えた。

③ 70 代以上の顧客を対象に健康づくり以外

のツアーも各種企画している。ツアーの

企画は、フロント主導で行い、従業員の

参加者を募って検討している。

④ 長期滞在者への料理の献立は工夫が必要

で頭痛の種であったが、和洋中 40 種類の

料理で構成するビュッフェスタイルを採

用することでこの問題に対処した。

⑤ 月ごとに「～フェア」のような料理のテ

ーマを立て、変化をもたせている。料理

フェアで提供するものは、地域の食材に

限らず、他地域（北海道など）の旬の食

材も取り込んで目新しいメニューも提供

する。

⑥ ペットを家に置いて長期滞在できない利

用者のために、ペットの宿泊ホテルを設

置し、ともに過ごせるようにした。
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リピーターを増やすための取り組み

斎藤ホテルは、ホテルの奇数階が分譲マン

ション（すでに全室分譲済み）になっている。

そのためホテルの利用者が滞在中に入居者と

仲良くなり、それが動機となって同ホテルに

繰り返し訪れるケースもある。入居者と利用

者を施設内に混在させることについては、「細

かいトラブルは山ほどあるが、それを差し引

いてもメリットは大きい」としている。

斎藤ホテルでは、ホテル・旅館と顧客との

関係性を作ることが、リピート客を獲得する

上で重要になると考えている。パンフレット

などに必ず担当者の顔写真を載せているのも、

これにより顧客がスタッフを身近に感じられ、

信頼関係を築きやすくなるからだ。信頼関係

ができれば、リピート率が高まる。また、顧

客と旅館・ホテルとの信頼関係を高めるため

に必要なことは、施設の雰囲気やスタッフの

マナーより、スタッフの人間性を磨くことで

あると考えている。人間として魅力をそなえ

たスタッフはコミュニケーション能力も高く、

顧客とよい関係性を築くことができる。

更には、リピート客の獲得のための情報発

信も重視している。一度宿泊した顧客には、

ダイレクトメールを年 12 回送信するほか、

「斎藤ホテルリポート」という冊子も作成し、

毎月 1万部発行している。コストはかかるが、

これがリピート客獲得の最大の武器になって

いるという。

○サービス生産性向上に向けて

アクティブなシニアを獲得するサービス

の必要性

70 代の顧客は、仕事をリタイアした後もさ

まざまな活動にアクティブに取り組む傾向が

みられ、同ホテルでも、健康づくりプランや

オプショナルツアーに積極的に参加している。

同社では、主力顧客年代を現在の 70 代から少

し下げ、退職直後の 65 歳以上の夫婦の取り込

みを図りたいとしているが、その世代は国内

旅行より海外旅行を選ぶ傾向が強い。今後は

海外旅行を嗜好する定年直後の年齢層をター

ゲットに魅力のあるプランを作っていく必要

がある。

新たな顧客開拓のために

斎藤ホテルでは、より若い世代に関心を寄

せてもらうために新しい企画を立てている。

最近開始した土日ツアーは、歴史に関心のあ

る｢歴女｣を対象にした着地型のツアーで、上

田近辺をめぐり、解散した後、別所温泉や鹿

教湯温泉に来てもらうことを目的としたツア

ーである。

（以上）
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＜サービス生産性向上のポイント＞

① サービスの定義によって何に取り組むべきかの方向性が変わってくると斎藤ホテルでは考

えており、すべてのサービスを 100％充実させることはできないので、焦点を絞ってユニー

クなホテルを目指している。

② そのひとつは、長期滞在型のホテルという湯治場の伝統を引き継ぐもので、宿泊料金プラン

の工夫や、ツアーの企画、キッチン等の施設整備、ペット持ち込み可の方針をとっている。

③ 生産性という視点から効率がいいのはリピート客を増やすこと、経験上、新規の顧客の開発

には時間と費用がかかると考えている。増やすためにはそれぞれの考え方、地域性はあるが、

ホテルと顧客との関係性を深めることが重要だとしている。

④ リピート客を作ることを重視しており、顧客との関係性を作るために、スタッフとの信頼関

係を作る取り組み、分譲マンションとホテルを両立し、顧客との接触機会を設け、顔見知り

になるコミュニティを形成することでリピート客を増やしている。そのほか、頻繁なダイレ

クトメールや広報誌の作成、スタッフの顔写真入りの宣伝などを行っている。

<手すりや椅子も備わり高齢者に安心な貸切風呂>

株式会社斎藤ホテル

本社所在地： 長野県上田市鹿教湯温泉 1387

代表取締役社長： 矢島 榮一

資本金: 5,000,000 円

ハイ・サービス日本 300 選 第６回受賞企業
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１万人のアクティブシニアを組織化し、真のニーズを商品開発に活かす

シシシニニニアアアコココミミミュュュニニニケケケーーーシシショョョンンン（（（東東東京京京都都都）））【【【コココンンンサササルルルタタタンンントトト業業業】】】

我が国は、2020 年には総人口の 3割近くが 65 歳以上になる超高齢社会に向かっている。高齢

化が進めば進むほど、シニアの市場が広がると考えられるが、世の中のマーケティングの対象は

相変わらず若年世代を中心にした市場である。

シニアコミュニケーションは、2000 年に創設されたシニアのマーケット専門のコンサルティ

ング会社である。最近では、シニア市場のニーズをもとに他社と連携して独自にシニア向け商品

の開発も手掛けている。社長の山崎氏は、創業当時、高齢社会に突入しているにもかかわらず、

シニアに関するまとまった情報が世の中にほとんどないことに気付いた。シニアに関する有用な

情報を集めることで、将来、ビジネスチャンスが広がるのではないかと考え起業を行った。

現在は、シニア限定のコミュニティサイトを立ち上げ、シニア向けマーケティングサービスを

提供している。シニアのコミュニケーションの場から生まれたシニア世代の意見や真のニーズを

もとにした商品開発にも成功している。

○サービスの概要

シニアコミュニケーションは、「シニアが

生き生きと楽しく暮らせるよう社会に貢献す

ること」を企業理念に、マーケティング事業

を柱とする調査や商品開発・企画提案、人材

業務、投資業務などシニアに特化した事業を

行っている。

また千葉商科大学と提携して 2008 年から

「生涯現役大学」の運営を手掛けている。こ

こでは 50 歳以上の受講者に向けてサービス

マナーや介護の基礎講座なども開催するなど

生涯現役を目指すシニアの支援活動も積極的

に展開している。

事業概要

主な事業は、企業サポート業務・コンシュ

ーマー業務・人材サービス業務・投資業務の

4 つの事業からなる。2000 年 5 月にシニアマ

ーケット専門機関として設立した会社であり、

シニア向けの業務のみでこれまでの約 10 年

間に 1500 社以上の企業と 3000 以上のシニア

関連プロジェクトを実施してきた。同時に、

シニア団体とシニア会員組織とのネットワー

クも多数所持している。

シニアコミュニケーションが運営するウェ

ブサイト「シニアコム.JP」の会員は現在 30

万人に上る。さらにそのうちの 1 万人が別組

織の MASTER という会員になっている。

ベースとなる事業は、50 歳以上のシニア向

けの定性・定量調査で、2600 件を超える実績

を持つ。この強みを武器にさまざまな業務を

行っている。

シニアコミュ二ケーションの主な業務は以

下のとおりである。

 企業サポート業務

企業サポート業務は、クライアント企業

からの依頼によって、シニアマーケットに

関する調査からコンサルティング、自社運

営媒体を含むシニア向け各種媒体を通じた

プロモーション企画･実施、各種クリエイテ
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ィブ制作、シニア会員組織の運営代行等シ

ニア向け事業展開における様々なサポート

を行う。

 コンシューマー業務

一般消費者を対象として、シニアのニー

ズを把握している同社のノウハウを利用し、

「シニアのニーズ」に合った商品･サービス

をクライアント企業と共同開発し、プロフ

ィットを折半する。

同社は、調査経験に基づいた商品企画と

ネットワークを利用したプロモーションを

担当し、「シニアの口コミ」によるヒット商

品を生み出す。

これまで ALBA および ALBA パートナーズ

と提携したゴルフサイト「ALBA シニア」、

アイフリークと提携した携帯電話向けの装

飾メール専用サイト「らくらくデコメ」、

IBJ と提携した子供のための結婚相談を行

う「おやごころ」などを手がけてきた。

また、独自企画の商品・サービスとして

は、本格芋焼酎「なゝこ」、黒ワイン「Noir(ノ

アール)」、アンチエイジングレストラン「麻

布十八番」などがある。

 人材サービス業務

シニアによる顧客対応が求められる「ホ

テル･旅館」「高級小売･飲食」「GMS･コン

ビニ」「コールセンター」「介護」業界な

どに、シニア人材を提供する。「紹介」「紹

介予定派遣」「業務請負」などのフィーに

よる収入である。

 投資業務

シニアマーケットの専門機関の情報力を

活かして、シニア向けサービスなどの事業

に投資を行っている。投資先の企業は、シ

ニアビジネスに進出しようとしている企業

である。

図表．シニアコミュニケーションの事業構造

50 未満お断り「シニアコム.JP」

シニアコミュニケーションはさまざまな事

業を展開しているが、中でもユニークなのが、

50 歳未満お断りのコミュニティサイト「シニ

アコム.JP」の運営である。ここに会員登録を

すると、コミュニティやブログの作成、イベ

ントへの参加ができる。他の SNS とは違い、

同世代との会話が楽しめるので安心して利用

できるとの口コミで会員が増え、現在の会員

数は 30 万人に上る。会員の中にコミュニティ

があり議論やオフ会などが活発に行われてい

る。

情報感度の高い会員は、さらに詳細な情報

登録をすることで「MASTER 会員」になること

ク
ラ
イ
ア
ン
ト
企
業

シ
ニ
ア
・
高
齢
者

シニアコミュニケーション

企業サポート業務

コンシューマー業務

人材サービス業務

投資業務

シニアマーケット

開拓のためのさま

ざまなサービス

対価

「情報」、「サービ

ス 」 、 「 機 会 」 、

「場」の提供

会員登録、協力

対価
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ができる。MASTER 会員は現在 1万人おり、会

員は同社がクライアント企業とのシニア向け

商品開発を行う際のグループインタビューに

参加できるほか、様々な調査やモニターなど

を通じて、社会活動に参加する。同社の調査

活動の精度を高める上で、また提携企業と商

品開発を進める上で MASTER 会員からのフィ

ードバックは欠かせない。

同社は「シニアコム.JP」を通じて毎日シニ

アから発信される情報を収集、また、各種調

査を行ってシニアのニーズを吸い上げ、情報

を蓄積している。

市場調査の真空地帯

これまでの日本の企業は、ファミリー層向

けのマーケティングを主として行っていたた

め、シニアマーケットに関する研究はあまり

進んでいなかった。高齢社会といわれるよう

になりシニア向けマーケティングの需要が広

がっているが、新しくシニアに関する調査を

試みようとしても調査母体が存在しないため、

精度の高い分析ができてこなかった。こうし

た状況の中で、シニアコミュニケーションに

調査やコンサルティングなどの依頼が集まる。

○シニア専門のマーケティング会社を立ち上げる上での課題

シニアに関するまとまった情報がなかっ

た、だから起業した

創業者の山崎社長が起業を思い立ったのは、

自らが必要とするサービスを提供する企業が

なかったからだという。コンサルタント会社

勤務時代、山崎氏は欧州のプライベートバン

クの日本進出のサポートを手掛けたことがあ

る。その際に対象となるシニアの調査をした

が、当時、日本にはシニアに関するまとまっ

た情報がほとんどなかった。これがシニアマ

ーケットに関する専門機関を作ることになる

きっかけであった。今後超高齢社会を迎える

にあたり、シニアの情報の必要性は高まるは

ずであり、そこにビジネスチャンスがあると

みて起業した。

シニア情報の調査機関にとってまず必要な

のは調査に応じてくれるシニアであることか

ら、山崎社長は調査に回答を寄せてくれる会

員を集めるため、2000 年 7 月にサイトを立ち

上げた。そこでシニア会員をネットで募集し

たが、その当時、50 歳以上のネット人口はわ

ずか 7％程度であったため、ネットでの伝播

力は低く、フリーペーパーの配布やシニア向

けのイベントにブース出展するなど、会員集

めに奔走しなければならなかった。

その後、インターネットがシニア層にも定

着し、60 代以上の利用者が 6割以上、50 代以

上で約 8 割の人がネットを活用するようにな

ると会員獲得環境は大きく変わった。宣伝や

広告をしなくても、クチコミを中心に会員数

が拡大していくようになったのである。

インターネットが普及するまで

当時は今でいう SNS のような仕組みがなか

ったため、会員との意見交換はインターネッ

ト上の掲示板でのやりとりがメインであった。

意見に偏りが生じないように同社のマーケテ

ィング担当者も加わって、活発な意見交換を

行った。それらの掲示板に書き込まれた意見

や、アンケート調査に基づいてアイディアを

提案・商品化していった。

魅力あるサイトの維持

シニアの生の声を収集できるコミュニティ

サイトの運営を維持していくためには、参加

するシニアにとって魅力あるコンテンツを提

供し続ける必要がある。これが事業を成功に

導く鍵となる。また、シニアマーケティング
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に関心を持つクライアント企業に対し、最適

な情報提供と魅力ある企画提案を行うために

必要な高度な技術水準をいかに保持し続ける

かがシニアコミュニケーションの課題である。

○サービス生産性向上の取り組み

シニアに特化したサービスの提供

シニアに特化した事業を展開している同社

には、新規にシニア向けビジネスを始めたい

という会社から依頼が来る。結果としてシニ

アマーケットに関する新たな情報が他社より

も早く得られることになる。よって、情報が

さらに蓄積され、投資の判断や新規ビジネス

の構築にも最新の情報を基に優位に働きかけ

ることができる仕組みになっている。

シニアコミュニケーションと同様にシニア

に特化したサービスを提供する競合事業者は

今のところ存在していない。

シニア世代のマーケットニーズを把握す

る分析力

シニアの市場調査は、単にシニアを対象に

アンケートを行えば済むものではない。各企

業のマーケティング戦略によりターゲットも

変わってくるため、商品やサービスに応じて

どのようなニーズを引き出したいのかといっ

た詳細なところまで落とし込んだ調査を実施

する必要がある。

団塊世代のみを対象にする、世代で分ける、

嗜好性で分けるなど、目的に応じて分析の軸

は変わり得るが、これまでに蓄積された経験

やノウハウに基づき、同社ならではの調査手

法がほぼでき上がっている。市場調査では、

調査結果の読み込みがもっとも重要な作業に

なるが、そこは個々のコンサルタントが担当

している。

商品開発の際には調査結果を踏まえて必ず

別途設問を立て、再調査を行っている。より

深い分析が必要になる場合はグループインタ

ビューを実施する。その際は、コンサルタン

トが司会する様子を映像配信し、隣の部屋に

いるクライアントにリアルタイムで見せるこ

ともあるという。質問の内容や調査の組み立

ては、ニーズに基づいて設計するが、クライ

アントの属性や要望に応じてその都度最適な

ものを作り込む。

基本的には「MASTER」会員および「シニア

コム．JP」の会員を調査対象としている。

シニアが何度も訪問するサイトを作る

現代のアクティブなシニア層は、社会貢献

したい・勉強したい・同世代の人と出会いコ

ミュニケーションをとりたいという気持ちが

強い。「シニアコム.JP」でも会員が自発的に

ブログやコミュニティを立ち上げ、オフ会や

イベントを企画している。これらアクティブ

なシニアの活動がサイトに魅力を与えている。

サイトは、「ここが使いづらい」「こうい

うものがあったら良い」といったアンケート

調査結果に基づいて、日々改善を行う。これ

がサイトの活性化につながっている。

この結果、常に変化や目新しさのある、飽

きさせないサイトとして、500 万 PV（ページ

ビュー）/月というアクセスを達成している。

データ蓄積のサイクル

シニアに関する豊富な調査データを保有し

ていること、そして最新の調査結果を過去の

膨大な調査情報に紐付けできることがシニア

コミュニケーションの強みである。一般的に

は依頼ごとに母数を集めて調査しなければな

らないが、シニアコミュニケーションでは、

自社の会員を使って継続的に調査ができるた

め、調査結果の変化を詳細に分析することが

できる。

たとえば車のシートの座り心地に関する調
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査であれば、過去に行ったリビングのソファ

ーの座り心地の調査結果と比較してより詳細

な分析を展開できるというメリットがある。

調査実績が増えるほどシニアコミュニケー

ションに分析のノウハウが蓄積され、コンサ

ルタントの専門性も高まり、より精度の高い

調査ができるようになる。

MASTER 会員が参加する商品開発

シニア向けコンシューマー商品の開発では、

「シニアコム．JP」のコミュニティでの議論

がきっかけになって商品化されるケースもあ

る。同サイトのアクティブメンバーである

MASTER会員に自らが欲しい商品に関する意見

を出してもらうことで、シニアが本当に欲し

い商品開発が可能になるからだ。

たとえば、限定販売の高級焼酎の「なゝこ」

は、シニアコミュニケーションと酒造メーカ

ーが共同開発した商品だ。初回の限定発売は

2003 年である。その少し前から、焼酎は健康

に良いと話題になりつつあった。コミュニテ

ィ内でも焼酎に関する話題が一部で盛り上が

りを見せていたもの、女性の多くが「焼酎は

おしゃれではない」という意識を持っていた

ため一般的には焼酎はそれほど売れていなか

った。そこに目を向け、同社は MASTER 会員の

意見を集約して商品の共同開発を行った。具

体的にはボトルデザインの議論に始まり、試

飲とそのフィードバック、ネーミングも募集

して発売にこぎつけたのである。

開発の様子をサイトでも実況することによ

って開発に直接かかわったメンバーのみなら

ず、MASTER 会員の多くが「自分たちが作った

焼酎である」という意識を共有することがで

きたため、発売された商品を応援しようと根

強いファンになっていく。「なゝこ」は初回

の発売以来毎年限定販売を行っており､2009

年には七代目の「なゝこ」が 5000 本限定で発

売されている。シニアの心を捉えた商品は長

く支持される傾向にある。MASTER 会員が商品

のユーザーとなる点も、提携企業にとって大

きな魅力であろう。

○サービス生産性向上に向けて

先行参入の利点を活かす

今後拡大することはあっても、なくなるこ

とはないのがシニアマーケットである。同社

は先行参入の利点を活かして事業拡大を図り

たいとしている。現在、企業サポート業務の

リピート率は 70％を超える。リピート調査を

行うことでシニアに関する豊富な情報が集ま

り、精度の高いデータを提供できるという好

循環を生んでいる。

しかし慢心は禁物で、「現時点では“世界で

一番シニアのことがわかる会社”をうたって

いるが、油断をすればそれも過去の遺物とな

ってしまう」と山崎社長はいう。そこで「依

頼を受けたら相手の 100 倍考える」ことを社

員にも自らにも課しているという。

アジア諸国への進出

2006 年 4 月、市場調査や介護情報、シニア

向け情報を発信するサイトを運営するシニア

パートナーズをソウルに設立した。韓国では

2008 年 7 月から介護保険法が施行され、今後

シニア市場への関心が高まってきている。同

社が蓄積してきたノウハウをその市場に活か

せると考えての進出である。今後、高齢化の

進む中国やタイなどへも進出する可能性もあ

るという。
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消費の主導は女性が握っている

同社では今後、｢シニアコム.JP｣のモバイル

への展開もしていく予定である。また、消費

を担うのは女性であると考え、今後はシニア

女性にターゲットを絞ったマーケティングに

力を入れ会員を増やしていく意向である。

（以上）

＜サービス生産性向上のポイント＞

① 高齢社会において主要な購買層になるシニア層に特化したマーケティングをビジネス領域

とし、既存のマーケティング調査から抜け落ちている部分のデータを社会に提供している。

② マーケティングデータの収集・蓄積・分析の手段として、参加者を 50 歳以上に限定し、ソ

ーシャル・ネットワーキング・サービスを活用したコミュニティサイトを開設している。同

時に、このコミュニティサイトをシニア世代の新たなコミュニティ形成の場として提供して

いる。

③ コミュニティサイトで生まれた声からニーズを抽出し、評価・分析することで、シニア世代

の真のニーズ、潜在的なニーズを把握し、商品として企画提案、具現化することで新しい価

値を社会に提供することができている。

株式会社シニアコミュニケーション

本社所在地： 〒107-0052 東京都港区赤坂 8-1-19 日本生命赤坂ビル 7階

代表取締役社長： 山崎 伸治

資本金: 14 億 1987 万 2000 円 （2009 年 12 月末現在）

ハイ・サービス日本 300 選 第２回受賞企業
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繁閑の差で生じる稼働率の低下を的確なマネジメントで改善

シシシミミミッッッククク（（（東東東京京京都都都）））【【【医医医薬薬薬品品品開開開発発発支支支援援援サササーーービビビススス】】】

日本の医薬品市場は、6.7 兆円であり、アメリカに次ぐ世界第 2位の市場規模である。医薬品

は、研究開発から承認取得まで平均 15～17 年の期間がかかるとされる。さらに候補化合物が医

薬品として成功する確率はごくわずかであり、1 品目あたり 1,000 億円近くの研究開発費がかか

るといわれている。

医薬品開発の多くの部分を占めるのは治験に関するものである。欧米では、1970 年代から治

験を中心とした新薬開発を支援する CRO ビジネスが存在していたが、日本では、1997 年まで CRO

ビジネスが整備されていなかった。シミックは、日本における CRO 立ち上げの中心メンバーであ

る。治験における生産性の決め手は、厳格な GCP に従った試験の実施と開発人材のマネジメント

にあるとし、CRO 業界最大手として、新薬開発を支えている。

○サービスの概要

CRO とは何か

シミックは、新薬の開発を支援する会社で

あ る 。 CRO と は 、 Contact Research

Organization の略称で、新薬開発の主に臨床

試験（治験）の部分の開発支援を行う組織を

意味する。

新薬の開発では、候補物質が発見されて薬

理効果が検証され、臨床試験を実施して製品

化されるまで、大きく３つのフェーズ（最近

では、製造販売後臨床試験を含めて 4 つのフ

ェーズ）の開発期間がある。

フェーズ１では、健常者（患者ではない頑

健な健康人）の少数者に新薬を投与して基本

的な毒性を調べる（安全性を確かめる）。フェ

ーズ２では、患者に新薬を投与して、安全性

と有効性の確認をし、さらに投与量、使用法

などを検討する。フェーズ３では、より大き

な規模の被験者に対して既存薬またはプラセ

ボ（偽薬）との比較試験を行い、新薬の安全

性と有効性を検証する。

基本的にはフェーズ３までの試験で新薬の

認可を受けることになるが、市販後も臨床試

験をする場合がある。フェーズ３までの臨床

試験の結果を経て認可され発売された新薬に

ついて、副作用がないかどうか市販後 6 カ月

間にわたって検証する。これが市販直後調査

である。一般に市販後調査はフェーズ 4 と呼

ばれている。日本は新薬の承認に時間がかか

ると各国から批判を受けていることから、迅

速に承認を行う代わりに、市販直後調査を導

入して安全を担保するようになった。

シミックの主な業務

シミックが主に支援を行っているのは、フ

ェーズ２，３，４の臨床試験で、とくに、フ

ェーズ２と３に注力している。主な業務はモ

ニタリングといわれる臨床試験の管理業務で

ある。基本的には医薬品メーカーからの受託

により各フェーズの臨床試験を実施している

が、フェーズごとの試験結果についてはすべ

てスポンサーである製薬会社が責任を負う形

になっている。

その他に、後工程作業でモニターから取得

したデータを分析する統計解析処理の業務や
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臨床試験の結果を報告書に転記する事務的な

業務も実施している。これらはデータ解析業

務、データマネジメント業務と呼ばれている、

この業務は、フェーズ１，２，３の区別はな

く、一般的な試験データ処理業務として実施

している。

現在シミックは、CRO 市場において最大の

シェアをもつ事業者である。

○生産性向上の課題

GCP を遵守した円滑な試験実施

厚生労働省への承認申請のベースとなる一

連の臨床試験を GCP（Good Clinical Practice

＝医薬品の臨床試験の実施に関する基準）に

基づいて代行するため、いかに法律、種々の

ガイドライン、あるいは製薬会社の内部手続

きに正確に沿っていくかというコンプライア

ンスの徹底が、顧客（製薬会社）にとっても

っとも重要な価値となる。

臨床試験は、各フェーズで 1～2 年を要し、

受託してサービスが完了するまで長い期間が

かかるため、長期にわたるプロジェクトマネ

ジメント力が必要になる。

とくに製薬会社側のニーズに合わせて、必

要な人材を柔軟に割り当てることが重要であ

る。その上で、コストをできるだけ低く抑え

られることが生産性の課題となる。

プロジェクトマネジメント力

製薬会社のニーズを満足させながら、プロ

ジェクト終了後に待機人員をできるだけ少な

くすることが、利益のマイナス要因を減らす

こと（ミニマイズすること）になる。プロジ

ェクト間の移行期においてシミックのスタッ

フの待機期間をできるだけ短くするために、

20～30 のプロジェクトを同時進行させ、終了

時間を予測して、徐々に配置人材を引き上げ、

別のプロジェクトにアサインするノウハウが

重要になる。

また、新薬開発は長期にわたるため、開発

業務には繁忙期と閑散期の波がある。したが

って、開発の波や時代状況の変化に合わせて、

製薬会社が必要とするサービスを次々に提供

していくことが必要になる。

新たなニーズへの対応

フェーズ４（製造販売後臨床試験）のニー

ズが最近、非常に高くなっている。市販医薬

品の副作用が指摘されるようになり、安全性

情報の収集や、医薬品販売国の規制当局に一

定期間内に副作用情報を報告することが義務

付けられるようになってきたというのがその

理由として挙げられる。そのための医薬品安

全性監視（PV；Pharmacovigilance ファーマ

コヴィジランス）関連のニーズが近年とくに

高まっている。今後、製造販売後臨床試験

（PMS；Post-Marketing Surveillance ポスト

マーケットサーベイランス）への対応に力を

入れていく必要がある。

マーケティング目的の製造販売後臨床

試験が増えてきた理由

製造販売後臨床試験が増えたもう一つの理

由として、全く新しい新薬（ピカ新といわれ

る）がなかなか出なくなっていることが挙げ

られる。ピカ新はここ 5 年で数薬しか出てな

い。製薬会社は、既に市販された医薬品の使

用後の有効性、安全性の実態調査を通じて、

その中から新しい効果、効能を見出し新薬と

する形に戦略を変えつつある。

マーケティング目的の製造販売後臨床試験

は、新薬開発と異なり、GCP に沿わなくても

行える。新薬開発に比べて規制がゆるい分、

多くの患者を使って調査ができるため、新し

い効果や効能が引き出せる可能性を秘めてい

る。
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既存医薬品の成分を用いた新薬開発は、既

に多くの症例データを保有しているため、開

発費用を抑えることができる。ピカ新の新薬

開発が減る中で、マーケティング目的の製造

販売後臨床試験支援業務は、シミックのよう

な CRO 会社にとって受託業務の新たなチャン

スになる可能性がある。

グローバル化への対応

従来、外国（国内外資のメーカーを含む）

企業からの受託の割合は、全体の売上の 10%

から多くて 20%程度であった。直近の割合で

は件数的には 40%程度となり、外国メーカー

からの受託数が国内メーカーからの受託数に

拮抗している状況がある。

また、最近では、グローバルスタディ（国

際共同試験）の取り組みが顕著になり、複数

の国で新薬の同時試験を行い、各国で同時に

市販化していくための臨床試験が盛んに行わ

れるようになった。

このような受託環境の変化に、国内 CRO 会

社は対応していかなくてはならない。

○サービス生産性向上の取り組み

CRO の立ち上げに関わって

国内の新薬開発支援市場は、1990 年半ばに

ようやく立ち上がった若い市場である。1994

年に勉強会という形で CRO 協会が設立され、

そこから複数の事業者が CRO 事業を立ち上げ

ることになった。この時期に CRO が立ち上げ

られたのは、90 年代前半に日本初の新薬が

次々と開発されたことが理由である。シミッ

クは、当時、世界初の高脂血症の新薬として

注目されていたメバロチンの臨床開発で中心

的な役割を果たした中村和男氏（現シミック

社長）が、「今後は、日本でも新薬開発の支援

体制を作ることが、医薬品開発競争において

重要になる」との考えから,1992 年に CRO と

して創業した会社である。

中村社長自身は新薬開発の豊富な実績を持

っていたが、新会社設立当初は、製薬会社に

ほとんど相手にされず、顧客獲得も厳しい期

間を過ごした。その中で実績を積み、現在シ

ミックは高い営業成績を上げられるようにな

っている。その要因を分析すると、シミック

がいち早くモニタリング業務のサービスを提

供したこと、また、CRO 事業を始める前に医

薬品開発のコンサルティングサービスを提供

していたため、早くから製薬会社の課題やニ

ーズを正確に把握できていたこと、関係者と

のつながりをシミックの営業力の基礎にする

ことができたこと、などが挙げられるであろ

う。

人員稼働率を維持することがもっとも

重要

CRO の業務うち、データマネジメント業務は、

データ解析の専門家を養成することが重要で

あり、またそれは経営リソースの獲得に直結

する。一方、シミックが得意とするモニタリ

ング業務は、各フェーズにおいて臨床試験の

実施状況に応じて不定期で延長される可能性

があるので、稼働率の面から人的資源を管理

することがもっとも重要な要素となる。医薬

品の開発ニーズは、一時のブームで特定分野

が大きく伸びるが、ブームが去るとまた新た

な領域での臨床試験のニーズが出てくる。も

っとも重要なことは、稼働率の維持を確保す

るために、柔軟に人材が行き来できる仕組み

を作ることである。

モニタリングとデータマネジメントについ

ても従来は専門性の違いから分けられていた

が、これからは柔軟に相互交流していく必要

があるとされている。さらに最近では、CRO

と SMO（後述）との業務の境目がなくなりつ

つある。
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ニーズの先読みの必要性

上述の理由から、シミックではスタティッ

クなマネジメントではなく人材のマネジメン

トを動態的に行うことが生産性の観点からは

極めて重要になる。動向の“読み”が非常に

重要になるが、それも外れることがあるので、

勘を働かせながら見込み生産をしていく必要

もある。それは経験的に裏付けられたもので、

過去の統計は応用できない。

プロジェクトマネジメントを成功させるに

は、これまでの経験の蓄積と直近の経験、さ

らに顧客の開発状況に通じていることが求め

られる。また、マネージャーは、ある意味で

職人的な要素も要求されると考えている。

臨床試験業務を行うに当たってもっとも柔

軟性が要求されるタイミングは、フェーズの

終了する時点、あるいは最終的な承認申請の

フェーズ３の終了時点である。業務を担当し

た要員が次の受託案件を担当するまでの待機

期間に、どのような作業に当たらせるか考え、

ロスのない人材配置を行っていくことが非常

に重要になる。

臨床試験の新しいニーズへの対応

シミックの主力業務である臨床試験の管理

業務は、基本的には GCP を遵守して適正に試

験を行い承認申請に必要なデータを作成・管

理することである。しかし最近では、そうし

た出口部分だけではなく、被験者の確保を含

めたサービスが重要になりつつある。適確な

被験者を確保し、迅速に登録することが、早

期に試験成果を出す鍵となる。出口までの期

間で各社のサービス内容にあまり差がなくな

ってきた段階においては、被験者確保の入り

口部分をいかに迅速に行うかが顧客獲得力の

差になっている。

被験者の確保は、治験の協力を受ける医療

施設の中で行われる。治験の協力施設（医療

機関）と提携関係を持ちながら支援サービス

を 行 う 組 織 を SMO( Site Management

Organization＝治験施設支援機関)という。つ

まり医療機関が試験実施に係る業務を委託す

る機関 が SMO である。SMO はもともと治験施

設の支援業務という形ではじまったのだが、

被験者確保を含めた臨床試験運営の提案を主

な業務とする形に変化してきている。CRO と

SMO の業務が融合しつつある中で、グループ

内部に SMO 機関を保有したり、SMO と提携関

係をもつことは、CRO 機関の大きな強みにな

ってくる。

たとえば糖尿病薬の臨床試験の場合、従来

製薬会社が自社で医療施設やドクターなどの

選定を行ってきた。CRO は基本的に被験者が

決まった段階で入ってくるので、製薬会社は

MR（Medical Representative＝医薬情報担当

者、新薬の営業も担当する）が入りやすい医

療施設（薬の売れる病院等）を選ぶことがあ

った。

ところが、営業のしやすい医療施設が必ず

しも被験者となる患者を確保できる施設では

ない場合があるので、現在では、もっとも迅

速に良いデータが集められる被験者を選ぶこ

とができる施設を選択するようになっている。

そのために、医療施設と提携している SMO に

被験者の確保を依頼するというケースが増え

てきている。

シミックは、SMO のサテライトオフィスを

増強し、提携医療施設数を増やすことで、SMO

領域のサービスを提供し、かつそれによって

CRO 受託環境にプラスをもたらすようにして

いる。
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○サービス生産性向上に向けて

品質とスピードを確保しながら人材稼働

率の最大化を目指す

シミックは、臨床試験を実施する体制を確

保し、その人材の稼働率をいかに最大化させ

るかを課題に、情報収集や関連組織との連携

などさまざまな取り組みを行っている。その

ために、ある程度のところまでは、ファース

ト・カム、ファースト・サーブ、すなわち早

く来たものから順に処理していくというやり

方をとる。

基本的に心がけることはまず、①サービス

のクオリティ、②サービスのプロバイディン

グ・スピード、③サービスのコスト、の３つ

である。とりわけ、クオリティ（厳格なデー

タの収集）の部分が臨床試験では重要になる。

その上でスピードが要求される。これらを満

たすような体制を維持しながら、ロスを軽減

する（仕事のない人材をなくす）ための仕組

みを構築している。

ニーズの動向変化を見据えた事業運営

製薬業界は浮き沈みが激しく、医療ニーズ

のターゲットも千差万別である上に刻々と変

わるため、また、新たなニーズに対応するた

め、事業内容の多角化も進めておく必要があ

る。シミックでは、CRO ビジネスだけではな

く、SMO 事業（治験施設支援機関）、CMO 事業

（Contract Manufacturing Organization＝新

薬製造受託機関、CRO で使う治験薬の製造も

行う）、CSO事業（Contract Sales Organization

＝医薬品のマーケティング営業支援事業）、医

療施設や患者をターゲットにしたヘルスケア

事業（「ヘルスクリック」という健康支援情報

のポータルサイトの運営）なども行っている。

これからの取り組みについて

最後に、シミックのこれからの取り組みを

紹介する。

まず、今後の治験ビジネスは、より一層電

子化が進むと考えられるので、これまでのよ

うに紙でデータをやり取りするのではなく電

送ベース、Web ベースでの情報交換が進む。

そうした時代の変化を睨んだサービス体制を

構築していく。

また、最近欧米では、治験の際に数値デー

タだけではなく、被験者の定性的なデータ（気

分が悪い、眩暈がするなどの問診情報）を試

験データとして利用することがある。日本で

も今後このデータが大きなツールになると見

込まれ、新たなサービスの可能性がある。

製薬業界の経営環境の悪化から、従来のよ

うに MR を固定費として抱えることが難しく

なり、MR のアウトソーシングが進むのではな

いかといわれている。そうした派遣ビジネス

が拡大する可能性は十分ある。また、特定の

戦略商品については、外部に成功報酬ベース

で販売を委託していくことも考えられる。

いずれにしろ、日本の雇用形態では営業人

員は固定費であるため、固定費部分のリスク

ヘッジをするための派遣、あるいは受託型の

MR が増えていくものと考えられる。

シミックは、特定の分野でのサービスに傾

注するのではなく、全ての分野に対応できる

という強みを示すことで、顧客の信頼性を醸

成していきたいと考えている。そのため製薬

会社の経営状況に応じてよりニーズの高い分

野に資源投入していく。そして、製薬メーカ

ーの特定のライフサイクルに依拠しないビジ

ネスモデルの確立が、シミックの他の CRO と

の大きな差別性である。

（以上）
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＜サービス生産性向上のポイント＞

① 厳格なルールのもとにプロジェクトを遂行するとともに、プロジェクトの移行期間における

人材配置を的確に行い、人材稼働率を高めるマネジメント手法を蓄積している。

② 顧客(製薬メーカー)のニーズのライフサイクルに依拠しないサービス提供体制を構築して

いる。

③ 顧客ニーズの変化を読み取る情報収集能力とそれを裏付ける営業力を有している。また営業

力強化のために、医薬品の臨床試験に係る総合的なサービス支援を行っていく。

④ コンサルティング事業、被験者募集事業（SMO 事業）やヘルスケア事業を通じて、戦略的に

CRO 業務を獲得している。

⑤ CRO と SMO、CRO と CMO、CRO とヘルスケア事業間のビジネス連携により、シナジー効果を高

める取り組みを行っている。

⑥ アフターサービスなどサービスの全ての段階での顧客とのコミュニケーションを大切にし

ている。

シミック株式会社

本社所在地： 東京都品川区西五反田 7-10-4 金剛ビル

代表取締役社長： 中村 和男

資本金: 30 億 8,775 万円

ハイ・サービス日本 300 選 第４回受賞企業
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循環型社会の物流を支える環境デリバリーパック

スススタタターーーウウウェェェイイイ（（（東東東京京京都都都）））【【【物物物流流流サササーーービビビススス】】】

環境ビジネスは、「ただ、エコだけでは儲からない」。そう主張するのはスターウェイの竹本社

長だ。竹本社長は、半導体メーカーに勤務していた頃、使い捨てにされていた IC 搬送用のトレ

イの無駄をなくそうと、再利用可能なシステムを作るために試行錯誤を行った。そこで得た知見

から、顧客にとっての無駄をなくすことがエコ普及には必要だとの考えに至った。その後、物流

サービスのベンチャーを立ち上げる。利用者にとって本当に必要な中身だけを搬送し、不要な梱

包箱は回収して再利用できるようにする。同時に梱包作業から無駄を省くという発想に基づき、

循環型の物流サービスとリターナブルな梱包箱を社会に普及させることに成功している。

○サービスの概要

スターウェイは、環境デリバリーパックの

開発・販売や省ゴミ梱包形態（イースターパ

ック）の設計開発・販売を手がける、循環型

物流サービスを提供する会社である。リター

ナブルな環境配慮型梱包箱を提供し、物流会

社と提携して運搬物の配送、または取引先か

らの返品物の運搬を行って、使用済みの梱包

箱を回収し、箱の状態の確認をしたのち再び

運搬に用いるシステムである。

立ち上げるまでの経緯―捨てていた

IC トレイの回収、再利用

半導体メーカーに在籍していた竹本社長は、

半導体を運ぶための受け皿（IC トレイ）や、

ダンボール、緩衝材など、IC を組み立てて残

った包材が工場に大量に捨てられているのを

見るたびに、「まだ使えるのに、もったいない」

という思いを強くした。

半導体工場で捨てられていたものの中でも

IC トレイはとくに無駄に思えた。部品が 12

個しか入らないトレイに１枚 2 ドルほどの値

段がつき、それが一日に何十万枚と出荷され

ていた。そこで竹本社長は、IC トレイを再利

用可能にするシステムを作れないものかと調

査をはじめた。ある会社に相談したところ、

日本円で１枚 15 円～20 円で箱が再販できる

ということがわかった。もとの価格が 2 ドル

だから、１ドルで売れば単純計算でも 7 割が

利益になる。これはいいビジネスになると思

った。

ただ、何回か再利用できるということは分

かったが、回収方法については、なかなかい

いアイディアが浮かばなかった。そんな中、

たまたま商品を搬送して空になって帰るトラ

ックを見て、「これをうまく利用すれば安価に

再利用ができるシステムが実現できる」と思

いついた。これで回収方法も固まり、事業化

をした。

半導体の搬送システムから物流サービス

への転進

半導体製造工場で搬送の再利用システム

（梱包資材）を構築した経験を活かせば、一

般の物流にも梱包箱の再利用システムが実現

できるのではないかと考えた竹本社長は、リ

サイクル型の物流サービスを考案した。

従来、梱包箱は物流サービス利用者が用意

するか、物流会社から販売されたものが使わ
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れていた。そこでスターウェイでは、梱包箱

を荷物の配達だけに用いて回収し、再利用す

る物流システムを構築した。現在は、荷物の

配達状態をリアルタイムで確認するトレーサ

ビリティシステムを作り、付加サービスとし

て利用者に提供している。

梱包作業から運送、トレーサビリティの

管理までを支援

スターウェイは、トレーサビリティのシス

テムから運送、箱の提供までのすべてを提供

している。顧客はそれを使うだけというビジ

ネスモデルである。ごみの管理も処理の手配

もする必要はない。利用者は、従来の搬送コ

スト比でトータル55％の削減を実現できてい

る。梱包資材だけを作るのではなくシステム

を管理し、物流を含んだ総合サービスを提供

しているところが、他社との差別化のポイン

トである。

○生産性向上の課題

再利用をしてもらえる梱包箱をいかに

作るか

物流サービスへの転進のきっかけは、製造

拠点が中国にシフトする中で、半導体の売上

が徐々に低下し、国内の半導体トレイの需要

が減りつつあることにあった。回収・再利用

自体のノウハウは、すでに半導体搬送システ

ムの事業化で蓄積されていたので、再利用可

能な梱包箱をいかに作るかが物流サービスへ

の進出の課題であった。

既存の物流サービスは、梱包作業に時間が

とられ、搬送する荷物（商品）の種類に応じ

て多種類の梱包箱を使う必要があった。荷物

の形状によって箱をいちいち変えていたので

は再利用など到底できない。再利用可能な梱

包サービスを提供するためには、梱包箱の種

類をできるだけ少なくし、梱包作業を単純化

する必要があった。

梱包箱の種類を出来るだけ少なくする

そこで、起業時に考えていた緩衝材フィル

ムのアイディアをもとに技術開発を行った。

新技術は伸縮性に優れた特殊ウレタンフィル

ムのクッションを使用した緩衝材であり、機

器によるサイズの違いは緩衝材のフィルム構

造が吸収するというものであった。この技術

の採用により、梱包物の形状にあまり左右さ

れずに荷物を運ぶことが可能になった。

それまでは少なくとも 100 種類の梱包用ダ

ンボールが使用されていたが、フィルムを活

用することで４種類にまとめることができた。

それにより、大幅なコストダウンを実現でき

た。また、作業効率が 10 分の 1以下に改善さ

れ、現場での梱包作業もかなり楽になった。

スターウェイは、この梱包技術を梱包箱の

機能として販売するのではなく、物流サービ

スの機能として提供する方法をとった。

エコであるだけでは物足りない

近年、利用者の環境意識が高まっており、

エコなサービスは売れる傾向にある。しかし、

環境対策だけでは利用者は継続してサービス

を使ってくれない。スターウェイは、エコを

アピールするだけではなく、エコであること

が梱包作業の手間を減らすなど、労働コスト

の削減にもつながることを示して利用者のサ

ービス購入を増やし続けていった。



109

○サービス生産性向上の取り組み

メーカーの製品回収支援を行うところ

からはじめた

PCなどの電子機器が壊れると、修理を依頼

するエンドユーザーが適当なダンボールを見

つけてメーカーに発送し、メーカーは新たに

用意したダンボールに修理を終えた商品を入

れてユーザーに届ける形が一般的である。不

要になった梱包用のダンボールは利用者によ

って捨てられる。

そもそもダンボールを買うから捨てる必要

性が出てくる。買わなければ捨てる必要がな

い。梱包箱を買うのではなく、利用してもら

って利用料をいただく。それも1社より複数で

利用した方がもっと安くなる。スターウェイ

のビジネスの原点はここにある。

スターウェイも当初は箱を売ることを前提

に考えていた。ある商談で、箱を売らずに、

利用してもらう形にし、サービス料の名目で

契約できないかと提案したところ、それが受

け入れられた。そのことをきっかけに現在の

サービスモデルの原型ができたという。梱包

箱はスターウェイが準備する。それもできる

だけ少ない種類の箱で複数の取引先間で再利

用し、箱を循環させる。それゆえ梱包箱に取

引先のメーカーのロゴはつけない。

「『これ』をしなくていいなら採用した

い」の「これ」をサービスに

再生紙にしても何にしても、一回クラッシ

ュしたものを元通りにするのは高くつく。廃

棄を前提に、大量生産した方が生産コストは

安くつく。エコフレンドリーであろうとする

と、コストも手間もかかる。顧客自らがリサ

イクル、リユースに取り組むにしても、管理

や保管、回収の手配など、すべてやろうと思

うとその費用がかかってしまう。顧客が何と

何をしなくていいなら採用してもいいと思う

かを考え、それをサービスにするのが付加価

値のあるエコサービスである。「いちいち管理

したくない」「発注したくない」という要望が

あれば、「ではその部分をうちが代行しましょ

う」というのが、スターウェイのサービスの

作り方である。

○サービス生産性向上に向けて

今後の展開―C to C 見据え、「マイボッ

クス」、風呂敷のような「エコボックス」

へ

竹本社長は、「サービスにはさまざまなバリ

エーションがあり、すべてに適用できる標準

タイプは存在しない」という認識をもってい

る。しかし、「業界ごとに標準を作っていくこ

とも効率化のためには必要だ」としている。

物流サービスにおいても新たな市場に向けた

サービスの標準化と個別ニーズへの対応が求

められている。

スターウェイは、将来的に C to C の物流サ

ービスの利用が増えることを見据えて、その

需要に向けた包装箱のラインナップを考えて

いる。「マイボックス」とも呼べる買いやすく、

使いやすい包装箱を提供する必要があるとし、

風呂敷のように形状を変えられる「エコボッ

クス」を試作している。このボックスは「環

境への問題意識が高い人が同様に環境意識の

高い人に荷物を送るときに使ってもらえるも

の」をイメージしたもので、現在、梱包箱の

製作とサービスの開発を行っている。
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循環型社会は小さなサイクルから

循環型社会は、循環型の仕組みをいったん

作るとあとはそれにのせるだけでシステムが

自然に動いていくという特徴をもつ。スター

ウェイのビジネスモデルは、小さなサイクル

で循環させるシステムを作ったのがうまくい

った秘訣だといえる。循環型社会のビジネス

展開を考えようとするとどうしても大きな枠

組みでものを考えてしまいがちであるが、そ

うした発想ではビジネスとしてなかなかうま

くいかない。小さなサイクルでも動くシステ

ムを作ることが重要である。

サービスをいかに作っていくか

本件は、供給者側が提供するサービスの内

容を考えるのではなく、相手が困っているこ

とをサービス化できるかどうか、形になるか

どうか、痒いところに手が届くかどうかを考

えてサービスを作った事例であった。サービ

スは無形であるから、相手が何を求めてい

るかを知ることが重要である。しかし、顧客

は意外と痒いところに気づいていない。一方、

顧客が必要としている以上にやりすぎると、

過剰サービスになってしまうこともある。そ

のあたりが一番難しい。

竹本社長は、「気づくこと、感受性が何より

も大事であり、それをどうにかしようと思う

ことが重要である。｣といっている。「物流業

界の参入当初は、業界のことを何も知らなか

ったが、それが逆に強みになった。既成概念

にとらわれなかったから、大胆な発想で顧客

が求めているものに近づくことができたので

はないか。」と述べている。業界の常識の中に

いる人からは柔軟なアイディアは出てこない、

というのが社長の教訓である。

（以上）

＜サービス生産性向上のポイント＞

① 再利用可能な梱包箱を開発し、循環型社会を実現する新しい物流サービスの事業化を目指し

た。

② 環境や循環型社会をアピールしても顧客獲得には結びつかない。循環型の物流システムを導

入することと利用者のコストメリットがなくてはいけない。そのために緩衝材フィルムを開

発し、製品のサイズに合わせた 100 種類くらいのダンボールを 4種類に削減し、オペレーシ

ョンコストも大幅に削減した。梱包箱の廃棄の必要性もなくなった。

③ 梱包箱を利用者に売るのではなく、利用してもらうことでサービス料をとる仕組みにした。

梱包箱は、再利用で物流会社と顧客との間を循環しているので、在庫の置き場所を確保する

必要がなかった。また、梱包箱の搬送状態を管理するため、トレーサビリティシステムの導

入が可能になった。

④ 顧客の無駄・ロスを排除するようなサービスを提案するようにし、何をしなくていいならサ

ービスを採用してもらえるのかを考え、そうした仕組みをサービスの中に入れる努力をした。

物流の管理をしたくない、発注をしたくない、というニーズがあれば、それらを代行するよ

うなサービスを作っていった。
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株式会社スターウェイ

本社所在地：東京都港区浜松町 1-18-13

代表取締役社長：竹本直文

設立： 2006 年

従業員： 10 名、売上高： 約 9億（2008 年度）

ハイ・サービス日本 300 選 第３回受賞企業



112

仙仙仙仁仁仁温温温泉泉泉岩岩岩ののの湯湯湯（（（長長長野野野県県県）））【【【旅旅旅館館館業業業】】】

戦国時代には将兵が傷を癒したとしても知られる仙仁温泉（せにおんせん）は、長野電鉄須坂

駅からバスで 30 分の奥地にある一軒宿である。部屋数はわずか 18 室と少なく、山里の自然を身

近に感じられるゆったりとした空間を作り、質の高い接客サービスとくつろぎの場を提供するこ

とで、付加価値の高いサービスを提供している。宿泊料金は一泊 2.6 万～4.2 万円と高級旅館だ

が、1 年先まで予約がとれないほど人気の宿である。

○サービスの概要

家業の旅館を継ぐ

仙仁温泉岩の湯は、平安時代に山岳仏教の

修験者（山伏）によって発見された温泉で、

戦国時代に半農半武士の一族としてこの地を

収めた仙仁氏にその地名を由来している。

現在の「岩の湯」の基礎となった旅館は、

金井社長の両親が 1959 年に創業したもので、

金井社長にとって旅館業はいわば家業である。

訪れる客の少ない旅館を切り盛りする親の苦

労を幼い頃から見て育ち、他業種での就職を

考えていた金井氏が旅館を継ぐことを考えた

きっかけは「秘湯ブーム」。1975 年に設立さ

れた「日本秘湯を守る会（現在、金井氏は副

会長）」が火をつけた形のブームは、それまで

熱海、別府、登別に代表される有名温泉への

集客集中という流れを変え、山間部の一軒宿

にも注目が集まり始めた。にわかに忙しくな

った旅館で、労働のほとんどを担う母親の体

調悪化を案じて金井氏は家業を継ぐ決意を固

め、大学の法学部を卒業後、旅館業の経営に

必要な準備を整えた後、1977 年に岩の湯に戻

ったという経緯がある。

1988 年、金井社長のもとで岩の湯は全面的

にリニューアルを行い、年間稼働率 100%の温

泉旅館に育て上げた。

経営理念

温泉旅館である岩の湯にとって、温泉の泉

質、温泉の歴史にまつわる逸話が集客のアド

バンテージになることはいうまでもないが、

それだけでは数ある温泉旅館との差別化を図

れない。旅館経営の行き詰まりを感じた際（後

述）、金井社長は会社の存在意義・存在価値を

改めて考え直した。その際に行き着いたのが

「独自固有の理想土（リゾート）」という概念

（後述）である。そして、「我々は日本の風土

に合った独自固有の理想土文化の創造を企業

使命とし、社会に貢献し人格の練磨向上を図

り事業の限りない成長と社員の幸福の実現に

邁進する」ことを経営理念に据え、この理念

の下でサービス提供を行っている。

施設概要

現在の宿泊施設の収容人員は７０名、全室

和室で１８室の旅館で、宿泊料金（一泊二食）

は、一部屋１人の場合は 2.6 万円～4.2 万円、

年間売上は約 6 億 4千万円である。

館内には、洞窟風呂・内風呂（男/女）・ラ

ウンジ・喫茶・書斎・料亭深仙庵がある。

以下、主な施設を紹介する。

・客室――アンティークの椅子など凝ったつ

くりであり、部屋からの眺めも良い。

・貸切露天風呂――石、木材を贅沢に使った

造りで、半屋外的な風呂とそれと連続する

屋外の風呂の二つが対となっている。

・テラス――貸切露天風呂の横からテラスへ

出る事ができる。テラスの横にある書斎に

は、こだわりの本が置いてあり、自由に読
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書が楽しめる。

・洞窟風呂「仙人の湯」―「仙人の湯」とい

う名の由来については、ある時岩窪の奥深

く湯けむりの中に仙人の姿が見えたという

ことから名付けられたと伝えられている。

ぬるめの湯量豊富な温泉が洞窟内を源泉そ

のまま湯船となって川のように流れている。

○生産性向上の課題

女性の負担軽減

1977 年、金井氏が旅館業を継ぐために仙仁

温泉に戻ってほどなく「やまびこ国体」が開

催されたことから、岩の湯では約 30 人の卓球

選手を受け入れた。その前からの疲労がたた

り母親が倒れたことから、金井社長は「女性

に負担がかかるという旅館業のあり方を変え

る必要がある」と考えた。従来どおり、戦略

も付加価値もない商売を続けていけば、薄利

に甘んじ長時間労働を余儀なくされ、身を削

ることになる。そのような悪循環を断ち切る

ためにも、新たな経営戦略を立て、付加価値

の高い旅館経営に変えていくことが最初の課

題となった。

探し求めた理想の宿

金井社長は、付加価値の高い旅館の本質を

探るべく、全国の当時の高級旅館を周り歩い

て研究した。国内で訪ねた旅館は 88 カ所。最

後に訪れた由布院温泉で、ようやく「これだ

な」と感じる出会いがあった。それまで見て

きた旅館は、設備や料理こそ立派でも、金井

氏が求めているものとは何かが違った。対し

て由布院温泉には、「故郷のような落ち着いた

雰囲気」があったという。求めていたものは、

ハードの豪華さではなかった。「素朴ではあっ

てもくつろぎを与えることができる宿」こそ

が、金井社長の目指す方向だと得心した。そ

の後、由布院温泉が参考としたというドイツ

の温泉地（バーデンバーデンなど）へも視察

に出かけた。その結果、観光のためのハード

のリゾートから、日常の生活の延長にある「よ

り良い日常性」を造り込んだリゾートへと転

換を図ることにした。それによって付加価値

を高めようとしたのである。

脱家族経営でのつまずき

金井社長は 1988 年、付加価値の高い旅館経

営に向け、建築費用 4 億 5 千万円を投じて岩

の湯を全面新築している。費用は、地元の信

用金庫からの融資を充てた。

「当時の年商は 1 億余円に過ぎず、担保も

ない。地元大手の金融機関には融資を断られ

たが、信金には事業性を評価してもらえた」

と金井社長は当時を振り返る。融資に応じた

金融機関が評価したのは金井社長の大胆な行

動力と計画、そして何よりも揺るぎない信念

であり、その熱意が伝わった形となった。

リニューアルにより、客室数は 10 室から

18 室に増えた。客室数の拡充にともない、従

業員の増員も図った。長野の料亭から料理長

を引き抜いて新装オープンしたものの、途端

に問題が発生した。たとえば、懐石料理を出

すというのに 7～8 時に板場が帰ってしまう

とか、仕事の手抜きをする。しかも客室係と

板場が結託して互いにかばい合うといった馴

れ合いともたれあいによるサービス力の低下

に金井社長は頭を抱えた。それまで一人で何

役もこなすことを基本とする家族経営から、

それを超えた規模の企業経営へ転換を図るた

めに必要なものは何か。それを見いだすこと

が課題になった。

「理念」づくりの必要性

ハードを新しく整備して人を補充したが、

それだけで付加価値の高いサービスが提供で
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きるわけではない。金井社長は、自らの目指

すサービス提供をするためには社員を束ねる

求心力となるべき何かが欠けていることに気

付く。家業であれば家族の絆が求心力となる

が、他人の集合体である組織のなかでそれは

望めない。金井社長はその時点では経営者と

してのリーダーシップを発揮できていなかっ

た。そこで金井社長は企業として目指すべき

指針を組織の中心に置くことに思い至り、会

社の存在価値、存在意義を自ら問い直して求

心力となるべき理念を打ち出した。

企業理念は、「我社は幸せをアートする」。

これは岩の湯に滞在する顧客に対してのみな

らず、社員個々の幸せを実現することをも意

味しており、従業員満足度を高める決意を込

めたものだ。

経営理念には、前述のようにテーマとして

「独自固有の理想土（リゾート）の創出」を

打ち出し、それを企業使命とすることを掲げ

た。カタカナのリゾートでは表せない「理想

土」には、故郷のくつろぎや安らぎを提供す

る場との意味合いが込められている。

これら理念の共有化を徹底していくなかで、

社員の意識にも変化が現れはじめた。

○サービス生産性向上の取り組み

労働環境の改善

従来型旅館の過酷な労働環境の改善は、金

井社長が家業を継いだときからの目標であっ

た。加えて社員の幸福の実現を経営理念とし

て掲げている。社員が家族と過ごす時間や健

康を犠牲にしているようでは「理想土の創出」

も絵に描いた餅になる。そこで、金井社長は、

クリスマス・年末年始は社員が家族と過ごせ

るようにするために、サービス業のかき入れ

時であるこの期間を含めて休館日を設けてい

る。それにより従業員満足度が高まり、企業

理念・経営理念というミッション遂行へ向け

て社員の意識が向上した。この結果、提供す

るサービスの質が高まり、休館日による機会

損失よりも大きなリターンが得られるように

なった。

また土日でも休みを取りやすい体制を組み、

女性社員の出勤も同業種としては遅めの 8 時

としている。旅館業では女性従業員に負担が

かかりやすく、とくに女将の労働環境は過酷

になる。そのため岩の湯では女将を置かない

旅館経営を貫くとともに、女性が働きやすい

労働環境の整備に取り組んできた。

「心のふるさと」を求める顧客への

サービス提供

近隣に観光名所やアミューズメント施設を

持たない仙仁温泉にとっての顧客とは、観光

や旅行を目的にした宿泊客ではない。岩の湯

では顧客を「人生の旅」をする人と捉え、そ

の対象に向けて「心のふるさと」となるべき

環境が「理想土」であり、それを提供するこ

とがサービスであるとしている。

そこで求められるものは、時代のニーズを

読み取ること。たとえば、「おいしさ」の定義

ひとつとっても、時代によって変化する。戦

後は「腹を満たすこと」が「おいしさ」の定

義であったが、バブル景気に沸いた時代は「舌

を満たす」ことがそれにとって変わった。そ

して今、「心を満たす」ことがおいしさの定義

になっていると金井社長は指摘する。つまり、

潜在化してきた時代のニーズを見誤ることな

く把握し、それを満たすサービスを提供する

ことが顧客獲得につながるが、その点で岩の

湯の経営理念自体が時代のニーズを捉えたも

のであるといえよう。

金井社長は「心を満たす味とは、家族で感

じる味」と考え、「現代のように家族が互いに

すれ違うなかで、どのように食卓を演出すれ
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ば家族の会話を深められるか考え、必要なこ

とを打ち出していく」ことによって、顧客が

「おいしさ」を感じられるという。すなわち、

「心を満たす」仕掛けを館内の至るところに

造り込むことで顧客満足度を高めていく。

岩の湯では、対象とする顧客に提供するサ

ービス価値を高めることを追究しており、そ

れを阻害するサービスは敢えて提供していな

い。これまで、カラオケ設備の導入や団体客

の受け入れなどを一切拒んできたが、これも

「心のふるさと」を求める顧客へのサービス

を徹底するためであり、結果としてそれが新

たな顧客の獲得につながっている。

○サービス生産性向上に向けて

従業員ひとりひとりが最良のサービスを

主体的に考える

一般にサービス提供者は、顧客のニーズを

取り込むことで、サービスの拡充に努めよう

とするが、岩の湯では顧客のニーズを訊くこ

とはしていない。というのも、接客業であれ

ば、「してほしい」といわれる前に行動するの

が本来の姿だと考えているからである。ちょ

うど、幼子を抱えた母親は、我が子が口を利

かずとも何を望んでいるか考え、自然に行動

するのと同じであると捉えている。「接客とは

人格を伴う技術である」とする金井社長は、

接客をマニュアル化することもしない。マニ

ュアル化によって、画一化されること、自ら

の頭で考えることをしなくなることを恐れる

からである。特別な従業員教育プログラムも

導入していない。それでも評判の高い接客サ

ービスを提供しているのは、社員ひとりひと

りに企業理念・経営理念の徹底が図られてい

るからであり、社員は自ら主体的に理念に基

づいたサービスのあり方を追究し、その実践

に努めている。

これは、サービス業では異例の「繁忙期に

休館」という勤務体制を敷いた経営者に対す

る信頼感が生み出したものといえる。

利益率向上に向け、本業を深く耕す

岩の湯が金井社長の下で全面ニューアルを

図ってから 21 年が経過した。今後はさらなる

利益率向上に向けて、「本業を深く耕す時期」

であり、施設の規模拡大は考えていないが、

顧客の利便性を考え適宜リニューアルを加え、

顧客満足度を高めていく（2010 年 3 月にも洞

窟風呂の改装が予定されている）。また、裏山

にある 6,000 坪で森林療法をはじめる予定だ

という。

これまで理念の徹底の下でサービスを向上さ

せ、稼働率 100％を達成してきたが、「サービ

スを心で感じる時代」にどのようにサービス

価値を高めていくかが今後の課題であるとし

ている。

(以上)
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＜サービス生産性向上のポイント＞

① 企業理念・経営理念の徹底により、顧客対象と提供するサービス範囲の絞り込みを行って

いる。

② 従来の旅館業の労働環境を改善するという明確な意志に基づき、従業員にとって働きやす

い職場環境を創出することで質の高い人材の獲得に成功している。

③ 経営理念が社員に浸透しており、そのミッション達成に向けて一丸となって取り組んでい

る。

④ 画一的な接客姿勢を戒め、社員各自が顧客ごとに最善のサービスを工夫するような環境を

整えている。

〔岩の湯 待合門〕

株式会社仙仁温泉岩の湯

本社所在地： 長野県須坂市大字仁礼 3159

代表取締役社長： 金井 辰巳

資本金: 1,000 万円

ハイ・サービス日本 300 選 第６回受賞企業
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独自の IT システムを活用し、自治体・企業での健康増進事業をプロモート

つつつくくくばばばウウウエエエルルルネネネスススリリリサササーーーチチチ（（（茨茨茨城城城県県県）））【【【健健健康康康支支支援援援サササーーービビビススス】】】

つくばウエルネスリサーチは、筑波大学の久野准教授が自身の研究成果をもとに設立した会社

である。「日本全国を元気にすることが第一の目標であり、ひとりひとりが健康になるという社

会的な価値を実現する公的基盤づくりを目指す」としている。科学的根拠に基づく健康づくりの

メニューを提供する「e-wellness システム」を利用した個別健康支援プログラムを提供する。

つくばウエルネスリサーチは、自ら直接健康指導のサービスの提供はせずに、自治体や職域（職

場）などで住民や社員の健康づくりの責任を持つ事業主体のサポートをすることに専念する。健

康づくりはあくまでも自身の主体的な取り組みがないと成功しないとし、自発的な取り組みのモ

チベーションを高めるための支援をしている。そこが従来の健康支援サービスとは異なる点であ

る。

○サービスの概要

起業経緯

つくばウエルネスリサーチ（以下、TWR）は、

筑波大学の久野准教授が 2002 年に設立した

ベンチャー企業である。久野准教授が、筑波

大学の講師の時代（1996 年）に茨城県大洋村

（現：鉾田市）のプロジェクトとして筋生理

学の研究をしていたものをベースに、「筋力ト

レーニングをして筋量を増加することによっ

て健康づくりができる」という仮説をもとに

事業を興したものである。

従来、「高齢者への筋力トレーニングはリス

クが大きい」と筋トレに対しては否定的な見

方が主流だったが、それを覆す筑波大学の研

究の成果が、2001 年に NHK の「クローズアッ

プ現代」で取り上げられたことをきっかけに、

全国の自治体から同じようなことをやりたい

という要請が寄せられ、起業に至った。

TWR の主力事業

TWR では事業の主眼を、個別健康支援プロ

グラムだけではなく、企業の職域や地方自治

体におけるヘルスプロモーションの環境を整

えることに置いている。

主システムである「e-wellness」システム

は、利用者の体力の状況を把握し、歩数計と

体組成計（体重と体脂肪の測定計）から得た

データから、体力年齢や望ましい摂取カロリ

ーを推定して、運動量や食事について適切な

メニューの提示を行うといったナビゲーショ

ンのカルテを生成する IT ツール（ASP サービ

スで提供）であり、これを健康増進事業の実

施者である事業体に提供している。

たとえば、定期的に測定される体力データ

を e-wellness システムにフィードバックさ

せると、「あなたは筋トレを週に何回、何セッ

トやればいい」といった目標値が示される。

この情報を、日頃のトレーニング（筋トレや

有酸素運動）や食生活改善などの内容に反映

させ、健康づくりに役立てていく。

同システムの通信部分はオムロンが、デー

タベースシステムの部分は NTT がそれぞれ開

発したものを活用している。

サービスの収益メカニズム

TWR の主な収益源は二つに大別できる。一

つは、地方自治体や企業の職域を中心に
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e-wellness システムを提供し、システム利用

料を徴収するというモデルである。もう一つ

は、健康づくりの企画からプロデュースまで

行うヘルスプロモーション事業で、これはコ

ンサルティングとして収益を上げている。ま

た、地域・職域のヘルスプロモーションの実

施者を育てる人材育成も行っている。

事業所へ健康指導員を派遣

TWR の正規職員数は役員も含めて 25 名。そ

のうち 12 名が健康増進事業所の現場の指導

者に栄養指導などを含めた指導を行うが、直

接利用者を指導することはない。また、ケー

スによっては､TWRが委託契約をした健康指導

員や講師を事業所に派遣先する。職域におけ

る健康増進事業の場合も同様で、健康増進事

業の運営はあくまでその事業体の担当者が行

うという考え方で事業を展開している。

サービスの利用状況

TWR の e-wellnessシステムのサービス利用

者は、年間累計で約 1 万人だが、半年から 9

カ月で利用者の入れ替わりがあるので、常時

IDカードを持って定期的に健康づくりに参加

しているのは 5,000～6,000 人である。標準的

なフィットネスクラブの会員数はもっと多い

が、そうしたクラブの会員はすべて恒常的に

サービスを利用しているわけではない。利用

頻度も月 1 回、週 1 回、毎日利用とさまざま

であるが、クラブの事業者がアクティブ会員

か非アクティブ会員か把握をしていないこと

が多い。しかし TWR のサービスは、基本的に

はサービス利用料が月払いなので、月単位で

利用状況が把握できる。こうした利用状況の

管理が、健康づくりの支援において重要にな

る。

○生産性向上の課題

健康増進事業体の意識改革

TWR は「日本全国を元気にする」ことを目

的としており、目的達成にはシステムの導入

そのものより、健康維持に対する意識づけが

肝要だとしている。健康増進事業の実施主体

である自治体や職域の担当者の意識が変わら

ないと、システムを導入しても事業は成功し

ないと同社では考えている。その意味でも、

実施主体の意識変革を含めた「健康づくり」

の企画段階からのプロデュースが必要になる。

TWR はその部分において総合的なサービスを

提供している。しかし、TWR のサービス内容

と他のフィットネスクラブなどとのサービス

との違いをアピールすることが難しいため、

その点を充分説明して理解を得ることが必要

だ。

また、健康づくりは、サービス利用者（参

加者）に継続的にトレーニングをしてもらう

ことが重要になる。国民の健康増進を目的に、

TWR の理念に賛同してもらえる自治体、職域

の関係者をさらに広げていく必要がある。

従来の健康増進事業との差別化

従来も同じような理念をもったサービスが、

パーツごとには存在した。たとえば、民間事

業者ではないものの、保健事業には TWR と理

念を共有する部分がある。保健事業では保健

師が有資格者として健康づくりに取り組んで

いるが、「ここ何十年の結果として、高齢者の

転倒や生活習慣病や糖尿病の患者が毎年増え

ている。それは、保健師や有志などがやって

いる活動に成果が出ていないということを示

している」と、久野社長はとらえている。そ

うした従来の取り組みとは別のアプローチを

提供しようというのが TWR のサービスの特徴

（ユニークさ）である。
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自治体や職域等でサービスを展開する

上での課題

自治体の事業は民間の会社に委託する形の

ものが多いが、TWR は、自治体の請負業者と

してサービスの提供はしていない。あくまで

運営主体は健康増進事業者であるという考え

だ。大洋村で最初のモデル事業をスタートさ

せた当時、いろいろな自治体からシステムを

導入したいという要請があったものの、自治

体自らが事業を行うという意識が低く、結局

成功したものはごくわずかであった。

たとえば料金設定ひとつにしても、自治体

の今までの常識では無料でサービスを提供す

ることが当たり前であり、住民から利用料を

取るという発想がない。ところが、これまで

の経験や成果からみると、利用者に課金をし

ないと自治体の事業そのものが計画的に継続

できない面がある。そうした意識面での改革

を行うことも TWR のコンサルティングサービ

スの一つとして提供している。

現在、一人当たりの参加費用は月当たり

1500～1750 円程度。自治体の行う健康増進事

業では、その一部を自治体が負担するケース

もあるが、利用料を無料にすると継続参加の

動機も薄れることから、利用者にすべて負担

してもらうケースもあるという。

目標 BMI 値達成者のフォロー

TWR が提供するプログラムは、BMI（Body

Mass Index）を目標にして健康増進を行って

いるので、BMI 値の目標を達成すると、プロ

グラムを継続利用する動機が失われてしまう。

目標数値達成後は、利用者が個々に継続運動

を続けることになるが、いつの間にか離脱を

していくケースが多いという。筋力はトレー

ニングを継続しないとすぐに低下するため、

トレーニングの永久的継続が望まれるが、こ

のシステムのサービス面での弱みは、アフタ

ーフォローができないところにある。

目標達成後も主体的に健康づくりに取り組

む意欲を持続させるために、その先のステッ

プを提示していくとともに、“顧客を飽きさせ

ない”工夫が目下の最大の課題となっている。

○サービス生産性向上の取り組み

TWR の健康支援サービスの目的と価値

TWR では、アクティブシニアの健康増進活

動（要介護予防、運動不足解消）を目的に、

主に筋力トレーニングによる健康促進サービ

スを提供している。「日本全国を元気にする」

ということが第一の目標であり、ひとりひと

りが健康になるという社会的な価値を実現す

るための公的基盤づくりが目指すところであ

る。

そのために、サービス利用者である顧客や、

自治体、職域の健康増進事業主体のメリット

として効果のある健康増進サービスを提供し、

医療コストの削減をできるようにする。

従来も健康増進という理念を持ったサービ

スが部分的に存在したが、健康保健事業とい

う範疇にあったため必ずしも実効性を伴うも

のではなかった。そこで、科学的根拠に基づ

く健康状態の指標化とトレーニングメニュー

を提供して、利用者に目標意識を持たせるこ

とで、個々の健康状態に合った具体的な健康

改善メニューを提供することが、TWR が提供

するサービスのポイントである。
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e-wellness システムの利用方法

e-wellness システムは、教室型の方法（シ

ステム利用者を１カ所に集めて健康づくりを

行う方法）を想定したシステムである。コミ

ュニティの中に、健康づくりに取り組む仲間

がいて、その仲間とともに運動を行うのが一

番高い効果が得られるからである。

これまでの実験結果よると、教室型利用法

で仲間と一緒に健康増質に取り組むケースが

もっとも運動継続率が高く、継続率は 80％以

上である。トレーニング機器を一式提供し、

自宅で自主的に取り組むという方法では継続

が困難であることが明らかになっている。

もちろん、運動量を継続的に増やしていく

ためには、教室に集まって筋力トレーニング

をするだけでは十分ではなく、日頃からエス

カレーターの替わりに階段を使う、日々歩く

といった利用者の意識改善も必要である。そ

のため、筋トレのパターンなどを写真付きの

テキストで配布し、自宅でも利用者をナビゲ

ートしながら、座った状態で筋トレをしても

らうなど、教室外でも活動量を増やすよう促

している。

蓄積した測定データの活用

e-wellness システムでは、運動メニューを

提案すると同時に、健康づくりの進捗度合い

を測るために体力測定を行う。モニタリング

を行うのは、歩数、エクササイズの回数、体

重、体脂肪率、筋肉率で、体組成計と歩数計

のデータがリンクするような仕組みになって

いる。計測したデータは最終的に ASP サービ

スによって TWR のサーバーにアップされる形

である。これらの蓄積したデータを分析して、

提供するメニューの改善点の検討などに役立

てている。

トレーニングの方法を具体的に提供してい

るサービス事業者は存在するが、TWR のよう

にデータを取り貯めているところはまだ少な

い。データを取り貯め、蓄積したデータを活

用できるのは、システム運用とトレーニング

メニューの提供を TWR が同時に行っているか

らであり、これが同社の他社にない特徴にな

っている。

指導員の研修事業：「ウエルネスマネー

ジメント研修会」の実施

TWR では人材育成事業として、「ウエルネス

マネージメント研修会」を実施している。こ

れは健康増進事業を運営する事業体のプロデ

ューサーあるいはディレクターの役割を担う

人材の育成を目的としたものであり、延べ日

数で 10 日間の宿泊型の研修である。

この研修では、運動指導方法の研修も行う

が、「ヘルスプロモーションとは何か」からは

じまり、社会的観点あるいは運動科学的なア

プローチなどから多角的に健康増進事業をと

らえるなどオリジナルなカリキュラムになっ

ている。筑波大学の協力を得て学問的な情報

が提供されている点も特徴である。研修会は

「地域の実情や特性を考慮し、それにあった

健康増進策を企画できる人材の育成」を目的

に掲げており、健康増進事業者の意識改革を

推進する一つの手段にもなっている。

○サービス生産性向上に向けて

競合企業の存在

TWR では、同社が提供するサービス全体は

他社が追随できないものであると自負してい

るが、事業モデル自体には特許があるわけで

はなく、模倣される恐れがあるとしている。

また提供するサービスや参入する市場によっ

ては競合する企業も出てくる。

現在、メタボリックシンドローム予防の市

場が拡大しているが、TWR がその分野に参入

する場合を考えると、競合他社の存在は無視
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できない。たとえば、利用者に対して、30～

60 分の面談を行い、3 カ月間電話や電子メー

ルでトレーニングのアドバイスをするといっ

たサービスを行っている事業者が既に存在し

ている。そうした競合社に対しては差別化を

図る必要がある。ここで、TWR の武器になる

のは、自治体や職域を巻き込んだ TWR のこれ

までのアプローチであろう。同社の「科学的

根拠」を背景にしたシステム提供実績と、自

治体や企業との人脈、あるいは行政に対して

政策提言をしていくというダイナミックな取

り組みは、競合他社にはできないことと同社

では見ている。

サービス改善・拡張の方向性の方向性

最後に今後のサービスの改善性・拡張の方

向性をまとめる。

 TWR では、高齢者以外にもメタボリッ

クシンドロームの対象者、女性、子供の

健康づくりなどにサービスをもっと広げ

て行くことをと考えている。

 健康づくりとともに健康教育も展開

していきたいという意向もある。

 サービスの機能面・プロダクトの内容

については、今後、栄養状態のモニタリ

ング機能を強化するなど、栄養管理面の

充実が必要だと考えている。

 運動の継続の観点からは、今のところ、

教室外で運動を継続してもらうための仕

組みが不足している。多様な利用者が利

用できるシステムを作るためにも、シス

テムに継続機能を盛り込む必要がある。

 その場合、一人でも継続してもらえる

ようなモチベーションをどう形成するの

か、どのタイミングでどのようなアプロ

ーチをすれば継続性が増すのかについて

検討し、システム化していく必要がある。

 利用者数を増やすために歩数計の買

い取り価格や利用システムの価格を値下

げしたい。そのため、機器の仕入原価と

使用原価を検討する必要がある。

今後の取り組み

TWR の今後の取り組みについてまとめる。

 糖尿病や CKD（慢性腎疾患）などの医

療連携に限りなく近いゾーンで、疾患

のある人々に対して何かサービスがで

きないかと、病院と連携してサービス

の開発を模索している。

 自治体以外のドラッグストアなどの取

引先をもって広げていきたい。

 センシング技術の利用に関しては、血

糖計や脈拍計を用いたツールへの拡張

も考えている。

 現状のシステムは、一カ月間単位での

データ収集であり一定の周期での定点

観測が中心である。将来的には随時デ

ータ収集を行い、利用者が情報を必要

とする瞬間に、どんな運動をするべき

か、またどんな運動をしてはいけない

のか、リアルタイムに提示（利用者に

フィードバック）できるシステムにし

ていきたい。

（以上）
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＜サービス生産性向上のポイント＞

① 日本全国を健康にするというコンセプトから個人の健康づくりのための環境づくりを行

うことを目的にサービスを提供している。

② 主な顧客は自治体や職域での健康増進事業の実施者である。TWR は自ら事業の運営を行わ

ず、健康管理・運動プログラム支援システムの提供（ASP）と指導員の育成、派遣を行っ

ている。事業実施者自らが運営することで責任感を持たせ、健康づくりを全国レベルで広

げていく方針をとっている。

③ 健康状態や筋力トレーニングの実施成果を科学的根拠に基づく指標で可視化することで、

利用者の参加意欲を高めるとともに、利用者の状態に合わせた効果的なトレーニングの方

法を指導する。

④ 教室型の場所を提供することで、仲間と一緒にトレーニングをするシチュエーションを作

り、トレーニングの継続性を実現している。

⑤ 体力測定データを蓄積し、個々の健康状態をウォッチするとともに、蓄積データの科学的

分析を通じて新しいトレーニングメニューの開発を行っている。

株式会社つくばウエルネスリサーチ

本社所在地： 茨城県つくば市天久保 3-9-1 丸善筑波ビル 3階

代表取締役社長： 久野 譜也

資本金: 9,263 万円

ハイ・サービス日本 300 選 第４回受賞企業
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多彩なコンテンツと理念に基づく創意でロングテールを魅了

鉄鉄鉄人人人化化化計計計画画画（（（東東東京京京都都都）））【【【カカカラララオオオケケケ店店店】】】

鉄人化計画は「遊びを解放し、余暇文化を再生する」ことを経営理念に掲げ、カラオケ店、音

楽コンテンツ配信事業、珈琲ショップなど余暇を中心としてビジネスを展開している。その本質

は、「顧客が何を望んでサービスを利用しにくるのか」を徹底して追究し、顧客が欲するサービ

スを提供することである。

鉄人化計画は、成熟したカラオケ市場に参入し、カラオケ店の本来の価値（楽しさ）は、歌を

歌うことにあるということを前面に掲げた。他店が施設の豪華さや料理の充実、接客術で差別化

を図る中で、カラオケのディープな利用者を取り込むことに成功している。カラオケ利用者が「歌

いたい曲がない」と不満を感じることがないようにするために、音源の充実を日々行っている。

また、カラオケ店のような設備サービスの場合、設備生産性をいかに上げるかが収益を高めるポ

イントであるとする。従業員は設備収益性を高めるためにサービスを行う。中規模のカラオケ店

であるが、一部屋あたりの収益率は他の店舗と比較してはるかに高い成績を上げている。

○サービスの概要

鉄人化計画は、「カラオケの鉄人」ブランド

をはじめとした空間提供型アミューズメント

施設の運営を行っている。

同社は、連結子会社 2 社により構成されて

おり、余暇を中心としたビジネスを展開して

いる。主力事業であるカラオケルーム運営事

業のほかに、ビリヤード・ダーツ遊技場の運

営、まんが喫茶（複合カフェ）、フルサービス

型珈琲ショップ、着信メロディ・着うた®など

の音源コンテンツ制作・販売事業を手がけて

いる。

サービスコンセプト

鉄人化計画のサービスコンセプトは、「遊び

を解放し、余暇文化を再生する」という企業

理念に表れており、「遊びの本質」の追究を事

業固有の価値と定義づけている。

カラオケ音源コンテンツをリアルな空間と

ワンセットで提供するサービスというのが、

カラオケ店の基本サービスであるが、鉄人化

計画では、接客などのいわゆる手段的な意味

でのサービスではなく、多様なカラオケ音源

コンテンツを提供することでサービスの本質

を追究している。利用者がカラオケ店を利用

する目的は、歌うことによって楽しい気分に

なることであり、そのこと自体が同社の基本

コンセプトである。

各室で複数の音源をすべて利用すること

ができる

通常のカラオケ店では、音源メーカーの機

材を 1 室に１台設置しており、１つのメーカ

ーの機種が提供する歌しか歌えないが、「カラ

オケの鉄人」の最大の特徴は、すべてのメー

カーの機材を集中管理する独自の配信システ

ムで、すべての音源（5 機種）を各室で歌う

ことができるようになっている点である。せ

っかくカラオケ店に行ったのに「歌いたい曲
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がなかった」ということがないようにするた

めだ。これが、鉄人化計画が顧客を惹き付け

ている最大の理由である。

電子目次本と呼ばれる端末で操作すると、5

つの音源メーカー（DAM、UGA、JOYSOUND、孫

悟空、Lavca）の選択画面が現れる。通常、１

音源メーカーの曲数は、13万曲程度であるが、

上位ヒットチャートの曲を除くと音源メーカ

ーごとに収録曲に違いがある。5 つの音源メ

ーカーの曲をすべて併せると 47 万曲にもな

る。

多様な音源の確保

鉄人化計画では、自らも音源を制作し、従

来、カラオケの対象曲ではなかった校歌や軍

歌、童謡の類まで楽曲に加えている。オリジ

ナル楽曲や企業の社歌、校歌、そしてメーカ

ーがあまり配信していないインディーズの楽

曲などレアな作品も配信している。

カラオケの年間利用者数 4,660 万人のうち

約 2 割が曲にこだわる顧客だといわれている

が、そうした層にとって曲揃えの良さがカラ

オケ店を選択する際の最大の動機になる。「カ

ラオケの鉄人」は曲揃えがいいという評判は

インターネット上の口コミで広まり、メジャ

ーではない曲を歌いにマニアが集まる。これ

はロングテールに基づく同社の戦略であると

いえる。

○生産性向上の課題

コンテンツに特化した投資戦略

普通のカラオケ店は、接客や飲食、内装、

ロケーションなどで他店との差別化を図って

いる。これはカラオケに限らず、成熟したサ

ービス業に共通していることだといえるが、

鉄人化計画の規模の会社では、投資額で大手

と競っても勝ち目がない。そこで、カラオケ

サービスの本質である「楽しく歌う」という

点に力点を置き、カラオケの空間を楽しくす

るコンテンツ開発に力を入れている。

コンテンツビジネスを切り口にすると、ニ

ッチ層をターゲットにしたサービスの集積が

重要になる。そうした層は、たとえば DVD を

購入あるいはレンタルするにも、自分が探し

ている一本の映画があるかどうかが店舗選択

の基準になる。その一本がなければ、これま

で利用していた店でも利用しなくなる。つま

り、ニッチな消費者に対応するためにコンテ

ンツを充実させることができるか否かがコン

テンツ集約型のビジネスの鍵になる。鉄人化

計画では、カラオケビジネスをそのような対

象としてとらえ、そのための質・量をカバー

することを課題としている。

楽しく歌える空間の演出

もう一つの課題は、「歌を歌うと楽しくな

る」という感覚をいかに引き出すかである。

鉄人化計画では、アミューズメントの本質と

は「自分が楽しむこと」であると考える。そ

のための演出手段の一つとして、コスプレを

して歌うサービスを提供している。これは自

分が主人公に置き換わることが楽しい、とい

う遊びの本質をついたものだ。カラオケ店の

利用者の 8～9割は複数人で来店するので、仲

間内でいかに盛り上がるサービスを作るかが

決め手になる。

カラオケ店の特性

カラオケ店は、平日昼と土日、祝日の稼働

率の差が大きいため、客数の伸びる土日に規

模を合わせると平日の稼働率が低くなってし

まう。「カラオケの鉄人」では、あまり規模を

広げずに、20 室程度の中規模店を核としたビ

ジネスモデルを確立している。

通常のカラオケ店のチェーン展開では、新

規出店後一時売上が伸びるが、やがて売上が

減少し収益が伸び悩む。通常は新たに店舗を
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開拓して収益の確保を狙うが、「カラオケの鉄

人」では、既存店でも高い収益性を確保する

ために、設備集約度の高いサービス業におい

て、顧客が何を望んでいるかを考え、最大の

価値を引き出すサービスを提供するようにし

ている。しかし、いくら独自のサービスでも

顧客に受け入れられればすぐに大手に真似ら

れてしまうので、常に新しい価値を模索し続

けなくてはならない。

○サービス生産性向上の取り組み

鉄人化計画の生産性向上のポイントは、労

働と設備を切り離して考え、労働生産性では

なく、設備の生産性をいかに上げるかを考え

ることである。そのためには、カラオケ設備

を利用する場面でのサービスの演出が重要に

なる。

顧客ターゲットを絞った設備生産性の

向上

アミューズメント産業は、設備稼働率のピ

ークとアイドルの差が大きいため、トータル

で見たときに、一部の機会損失を生じたとし

ても平均的な固定費に対する生産性を高めて

いく必要がある。

「カラオケマニア」と呼ばれる層の人口の

割合は、カラオケ利用者全体の約 2 割である

が、鉄人化計画ではその 2 割にターゲットを

絞っている。その層に向けて必要なコンテン

ツを最大化し、ルーム数もその層に合わせた

量しか供給しない。

カラオケ産業のような成熟マーケットのニ

ッチを求めて後発参入した場合、シェアナン

バーワンは望むべくもない。しかしニッチな

層に限定すればナンバーワンになれる可能性

がある。そこで IT をうまく活用して設備生産

性を高めていった。

川上から川下までを握ったベンチャー

だからできること

鉄人化計画では、独自にコンテンツを開発

するセクションを獲得し、川上（制作部門）

から川下（顧客接点）までの機能を手に入れ

ている。さらに同社は、他のカラオケ店舗運

営会社と異なり、独自の研究開発部門を設け

て、自らシステム開発を行っている。

通常一般のカラオケ店舗は、100％完成した

システムでなければ導入できないが、同社は

自社でシステム開発したものを自社店舗に導

入するため、90%の完成度のものを試験導入す

ることができる。これは他社にはない強みで

ある。鉄人化計画の理念に合ったアイディア

はできるだけ実現するようにしている。これ

は規模が小さい企業だからこそできる利点で

ある。

カラオケ店に限らず、鉄人化計画が運営す

る他の事業でも同様にシステムの試験導入が

実施されている。以下では、同社の具体的な

サービスの内容を見ていく。

「カラオケの鉄人」の特徴

鉄人化計画では、「豊富な楽曲数」と「楽し

く歌えるための演出」を提供するため IT 技術

を活用した「鉄人システム」を独自に開発し

ている。これは、カラオケの集中管理システ

ム機能と､POSオーダリングシステム機能を併

せ持っている。

自社開発の POS システム機能もリピーター

獲得に寄与している。各室で選択された楽曲

は POS システムと連動して記録され、利用者

は自分がその日に歌った曲と採点結果を帰り

がけにレシートとして受け取ることができる。

また、どの部屋でどのような歌が歌われてい
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るのかのデータを収集し、統計分析すること

ができるようになった。さらに、受付カウン

ターからリアルタイムで部屋の空き状況と清

掃状況が照会できるシステムにより、機会損

失を最小限に抑えている。これらは、店舗運

営を効率化する手段となっている。飲食の注

文や利用時の料金照会が電子目次本からでき

る点も利用者に支持されている。

集客効果を高めるには「歌を楽しく歌うた

めの演出」が欠かせない。そこで独自のカラ

オケ採点機能や自分の持ち歌を登録する「マ

イ歌本」機能をシステムに盛り込んだ。

他にも歌い手を人前でその気にさせる「コ

スプレ」サービスなど、「カラオケの鉄人」

では他社を圧倒するオリジナルな工夫とコン

テンツが豊富に提供されている。

フルサービス型珈琲店でも同様の戦略を

活用

別事業であるフルサービス型の珈琲ショッ

プ（からふね屋珈琲店）でも同様のコンセプ

トで事業を展開している。鉄人化計画では、

現在の珈琲店が顧客に提供している価値を

「ライトなコミュニケーションの場」と捉え、

それまでとは一線を画すアミューズメント

性の高いサービスの提供を目指している。そ

の一つとして、200 種類に及ぶパフェをメニ

ューに並べ、利用客に話題を提供している。

200 種類のパフェを提供するために、工程

数を減らし、注文があるとレシピが調理場に

提示されるシステム（レシピ表示機能）を開

発している。

人材評価・育成方策

カラオケ店は 24 時間営業の時間シフトに

よる勤務体制が基本的であるため、他業種よ

りも離職率が高い。離職率を減らすために、

客観的な評価システムに基づく人事考課制度

を設けているほか、従業員への個別ヒアリン

グを実施している。従業員育成に関しては、

個々人のモチベーションの維持・向上を図る

とともに、業務のマニュアル化や社外研修の

活用によって従業員の能力開発を支援するな

どの取り組みを行っている。

○サービス生産性向上に向けて

コンテンツの充実のさせ方

鉄人化計画は、「全てのあらゆる楽曲をカ

ラオケ化したい」というロングテールの考え

方を採り入れ、「歌うことの楽しさを追求す

る」ことで、大手カラオケ店がひしめく市場

の中で高い収益率をあげている事例である。

ニッチなカラオケユーザーのニーズを開拓

することが、集客数を上げる手段の一つであ

るが、カラオケユーザーの裾野を広げる方法

には独自の観点がある。カラオケ店は他の音

楽レーベルのビジネスとは違い、歌いたい曲

をいかに作るかが重要になるが、鉄人化計画

では歌いたい曲が必ずしもみんなが聞きたい

曲ではないとする。

同社を支持している層は、インターネット

のオフ会などの会場として、同店を指名して

いる。ブログなどでも「カラオケの鉄人」の

コンテンツの充実度が話題にされることが多

い。大多数にとっては関心の薄いものでも、

一部の人には熱狂的に支持されるものが多い。

そうしたコンテンツを充実させることが重要

である。

このようなニッチ戦略は、大企業のように

巨額の資本を投じてマーケティングを行い、

シェアを取るといったアプローチとは異なる

ものである。
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モバイル配信事業とカラオケの連携

「カラオケの鉄人」が競合他社との差別化

を決定的にしているのは、同店でしか歌えな

い歌があるということである。それを可能に

するために、同社は 3 年前にモバイル向けの

着うた®制作会社を買収し、自社で音源制作を

はじめた。買収によって、着うた®のシステム

をカラオケの視聴機能に応用した。また着う

た®を ASP として大手モバイル配信事業３社

にパッケージとして卸すビジネスも展開して

いる。そして現在、モバイル配信の流通チャ

ンネルの拡充にも取り組んでいる。

2010 年 2月にオープンしたモバイルサイト

では、着うた®、モバイルカラオケ、音楽ニュ

ース、さらには同社会員の持ち歌リストの編

集機能などを課金制で配信している。

鉄人化計画では、リアルな店舗とモバイル

配信の公式サイトを連動させたサービスを今

後展開し、本業とのシナジーを高めていくと

している。

（以上）

＜サービス生産性向上のポイント＞

① 豪華さや接客対応で差別化する店舗が多い中、カラオケ本来の価値である「歌うこと」に注

力し、「豊富な楽曲数」と「楽しく歌えるための演出」を提供するため 5 つの音源メーカー

すべての楽曲を利用できる IT 技術を活用した鉄人システムを開発した。

② ロングテールの顧客ニーズに戦略的に応えることで、ディープなカラオケユーザーからの支

持を得られるようになった。

③ 川上から川下までを手がけ、自ら音源を制作することで他のカラオケ店と差別化するととも

に、川下ニーズを反映した独自の音源を制作、これを用い着信メロディ・着うた®ビジネス

にも進出している。

④ 20 室規模の中規模店舗に特化し、中規模の機動性を活かしながら、大手にはないさまざま

なサービスを試行的に実施。

⑤ 設備集約度の高いサービス業において、顧客が何を望んでいるかを考え、最大の価値を引き

出すこと（限界利益率の最大化）に成功。

※「着うた®」：Sony Music Entertainment の登録商標
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株式会社 鉄人化計画

本社所在地： 東京都目黒区中目黒 2-6-20 京急建設イマスビル

代表取締役社長： 日野 洋一

資本金: 7 億 3,200 万円

ハイ・サービス日本 300 選 第３回受賞企業
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マイナス要因をアドバンテージに変え、地域振興に貢献する第３セクター

とととみみみうううららら（（（千千千葉葉葉県県県）））【【【道道道ののの駅駅駅】】】

道の駅は、休憩施設と地域振興施設が一体となった道路施設であり、道路利用者が休憩施設と

して利用するとともに、観光客や地域の人々のための情報発信や、地域生産者の特産品を道の駅

で販売するというサービスを提供している。

「道の駅とみうら枇杷倶楽部」は、富浦の特産である大粒の『枇杷』にちなみ、また、たくさん

の出会いのある『倶楽部』となる願いをこめて命名した道の駅である。

地域の小さな資源を束ねて売ることで付加価値を高めようというコンセプトから、一括受発注

システムを考案し、開設以来、特産の枇杷加工事業と商品開発、体験型観光農業による観光客誘

致と施設整備に積極的に取り組んできた。

この「道の駅とみうら枇杷倶楽部」の営業部門を担当しているのが第 3セクター「とみうら」

であり、年度収支は黒字、累積赤字も無く、地域の観光活性化・産業振興にも大きく貢献してい

る。

○サービスの概要

「道の駅」認定と「とみうら」設立の

経緯

房総半島の南西端にある富浦町（当時、以

下同）が地域の活性化に取り組んだのは、1990

年。主要産業の落ち込みから若年層の流失が

始まり、最盛期には 450あった民宿の数が 100

にまで減少するなど観光産業も衰退の一途を

辿っていた。なんとか産業を盛り立てようと

町内に観光振興プロジェクトチームを作り、

翌年には、「産業振興・文化振興・情報発信」

の三つの要素を併せ持つ拠点の運営に向けて

「設立準備班」を組織した。1992 年冬には、

地域振興の拠点とするべく「枇杷倶楽部」の

シミュレーション営業を開始している。

ちょうどその頃、建設省（現・国土交通省）

に「道の駅」構想の提言がなされ、それを受

けて「道の駅」認定に向けた動きが活発化し

ていた。富浦町の地域振興の活動は独自のも

のであったが、「道の駅」の理念・目的が近い

ことから、富浦町では「枇杷倶楽部」の「道

の駅」認定を受けることを決めた。「道の駅」

という新たな施設の運営母体として 1993 年、

枇杷倶楽部の運営のため組織されていた「有

限会社富浦の味加工センター」を発展的に改

組し、富浦町は資本金 2 千万円で「株式会社

とみうら」を設立した。同時に富浦町に「枇

杷倶楽部課」という部署を新設している。そ

して同年 11 月に「道の駅とみうら枇杷倶楽

部」がオープンした。

町長と担当課長の強いリーダーシップ

「とみうら」の設立にあたって、当初、富

浦町は農協や観光協会にも出資を持ちかけた

が、当時は他に前例のない「道の駅」ゆえに、

経営見通しに不安があるとして出資に応じる

事業体がなかった。議会からも「採算がとれ

るのか」「新たな事業をやる必要があるのか」

など「道の駅」の運営を疑問視する声が挙が

った。その声を押し切って第 3 セクターの設

立を町の 100％出資で進めた背景には、5期連
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続当選した当時の町長の安定した政治基盤が

あったという。

「道の駅とみうら枇杷倶楽部」の運営にあ

たっては、公共的なところは町が、営業的な

部分は「とみうら」が担当するという方式（次

項）を取ったが、事業の性格上、二つを明確

に線引きすることは難しい面があった。そん

な中で運営基盤を固めることができたのは当

時の「富浦町枇杷倶楽部課」で課長を務めて

いた加藤文男氏の強力なリーダーシップと手

腕によるところが大きい（加藤氏は 2004 年、

「道の駅とみうら枇杷倶楽部」での活躍によ

り、国交省が選定する『観光カリスマ百選』

の一人に認定されている）。

また「とみうら」では「道の駅」の運営に

あたり、びわの専門家や土壌肥料の専門家、

マーケティング・コンサルタントなどの各専

門家を顧問として迎えており、そのことが後

に事業展開を効率的に進める上で大きな強み

となった。

第 3 セクターと市の役割分担

「道の駅とみうら枇杷倶楽部」は、「とみう

ら」と南房総市商工観光部観光プロモーショ

ン課（合併前は富浦町の枇杷倶楽部課）が相

互に連係して運営を行っている。これは富浦

町時代からの分担を踏襲した形である。市の

観光プロモーション課は、文化事業、地域振

興、情報発信といった地域波及効果の高い部

門を担当し、「とみうら」が営利部門を担当す

る。とはいえ行政から「道の駅とみうら枇杷

倶楽部」に職員を派遣しているわけではない。

また、施設の一部（ギャラリーや多目的ホー

ル）は、市の文化事業の一環として開催され

るイベントで主に使用されており、この施設

管理は、市から「とみうら」に業務委託して

いる。反対に「とみうら」は「道の駅とみう

ら枇杷倶楽部」で使用している営利目的施設

（売店、飲食店、食品加工所など）部分の使

用料を賃料として市に支払っている。

事業概要

同社の主な事業は①観光誘客事業、②観光

農業振興事業、③びわの加工・商品開発事業、

④道の駅内での売店・飲食店運営事業――に

大別できる。

以下が主要事業の概略である。

・ 観光誘客事業――南房総の観光資源

をパッケージとして提案する「一括受

発注システム」（後述）を武器に、旅

行代理店などを通じて観光客を誘致

する。

・ 観光農業振興事業――同社が運営し

ている農場「花倶楽部」（2003 年に「道

の駅」に認定され現在は「道の駅おお

つの里花倶楽部」が正式名称)や「苺

庭園」に観光客を誘致するとともに、

農作物の販売を行う。また、農作物の

栽培技術研究も手掛けている。

・ びわの加工・商品開発事業――規格外

びわを使用した商品開発と製造販売

を行う。

事業規模

同社では 60 名近くパート・アルバイト従業

員を雇用しているが、正社員は 9 名である。

組織は事業部体制を敷いており、ツアー部、

農業部、加工部、業務部で構成されている。

2009 年 9 月期決算での同社の売上は約 6 億 6

千万円。売上総利益は約 2 億 8 千万円、経常

利益は 2 千万である。1996 年以降、アクアラ

イン開通で集客が一気に増えた 1998 年（9億

5 千万円）以外は、売上はほぼ 6 億円台で推

移している。
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○生産性向上の課題

地元との競合回避の工夫

富浦町の拠点づくりは、「産業振興、文化振

興、情報発信」を目的としたもので、「道の駅」

認定を受けてからもそのことに変化はなかっ

たが、いざ活動を開始しようとしても第 3 セ

クターにノウハウがあるわけではなかった。

「赤字になれば町の財政で補てんする気か」

と議会や住民から非難を浴びることは間違い

ない。黒字を出せば同業者から「民業を圧迫

する施設に町が金を出す必要はない」と言わ

れ、板挟みの状態になる。同社は富浦の名産

である枇杷の販売で収益を上げ、産業振興に

つなげる意向を持っているが、地元の生産者

や事業者と競合しない形で商品を開発しなけ

ればならない。それが同社の課題となった。

観光資源の不足

富浦は、民宿の発祥地と言われている。か

つては海水浴で賑わい、夏場には観光客も多

く訪れたが、それも減少し観光産業に勢いは

なかった。1993 年に「道の駅とみうら枇杷倶

楽部」を運営するにあたって、観光産業の柱

となるべき資源を考えた。しかし、「南房総に

は海はあるが、富士山のような世界的な観光

資源はない」ことを認めざるを得なかった。

観光資源となりそうなものはそれぞれ個別に

は点在するが、どれも小粒で観光の目玉とい

えるものがない。その中で、「観光客を誘致す

るにはどうしたらいいか」を考え、誘致に向

けて行動することが第一の課題となった。

○サービス生産性向上の取り組み

規格外品の枇杷を商品化

「富浦の枇杷を産品として大きく育てた

い」というのが「道の駅」開業以前からの富

浦町の強い意志である。しかし枇杷そのもの

を販売しては民業圧迫になりかねないため、

オリジナル商品へと加工して商品にする必要

がある。そこで目をつけたのが、出荷規格外

で廃棄されていた枇杷である。枇杷は出荷規

格外品が多く、収穫の 30％は廃棄していた。

その廃棄枇杷を農家から買い上げ、加工して

商品化すれば、枇杷農家の生産性も向上する。

枇杷の収穫は初夏の１カ月だけだが、加工品

にすれば通年で商品を販売できる。枇杷を使

った商品はジャムや、ソフトクリーム、まん

じゅう、カレーから、枇杷の葉を使った健康

茶、枇杷の葉エキスを折り込んだタオルなど

までに広がり、現在、枇杷関連商品は、食品

で 30、その他 10 アイテムに上る。商品開発

にあたっては、顧問であるマーケティング・

コンサルタントの智恵を借りた。これらのオ

リジナル商品が現在「とみうら」の収入の柱

になっている。開発した商品は「道の駅とみ

うら枇杷倶楽部」だけでなく、地域の土産物

店や民宿などでも販売しており、「とみうら」

と地元業者はともに共栄関係を築くことに成

功した。

これらのユニークな商品開発は、全国から

訪れる「道の駅」利用者に、富浦（南房総）

＝枇杷のイメージを強く印象づけ、枇杷の消

費拡大にも大きく貢献している。

本来、枇杷は富浦周辺の産物だが、いまで

は千葉の名産品として千葉県の各地で枇杷商

品が売られるようにまでなってきたという。

ウエットエアクーリングシステムの導入

上記のように同社では、規格品外の枇杷を

購入している。中には傷んだ枇杷も混入して

おり、通常の枇杷に比べて日持ちが悪いこと
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から、枇杷の保存期間を伸ばすことが生産管

理上の問題であった。そのような中、2004年、

東京電力などが農産物の保存の目的で研究し

ていた「ウエットエアクーリング」という新

しい冷蔵システムを運良く導入する機会に恵

まれた。これは夜間電力で氷を作り、湿度90％、

温度 3～5 度の環境を維持するシステムであ

る。新システムの使用によって約 3 カ月間枇

杷を保存することが可能になった。従来の設

備を使用するより 1 カ月保存期間が伸びたこ

とになり、その分生産性が向上した。

ウエットクーリングシステムは東京電力の

実験設備としての位置づけで導入したため、

同社はこれを無償で使用している。また同シ

ステムを導入している「道の駅おおつの里花

倶楽部」は現在東京電力のＰＲ施設ともなっ

ており、見学者が訪れると「とみうら」に視

察料が入る仕組みだ。

このように、企業や研究機関との連携事業

を推進できるのは、2000 年に全国初の「道の

駅グランプリ」で「道の駅とみうら枇杷倶楽

部」が最優秀賞を受賞したことは無関係では

ない。つまり先駆的事業を成功させ、注目を

集めた事業体には、新たな技術やアイディア

が持ち込まれ、新たなビジネス展開につなげ

るという好循環を作ることができる。

一括受発注システムで観光客を誘致

観光誘致を考える上で、目玉となる観光資

源がないことが同社の悩みであったが、この

ことが却って新しいアイディアをもたらした。

柱となる資源はないからこそ、富浦の観光資

源をパッケージとして売ることを思いついた

のである。富浦では季節の味覚や花々を堪能

し、農業体験もできる。それらを飲食店、物

販店、宿泊施設などを組み合わせて旅行代理

店に売っていく。点在していた観光資源をル

ートで結び、一つにまとめて売るだけではな

く、予約の手配から代金の清算、クレーム処

理までを行うことからこの方式は「一括受発

注システム」と呼ばれている。同社が一括受

注することで、一つの飲食店や宿泊施設の収

容人数を超える人数でも複数の事業者に割り

振ることがで、大量集客が可能になる。

「とみうら」は「花倶楽部」や「苺庭園」

などの観光農地を保有していることから、一

括受発注システムにこれら施設でのイチゴ狩

り、メロン狩り、季節の花摘みなどの参加型

イベントを効果的にまた定期的に組み入れる

ことができる。これにより閑散期といわれて

いた南房総の冬にも観光バスが連なるように

なり、当初の目的である地域の活性化を進め

ることができた。

地域業者の手本となる事業を展開

一括受発注システムで集客数を増やそうと

していた当初から、全ての受け容れ体制が全

て整っていたわけではなかった。「道の駅」の

開業当初は、観光農園が完全に整備されてい

なかったが、農作物の栽培現場に観光客を案

内するだけで観光客に喜ばれていた。しかし

生産現場では「お客様をもてなす」という意

識が低かったため、予約を取った時点では咲

いていた花が、観光客が訪れた時点ではほと

んど摘み取られていたということもしばしば

見られた。そこで、顧客ニーズを満たすため

に観光農園を準備する必要が生じ、整備した

のが「とみうら」が運営する「花倶楽部」で

ある。ほどなくすると生産者も次第に観光業

としてのサービスのあり方を学習し、「とみう

ら」で成功した「花倶楽部」などを参考事例

として自ら観光農園を作っていった。すると

「とみうら」では新たな体験農場のアイディ

アを出していく必要が出てくる。いわば、「と

みうら」は事業を通して生産者にサービス業

の視点を持つことの重要性を示してきた。そ

して同社の事業は、地域事業者にとっての「ト

ライアル」という意味合いを持っている。
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○サービス生産性向上に向けて

競合の存在と第 3 セクターの宿命

上記一括受発注システムは地域に大きな効

果を生んだ。ピークであった 1998 年には、日

帰りのバスだけで年間 5,000 台、客数にして

15 万人、地域波及効果も 3～4 億円であった

が、現在はその約７割程度となっている。単

に来客数が減少しているだけでなく、「一括受

注システム」と同様のビジネスモデルで集客

を行う事業者が増えてきたため、「とみうら」

としての受注が減ってきたのである。「とみう

ら」は第 3 セクターという性格上、生産者と

独占契約を結ぶことはできず、観光業者が直

接生産者と直接契約することを妨げるもので

もない。このような背景から観光業者と生産

者との直接取引が増えていき、その分同社の

売上は減少することになる。

また近年は、「とみうら枇杷倶楽部」と近い

コンセプトで事業を展開する「道の駅」も周

囲に増えている。

どちらの動きも民間企業であれば、シェア

の奪還に動くところである。しかし第 3 セク

ターである「とみうら」は、結果的に地域活

性化につながるのであれば競合者の動きも歓

迎せざるを得ないという立場にある。「道の

駅」を活用の先駆的存在として注目を集めて

きた「とみうら」だが、今後は公共性を重視

しつつ生産性のさらなる向上を図るために、

方向性を見直す必要に迫られているといえる。

受動的から能動的な観光振興へ

地域産業活性化という御旗の下、競合事業

者への反撃を許されない同社にとって、今後

の活路を開く戦略の一つは新たなマーケット

の獲得である。今までは首都圏を中心とした

観光客誘致を核とし、その観光客に独自開発

を施した地域産品を販売するという形をとっ

ていたが、伸び率は頭打ちになりつつある。

そこで新たなマーケットの開拓に向け、販売

拠点を「道の駅」の外にも置く準備を進めて

いる。つまり「誘致」から「進出」への転換

である。現在、店舗出店の手配を行うと同時

に新規出店に向けた新商品の開発も行ってい

る。2010 年には香港で商談会に参加し、中国

の市場も視野に入れている。これら新天地で

の店舗展開が南房総への観光客誘致のＰＲに

もつながると同社では見ている。

「エコミュージアム」構想に基づく広域

産業振興

上記は新規出店によるマーケットの拡大戦

略であるが、「道の駅とみうら枇杷倶楽部」を

中心に据えたマーケットの拡大も重要である。

その戦略として同社では「エコミュージアム」

というコンセプトを基本にした構想を持って

いる。これは富浦地区の地域振興を優先する

という考え方ではなく、近隣の「道の駅」や

観光施設など、房総全域にわたる観光資源や

産品を相互にプロモーションし、また誘致し

た観光客を小さなエリア内で囲い込まず、相

互に送り込むことでマーケットを広げるとい

うものである。そのとき、「道の駅とみうら枇

杷倶楽部」をその構想のコアとして位置づけ、

周囲の「道の駅」をサテライトとして捉える。

限られたパイの奪い合いでは近隣する市の道

の駅は競合相手になるが、相互に協業するこ

とでパイを大きくするという発想である。

突き詰めていえば民間事業者の支援が第 3

セクター「とみうら」の使命であることから、

同社では新たなビジネスモデルを成功させ、

望むと望まざるとにかかわらずそのモデルを

民間事業者に引き渡すことになる。そしてさ

らに先駆的なモデルを構築し続けていかなけ

ればならない宿命にあるといえよう。

（以上）
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＜サービス生産性向上のポイント＞

① 規格外品の枇杷を活用した新商品を開発・販売することによって、枇杷生産者との協業関係

を築き、富浦の枇杷にブランド価値を与えることに成功している。

② 枇杷の長期保存を可能にするウエットエアクーリングの導入により、商品製造コストの削減

につなげている。

③ 一括受発注システムによる営業活動で観光エージェントとの太いパイプを作り、通年にわた

り観光客を誘致することに成功している。

④ 体験農場の整備など先駆的事業展開が周辺民間事業者にインセンティブを与え、結果として

地域事業者のサービス改善が図られている。

⑤ 「道の駅とみうら枇杷倶楽部」の成功が周辺の「道の駅」運営を促進し、地域全体の生産性

の向上につながっている。

株式会社とみうら

本社所在地： 千葉県南房総市富浦町青木 123-1

代表取締役社長： 石井 裕（南房総市長）

資本金: 7500 万円、従業員数：９名（正社員）

ハイ・サービス日本 300 選 第６回受賞企業
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独自システムの導入で高効率運営と細やかな介護サービス提供を両立

やややさささしししいいい手手手（（（東東東京京京都都都）））【【【訪訪訪問問問介介介護護護サササーーービビビススス】】】

国内の介護市場は 8.4 兆円といわれ、うち介護保険給付の対象となるサービスが 4.2 兆円を占

めるといわれている。本格的な高齢社会を迎え、家庭内の過重な介護負担などの問題はますます

深刻になりつつあるが、2000 年に介護保険制度が施行され、介護保険制度がほぼ定着する中で、

介護保険料は増え続け、介護報酬は抑制され、要介護認定のあり方の見直しや、施設サービスか

ら居宅サービスをより重視する政策がとられている。

介護サービスは、これから需要が大きく広がるビジネスであり、新たな雇用の受け皿になる分

野として着目されてきたが、対人サービスが中心であるためなかなか生産性を高めることができ

ない分野でもある。

やさしい手は、家政婦紹介所を母体として出発した訪問介護主体のサービス事業者で、介護保

険サービスはもちろんのこと、保険給付の制限内では質、量とも足りない利用者に向けても、保

険にとらわれないサービスを提供している。IT を利用した先進的なシステムを導入し、訪問介

護サービスの効率的な運営ときめ細かいサービスの実現を可能にしている。訪問介護ビジネスの

独自のノウハウを、フランチャイズ方式で展開させることにも成功しているという特徴もある。

○サービスの概要

（株）やさしい手は、訪問介護サービスを中

心に、居宅介護支援事業（ケアプランの作成

や介護認定手続き業務）や、通所介護（デイ

サービスセンター）の運営、福祉用具貸与な

どを行っている。さらに、訪問介護サービス

のノウハウの提供とともに、オペレーション

システムの共有を目的としたフランチャイズ

事業も実施しており、フランチャイズ加盟事

業所は、全国に29カ所ある（09年10月現在）。

現在、訪問介護事業所数（直営）は 39 カ所

で利用者数 14,197 人、居宅介護支援事業所数

（直営）が 21 カ所で利用者数が 3,373 人であ

る。職員数は常勤が 618 人、臨時職員（その

多くがヘルパー）が 3,279 人である。ケアマ

ネジャー（介護支援専門員）は直営店全体で

約 100 名弱だが、8 割が常勤、残りは契約社

員の形をとっている。

また、介護保険法の改正により、介護サー

ビス提供時間が削減傾向にあることから、こ

れまでの介護サービスノウハウを介護保険外

事業と結びつける新たなビジネスモデルを構

築している。高齢者専用賃貸住宅（高専）の

管理人業務サービスもそのひとつ。同社が介

護専門員を高齢者専用賃貸住宅に管理人とし

て派遣し、高専内でソーシャルワーク業務を

行うものだ。これにより、月決めの実費をサ

ービス対価として入居者から徴収できると同

時に、入居者が介護保険サービスを必要とす

る際に、近隣にある同社の事業所を紹介でき

るようになり、事業シナジーが期待できる。

事業の前身と「やさしい手」の設立

1964 年に香取眞恵子氏（現会長）が始めた

看護婦・家政婦紹介事業「大橋サービス」が

やさしい手の前身。介護事業の展開にあたっ

て、利用者保護の観点から雇用管理の責任を
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明確にするために、1993 年に「やさしい手」

を設立した。というのも紹介事業の形態では

事業者に雇用責任がないからだ。

会社設立は介護保険制度導入（2000年４月）

の前で、当時は、介護の分野は行政の管轄内

にあり、民間会社は行政から委託を受け、介

護券に基づいて介護給付や介護管理を行って

いた。「大橋サービス」と「やさしい手」は

2001 年合併した。

拠点出店の特徴

やさしい手は、規模の大きい事業所でのサ

ービス展開を中心にしている。通常、訪問介

護事業での全国平均は月あたり 300～400 万

円の売上高だが、やさしい手は、利用者が多

く見込める大都市部を中心に拠点を展開して

おり、事業所のほとんどが 1000 万円程度の売

上を達成している。商圏の狭い小さい拠点を

増やしても固定費の比重が高まり、利益率は

下がるが、同社は拠点あたりの利用者を増や

し規模の経済を働かせることで収益性を高め

ている。

提供しているサービスの価値

やさしい手は、年をとっても住み慣れた地

域社会で、家族とともに安心して暮らせるよ

う総合的な在宅サービスを行うことを目的と

している。利用者の要望に合わせた利用しや

すい在宅介護サービスを展開することが、前

身である大橋サービスからの理念である。

また、独自の研修プログラムや人事評価制

度を導入し、質の高いスキルをもつヘルパー

を養成するとともに、職員のモチベーション

を高めることで介護サービスの品質改善を行

っている。

○生産性向上の課題

訪問介護事業の課題として、ヘルパーのス

ケジュール管理と効率的な運用がまず挙げら

れる。また、離職率の高い業界であるので、

ベテランヘルパーをいかに育成・維持するか

も課題となる。

やさしい手では、利用者のニーズに速やか

に対応するためにも、本部とヘルパー（非常

勤）間での意思疎通や情報共有を磐石にする

ことが重要だと考えている。

ヘルパーの多くは臨時職員であるため、利

用者からサービスの要請があった場合、適切

な人材マッチングと時間単位でのスケジュー

リングを行うことが、各拠点のサービス提供

責任者（介護保険の資格上の名称）の重要な

役割となる。また人材配備を適確かつ迅速に

行うことが、サービスの質の向上とオペレー

ション効率化の要となる。

雇用形態

同社の主要事業である滞在型訪問介護サー

ビスは、時間単位で同社と雇用契約を締結し

たホームヘルパーが、ケアマネジャーの作成

したサービスプランに基づいて地域に点在す

る利用者の自宅に訪問する。出社の必要はな

く、直行直帰が基本である。したがって、訪

問介護サービス（巡回訪問を除く）事業は売

上高人件費率を一定に保つことができる。

一般の派遣法では時間単位での契約は認め

られていないが、在宅介護事業には認められ

ている。

サービス提供責任者の役割

介護事業所でのサービス提供責任者が果た

す役割は大きい。利用者の自宅を訪問して具

体的なサービス内容を調整し、契約をする。

また、ヘルパーを選定し、初回のサービス同

行、サービスの引き継ぎを行って、そのサー
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ビスの定期化を図るのもサービス提供責任者

の仕事である。

やさしい手で実施している 24 時間対応の

巡回訪問介護サービスは、在宅型訪問介護と

異なり、ヘルパーは１日 8 時間拘束の勤務形

態である。そのため、サービスの空き時間が

出ても人件費が発生するため、効率のいいル

ート開発ができなければ、損益分岐点を下回

ることになる。このとき営業活動をしてルー

トを埋めることもサービス提供責任者に課せ

られた責務である。

巡回訪問介護サービスのようなルートサー

ビスでは、「この利用者さんがあと 30 分時間

をずらしてくれれば、もう一人、別の利用者

さんのサービスを入れられるのに」というよ

うに、利用者にサービス提供時間の変更を打

診するケースも出てくるが、その際はサービ

ス提供責任者のコミュニケーション手腕が問

われることになる。

このように 24 時間巡回型訪問介護サービ

スはリスクが大きいため、サービスを提供す

る事業者は減ってきている。やさしい手でも

３事業所でしかこのサービスを展開していな

いが、24 時間巡回型訪問介護を行う事業所は

高度な身体介護を必要とするサービスを提供

できるという評判を得られるため事業を継続

しているという。このことがやさしい手の他

社にはない差別化の要素になっている。

○サービス生産性向上の取り組み

H2 システムでの利用者とヘルパーの

コーディネート

やさしい手では、H2 システムという独自の

システムを 6～7年前から導入し、業務の効率

化、情報の共有化に役立てている。H2 システ

ムは、ヘルパーの管理、利用者の情報管理な

どの一般的な介護保険事業を行う上でのシス

テムが基本的に装備されたもので、本社でサ

ーバーを管理し、ASP 形式で各事業所拠点に

サービスを提供している IT ツールである。導

入後、何度か改善してバージョンアップをし

ている。

H2システムの導入によって格段に効率化し

たのがヘルパー手配業務。事業所に新規の依

頼があったとき、どのヘルパーが空いている

のか、システム上で検索して候補を瞬時に割

り出せるようになった。各ヘルパーの資格や

勤続年数といった条件でスクリーニングが行

えるため、利用者の要望や要介護に適した人

材を瞬時に峻別できる。

サービス業ではなにより迅速な対応が求め

られる。新規利用者から依頼があったとき 10

分で回答するのと１日後に回答するのでは、

信頼度が違ってくる。次回の利用につなげる

ためにも、迅速なマッチングが欠かせないが、

その点でもシステムの導入が同社のサービス

向上に直結しているといえる。

またヘルパーの稼働率向上にもこのシステ

ムは有効に働く。たとえば、稼働率の高いヘ

ルパーの場合、1 日 5 件の現場を持ち、週 5

日介護サービスに従事する。１日 5 件の現場

をこなすには、それぞれの現場の移動時間を

15 分以内にしたい。そのような場合も、シス

テム上の住所から次の現場までの移動時間と

その移動時間手当が自動算出される仕様にな

っており、移動時間手当の支払いも行ってい

る。

予定していた利用者がなんらかの理由でキ

ャンセルになり、次のサービスまで 3 時間の

空きが出てしまったという場合にも、その空

き時間を埋めるために、単発で近隣に利用者

がいないかどうかマッチングさせることがで

きる。システムの活用によって無駄と無理の

ない稼働を推進できるようになった。
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モバイル版のリリース

H2システムによる利用者とヘルパーのコー

ディネートは、社員が候補を選び出す形で行

ってきたが、双方向の形にしてヘルパーから

も希望を出せるようにしようと、システムの

一部を開放したモバイル版を 2009 年にリリ

ースした。これによりヘルパーは、各自の携

帯電話などのモバイル端末から、空いている

曜日と時間を検索し、希望に合う案件にエン

トリーできるようになった。

モバイル版のリリースにより、利便性は高

まったが、ツールにのみ頼ってコミュニケー

ションが不足するようでは本末転倒だと同社

は考えている。候補を絞った上で必ずヘルパ

ーに電話で確認をとり、ヘルパーの了承を得

てスケジュールを組んでいく。現場の移動距

離にしても、「システム上では距離が〇キロ

と出ているけど大丈夫？」という形で確認を

とる。多くのヘルパーは地元に住んでいるの

で 5 キロ圏内は熟知しているが、相手の意向

を確認するというコミュニテーションを経て

システムを運用することが重要だとしている。

モバイル版のリリースは、ヘルパーとのコミ

ュニケーションを深めるためにも有効なツー

ルとして機能している。

モバイル版リリースでマッチング情報を双

方向にしたところ、サービス提供責任者が考

えている以上に、仕事に対して意欲的なヘル

パーが多くいることがわかった。

H2 システムによる勤務管理と請求管理

H2 システムは、CTI(Computer Telephony

Integration)システムでもあり、電話を通じ

て勤務管理も行うことができる。具体的には、

ヘルパーが現場に入った段階で、利用者の自

宅の電話を借り、フリーダイヤルに勤務開始

の連絡をする。この電話には誰も応答しない

が、システムが利用者の電話番号を関知して、

利用者へのサービスがスケジュールどおりに

開始されたことがわかる。

電話がかかってこなかったり、予定外の勤

務開始報告の電話があった場合は、アラーム

が鳴る仕組み。アラームが鳴れば、サービス

提供責任者が利用者とヘルパーに確認をとり

善処する。スケジュールどおりのサービスが

提供されていれば、サービス提供予定が実績

に振り替えられるので、月次で請求締めを行

う際も確実・迅速な請求処理ができる。

プロセスレコード管理

やさしい手では、介護サービスの提供内容

の履歴を管理するためにプロセスレコード

（介護サービス版の電子カルテ）を導入して

いる。これにより、介護サービスの品質を管

理するとともに、ヘルパーの交代時にサービ

ス内容を円滑に引き継ぐことができる。また、

介護保険上の事務的な書類作成にも役立てて

いる。

これまでは社員がケアマネジャーや利用者

に電話で聞き取りをしてプロセスレコードを

作成していたが、H2 システムのモバイル版リ

リースによって、モバイル上からヘルパーが

打ち込める形にした。打ち込みにかかる時間

に対して労働報酬を支払う形にしたところ、

多くのヘルパーがプロセスレコードを作成す

るようになり、自動的にデータが蓄積される

ようになった。

スキルアップのための各種研修の充実

やさしい手では、ヘルパーのスキルアップ

のためにいくつかの研修制度を設けている。

ヘルパー初任者には、雇用契約を結んでか

らすぐに行う約 3 日間程度の研修を実施して

いる。新任者研修を終えた後は、先輩ヘルパ

ーに同行するなど OJT を行う。1 年以上勤続

したヘルパーには、介護技術や考え方を学ん

でいく現任者研修というものも実施している。

常勤社員になりたいというヘルパーに向け

ては、「さくら友の会」（同社のヘルパーの

ための親睦および学習組織）での研修に参加

できる。システム運用に関する IT スキルは社

員に欠かせないものなので、OJT を定期的に
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行っている。

職員への目標管理制度の導入

やさしい手では、 MBO (Management by

Objectives＝目標管理制度)を導入しており、

財務の視点、顧客の視点、BSC(Balanced

Scorecard= バランススコアカード) に基づ

いて業績を評価している。

目標管理もシステム化を果たし、半年の目

標を明確に定めることができるようになった。

新任の社員であれは「ここまでに一人前にな

る」、マネージャーであれば、業績目標を高

めに設定して果たすようにするなど、社員の

目標と達成状況を視認しやすくするためのツ

ールとして用いている。

経営計画上の目標は段階的に小目標に切り

分け、現場のヘルパーにも浸透させていくが、

各階層からの意見は、ブラッシュアップした

形で経営に新たに反映させている。ここにも、

やさしい手の人材管理制度の特徴がある。

利用者からのフィードバック

個々の利用者から寄せられた意見や感想は

プロセスレコード上で記録して利用者単位で

保管・格納し、次回のサービス提供時に役立

てている。事業所はカレンダーどおりの営業

なので、土日祝祭日はコールセンターが情報

を受け、月曜日には各事業所の社員がコール

センターに寄せられた声をチェックして改善

策を検討する。

○サービス生産性向上に向けて

やさしい手では、ヘルパーの稼働状況とサ

ービス提供可能な時間帯・場所などスケジュ

ーリングを本社で一括管理するための情報シ

ステム「H2 システム」を開発し、サービスの

品質管理と人材マネジメントを実施している。

また、介護サービスの提供内容の履歴を管

理するためにプロセスレコードを導入し、サ

ービス内容の標準化を図るとともに品質の高

い介護サービスを提供している。

H2システムをコアにして介護ビジネスを効

率よく運営するとともに、個々の顧客管理と

サービスノウハウの蓄積を、さらなる生産性

向上につなげている。

こうしたノウハウはやさしい手のフランチ

ャイズビジネスに展開されている。

フランチャイズビジネスへ

やさしい手は、ISO9100 を取得し、介護事

業運営にかかわる経営管理システム、事業運

営の独自のノウハウを培ってきた。このノウ

ハウをパッケージ化し、フランチャイズ事業

を手掛けている。介護サービスの方法論のマ

ニュアル化、ヘルパーの人材管理、スケジュ

ーリング管理などのノウハウをパッケージン

グし、提供している。介護サービス事業のコ

ンサルイティングを兼ねながら H2 システム

の ASP ツールを提供することでフランチャイ

ズの拡大を進めている。フランチャイズ経営

をすることで、経営リスクを低減させるとと

もに、拠点の全国展開を進めている。

H2 システムの導入により、管理費のコスト

ダウンが図れるようになったことから、月あ

たり 1，000 万円の売上で、利益率が 15％を

超える直営店も少なくない。この実例と H2 シ

ステムの優位性から、地域加盟を希望の問い

合わせも増えはじめているという。

すべての店舗でサービス状況を比較する

やさしい手では、他店舗の介護サービスの

実施状況を KPI (Key performance Indicator

＝重要業績評価指数)で表し、店舗ごとに運営

状況を客観的に比較できるようにしている。
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本部と直営店、FC 店との間で、パフォーマン

スの状況を可視化、共有することによって、

店舗相互のサービス改善（PDCA サイクル）を

図っている点にも同社の特徴がある。

最後に、やさしい手が目指す介護サービス

像を示しておく。

サービスの改善で目指すもの

やさしい手では、一人のヘルパーが、同一

の利用者に対して 3 カ月あるいは半年以上定

期的にサービスを行うことを「サービスの定

期化」と呼んでいるが、サービスの定期化に

向けてシステムを最大限に活用している。利

用者も同じヘルパーに担当して欲しいと望む

ことが多いので、サービスの定期化は利用者

にとっても事業所にとっても望ましい。そこ

で定期化が図れるようにサービス時間をコン

トロールしながらパズルをはめていく。

とはいえ、訪問介護の利用者も、「〇月〇

日にデイサービスにいきたい」とか「この日

は病院にいくので、訪問介護サービスを受け

られない」などさまざまな理由で突発的なキ

ャンセルが出る。

やさしい手では、顧客の都合にできるだけ

合わせられるように、こうした突発的な状況

変化にも柔軟に対応し、要望にあったマッチ

ングをできるように最大限の努力をしている。

（以上）

＜サービス生産性向上のポイント＞

① 介護サービス利用者の一番のニーズは、相性の合うヘルパーに、必要なときに必要なだけ

サービスを提供してもらうこと。やさしい手では、それを支えるシステムとしてヘルパー

のマッチングとスケジューリング管理を行う“Ｈ２システム”を開発・導入している。同

システムを活用することでヘルパーの負荷を平準化するとともに、非定型的なサービス利

用に即座に対応するための環境を提供している。

② プロセスレコードを導入することで、介護サービス利用者ごとにサービス利用履歴の管理

や要望・ニーズの取り込みを行い、サービス内容の品質改善に役立てている。プロセスレ

コードの情報を共有することで、サービス提供者が交代しても一定のサービスレベルの継

続性を担保している。

③ 介護サービス事業者のサービスパフォーマンスを KPI として指標化し、店舗間で共有する

ことで、各拠点のサービス提供責任者に競争意識をもたせ、サービス改善に取り組むモチ

ベーションを高めている。

④ 介護サービス事業のコンサルティングと介護サービスのオペレーションシステムの利用拡

大を目的としたフランチャイズ事業を手がけている。
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（訪問介護事業統合システムの概要）

株式会社やさしい手

本社所在地： 東京都目黒区大橋 2-24-3 中村ビル 4階

代表取締役社長： 香取 幹

資本金: 9,950 万円

①介護システム
・基本情報を利用して、ご利用者とヘルパーのスケジュール管理や、訪問介護計画書の作成が行えます。
・プロセスレコードにより、定期訪問時の出来事などを入力、シェアすることができます。
・ステータス管理表では、日付入りで入力状況を一覧し、こまめな営業によるコミュニケートを可能にします。
・サービスに入った確認を取るために、CTI機能を使用して自動的にスケジュールに実績として反映する機能を持っています。

②賃金計算
・スケジュールを元にヘルパーの賃金を計算する機能です。介護システム内に含まれています。

③債権管理システム
・介護システムのスケジュールの実績を元に売掛台帳の作成、利用料請求データ作成、入金消込管理、仕訳データ自動作成を行います。

④ProActive
・経理、人事分野を管理するシステムです。人事情報は介護システムに一部連動しています。
PA経理、PA給与等モジュール単位で購入します。（弊社では現在経理、債務、経営分析、人事、給与、固定資産を使用しています。）

主な内容と機能主な内容と機能

ステータス管理 プロセスレコード
～営業・定期訪問～

賃金計算

基本情報

利用者
ヘルパー

訪問介護計画書

スケジュール
債権管理
～請求～

経理 人事

受注

一元管理

介護システム

ProActive


